
平成 25 年 5 月 10 日 

日本原子力研究開発機構 

 

原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備等に関する規則(案)等に対する意見募集 

に対する対応について 

 

１．概要 

平成 25 年 4 月 11 日に原子力規制委員会より規則、ガイド等の 49 項目に対する意見募集（以下

「パブリックコメント」という。）がなされ、研究開発段階炉(高速炉と重水炉)についても、意見

募集の対象となっています。（行政手続法に基づくパブリックコメント対象文書 27 項目中 13 項目

が研究開発段階炉関係、任意で行うパブリックコメント対象文書 22 個中 6 個が研究開発段階炉に

も準用可能） 

このため、関連する文書に対し、パブリックコメントを行いました。 

 

２．主なパブリックコメントの内容 

〇「研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準を

定める規則」及び同規則の解釈等について 

本規則及び同規則の解釈については、原子力規制委員会の中で議論を経て意見募集がなされて

いる実用炉（軽水炉）の規則類に対して、ナトリウム冷却型高速炉関連の特性を踏まえた記載が

なされた内容となっています。したがって、本件は、「高速増殖原型炉もんじゅに係る新安全基

準の策定について」（平成 25 年 2 月 27 日原子力規制委員会）にある「おおよその方向性のみ盛り

込む」主旨を反映していると考えられますが、規則等を決定する前に、高速炉の専門家等の意見

を聴取し、これまでに国内外で得られている知見や経験を規則等にできるだけ反映していただき

たいと要望するとともに、軽水炉と高速炉の記述が混在して適用対象となる炉型が特定できない

ため、基準類の条項の対象炉型が明確になるようなコメント、また、用語や条文をより明瞭化し

たり、さらに、ナトリウム冷却高速炉に対する従来の指針との継続性、一貫性、明瞭性を付加す

るためのコメント等を行いました。 

〇準用規定について 

「もんじゅ」にて工事を行うにあたり、運用内規に定めた軽水炉の技術基準などを準用してきま

したが、今回の法改正により、実用炉と研究開発段階炉が区分されることに伴い、準用規定がな

くなってなってしまったことから、準用できる方法等について法制化が必要とのコメントを行い

ました。 

〇実用炉と研究開発段階炉の規則間の整合について 

実用炉(軽水炉)と同等な規則類が研究開発段階炉として、規則化されパブリックコメントがな

されているため、実用炉と共通部分については、実用炉と整合を図って頂くようコメントを行い

ました。 

 

以 上 



原子力規制委員会 宛て 

「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の 

整備等に関する規則（案）等に関連する政令（案）」 

に対する意見提出用紙 
 
住 所   
福井県敦賀市木崎65号20番 

   
氏 名  
独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

     
連絡先 te l：０７７０－２３－３０２１（代表電話） 

fa x：０７７０－２１－８５３３ 

 
意見の対象となる案件 
(２)研究開発段階における発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則 

(８)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準を定め

る規則（仮称） 

(９)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の技術基準を定める規則（仮称） 

(10)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品

質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（仮称） 

(11)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に燃料として使用する核燃料物質に関する技術基準を

定める規則（仮称） 

(14)核燃料物質の加工の事業に関する規則等の規定に基づき、線量限度等を定める告示 

(15)核燃料物質の加工の事業に関する規則第七条の六等の規定に基づく核燃料物質等の工場又は事業所

内の運搬に関する措置等に係る技術的細目等を定める告示 

(19)実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護規定（仮称） 

(23)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準を定

める規則の解釈（仮称） 

(24)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設に関する技術基準を定める規則の

解釈（仮称） 

(25)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品

質管理の方法及びその検査のための組織の基準に関する規則の解釈（仮称） 

(26)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（仮称） 

(27)研究開発段階にある発電の用に供する原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定

の審査内規 

 



パブリックコメント対象文書： 

(2)研究開発段階における発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 ― 全体 研究開発段階における発電の用に供す

る原子炉の設置、運転等に関する規則と

実用発電用原子炉の設置、運転等に関

する規則の共通部分については、整合

性を図るようお願いします。。 

 

2 ― 火災防護設備に関する共通コメン

ト 

 消防法に規定されている消防用設備等

について、本規則に規定する火災防護

設備との棲み分けを、明確にして頂きた

い。火災防護設備が消防法と炉規法の

二重規制とならないようにして頂きたい。 

 

3 58 （工事の計画の認可を要しない工

事) 

第 8 条 

2 法第四十三条の三の九第二項た

だし書・・・下欄に掲げる変更の工

事又は急傾斜地崩壊危険区域内

において 

実用炉規則との整合性を図るようお願い

します。（下線部について、実用炉と記載

が異なる。） 

 

実用炉規則は｢変更の工事、急傾斜地｣

となっています。 

 

4 59～60 （工事の計画の認可等の申請） 

第 9 条 法第四十三条の三の九第

一項又は第二項の認可を受けよう

とする者は、次の各号に掲げる事

項を記載した申請書を原子力規制

委員会に提出しなければならな

い。 

一 氏名又は名称及び住所並びに

法人にあつては、その代表者の氏

名 

3 第一項の認可又は変更の認可

の申請をする場合は・・・申請をしな

ければならない。 

 

保安省令では様式が定められていたが

規則に取り込まれていませんので、様式

を定めて頂きたい。また、保安省令で

は、取替え・廃止についての除外規程が

あったが規則に取込まれていませんの

で、除外規定を設けて頂きたい。（以降

の認可/届出に対して全て影響すると思

われます) 

 

実用炉則では、「あって」に修正されてい

る。（以下多数あり）誤字と思われます。 

 

 

取替え・廃止についての申請について明

確にして頂きたい。 

 

5 61 （工事の計画に係る軽微な変更の

届出） 

第 10 条 法第四十三条の三の九

第六項の規定・・・次の各号に掲げ

る・・・提出しなければならない。 

2 第一項の届出書提出部数

は、・・・ 

保安省令にあった届出書様式を定めて

頂きたい。 

 

実用炉則は「次に掲げる」となっています

ので整合性を図るようお願いします。 

 

実用炉則は「届出書の提出部数」となっ

ていますので整合性を図るようお願いし

ます。 

 

6 62 （工事の計画の届出） 

第 12 条 法第四十三条の三の十

保安省令にあった届出書様式を定めて

頂きたい。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

第一項の規定・・・提出しなければ

ならない。 

7 63 (申請書等の記載事項の一部の省

略) 

第 13 条 法第四十三条の三の九

第一項若しくは・・・型式、設計等か

ら見て記載することを要しない旨の

指示・・・添付することを要しない。 

 

 

｢･･･型式、設計等から見て記載すること

を要しない旨の指示｣が出される時期を

明確にして頂きたい。 

 

8 63～64 （添付書類の省略） 

第 14 条 法第四十三条の三の九

第一項若しくは・・・型式、設計等か

ら見て申請書又は届出書に添付す

ることを要しない旨の指示・・・添付

することを要しない。 

 

｢･･･型式、設計等から見て記載すること

を要しない旨の指示｣が出される時期を

明確にして頂きたい。 

 

9 65 （使用前検査の申請） 

第 15 条  

2  前項の申請には、・ ・ ・ただ

し、・・・（発電用原子炉の基数の増

加の工事を除く。）・・・第三号及び

第四号の書類を添付することを要

しない。 

 

 

三 発電用原子炉及び保守管理の

重要度が高い系統について定量的

に定める保守管理の目標 

 

 

 

 

 

四 保守管理の実施に関する計画

に係る次に掲げる事項 

 

 

ロ 発電用原子炉施設の保安のた

めの点検、検査・・・実施頻度及び

時期 

３ 第一項の申請書又は前項各号

の書類の内容に変更があつた場

合には、・・・提出しなければならな

い。 

 

 

 

第三号、第四号の提出が必要となるの

は、発電用原子炉の基数の増加の工事

となっているが、それ以外に該当する工

事があれば明確にして頂きたい。 

 

 

 

JEAC において第三号の監視指標はプラ

ント又は系統の供用開始以降となってい

ますので(燃料装荷後は準用しても良い

との記載)、使用前検査申請への添付開

始時期を別途定めて頂きたい。 

 

 

建設段階のプラントについて、第三号、

第四号の添付への記載要求対象設備、

機器を明確にして頂きたい。（使用前検

査申請の対象機器のみで良い？） 

第四号ロの時期については、研開炉規

則では不明確であり、別途定めて頂きた

い。 

「書類の内容に変更があった場合｣に

は、今回の改正により新規で第二項第

三号、第四号の添付が必要になることは

含まれないことを解釈等で明確にして頂

きたい。 (従前届出されていなかったた

め変更には該当しないと言う理解です) 

実用炉規則内規によれば、建設段階の

期間は第１保全サイクル開始前までとな

っていますが、使用前検査申請自体は

五項(旧ホ項)の合格をもって効力を失う

と考えます。これ以降で変更があった場
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

合に、「変更の内容を説明する書類｣の

扱いについて明確にして頂きたい。 

 

実用炉規則内規で添付要求のある｢参

考資料｣について、研開炉規則での扱い

を明確にして頂きたい。 

10 66 （使用前検査の実施） 

第 16 条の表 

 

「工事の工程」 

一原子炉本体、原子炉冷却系統設

備、計測制御系統設備、燃料設

備、放射線管理設備、廃棄設備又

は原子炉格納施設については、構

造、強度又は漏えいに係る試験を

することができる状態になった時 

 

「検査事項」 

原子炉本体、原子炉冷却系統設

備、計測制御系統設備、燃料設

備、放射線管理設備、廃棄設備又

は原子炉格納施設の構造、機能又

は性能を確認する検査（可搬型の

機械又は器具に係るものを除く。）

のうち次に掲げるもの 

 

 

 

・以下の「工事の工程」及び「検査事項」

の記載について、」実用炉規則との整合

を図って頂きたい。（下線部について、実

用炉と記載が異なる。） 

 

・研開炉則の「原子炉冷却系統設備」に

対して、実用炉則は、「原子炉冷却系統

施設（ 蒸気タービンを除く。）」となってい

ます。「（ 蒸気タービンを除く。）」の追記

をお願いします。 

 

・研開炉則の「計測制御系統設備」に対

して、実用炉則は、「計測制御系統施設

（ 発電用原子炉の運転を管理するため

の制御装置を除く。）」となっています。

「（ 発電用原子炉の運転を管理するため

の制御装置を除く。）」の追記をお願いし

ます。 

 

・研開炉則の「燃料設備」に対して、実用

炉則は、「核燃料物質の取扱施設及び

貯蔵施設」となっています。「核燃料物質

の取扱施設及び貯蔵施設」への修正を

お願いします。 

 

・研開炉則の「放射線管理設備」に対し

て、実用炉則は、「放射線管理施設」とな

っています。「放射線管理施設」への修

正をお願いします。 

 

・研開炉則の「廃棄設備」に対して、実用

炉則は、「放射性廃棄物の廃棄施設

（ 排気筒を除く。）」となっています。 

「（ 排気筒を除く。）」の追記をお願い

します。 

 

 

11 68 （使用前検査の実施） 

第 16 条の表 

 

「工事の工程」 

三原子炉に燃料を装入することが

できる状態になった時 

・以下の「検査事項」の記載について、実

用炉規則との整合を図って頂きたい。

（下線部について、実用炉と記載が異な

る。） 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

「検査事項」 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設、原子炉冷却系統施設、計測

制御系統施設、放射性廃棄物の廃

棄施設、放射線管理施設、原子炉

格納施設、発電機、変圧器、遮断

器及び非常用電源設備、常用電源

設備、火災防護設備、浸水防護施

設、補機駆動用燃料設備（非常用

電源設備及び補助ボイラーに係る

ものを除く。）、非常用取水設備、

敷地内土木構造物及び緊急時対

策所に係る発電用原子炉に燃料を

装入した状態において必要な機能

又は性能を確認する検査 

 

・研開炉則の「発電機、変圧器、遮断器

及び」の記載に対して、実用炉則には、

当該記載がありません。 

「発電機、変圧器、遮断器及び」の削除

をお願いします。 

12 69 （使用前検査の実施） 

第 16 条の表 

 

「工事の工程」 

四原子炉の臨界反応操作を開始

することができる状態になった時 

「検査事項」 

原子炉本体、原子炉冷却系統設

備、計測制御系統設備、蒸気ター

ビン及び発電機に係る原子炉が臨

界に達する時に必要な機能又は性

能を確認する検査 

・以下の「検査事項」の記載について、実

用炉規則との整合を図って頂きたい。

（下線部について、実用炉と記載が異な

る。） 

 

・研開炉則の「蒸気タービン及び」の記載

に対して、実用炉則には、当該記載があ

りません。 

「蒸気タービン及び」の削除をお願いし

ます。 

 

13 72 

 

（機構が行う使用前検査） 

第 18 条第 1項第 3号ハ 

蒸気タービン、計測制御系統施

設（発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置を除く。）及び発

電機の機能又は性能を確認する検

査のうち、発電用原子炉、蒸気ター

ビン及び発電機相互の停止に係る

インターロックを確認する検査 

・以下の実用炉規則の整合を図って頂き

たい。（下線部について、実用炉と記載

が異なる。） 

 

・研開炉則の「発電用原子炉」の記載に

対して、実用炉規則は、「原子炉」と記載

しています。「発電用」の追記をお願いし

ます。 

 

14 80～ 

81 

(燃料体検査の実施) 

第 24 条の表 

「工事の工程」 

 

・「工事の工程」という記載について、「加

工の工程」の誤記であると思われますの

で、「加工の工程」への修正願います。 

 

 

15 87 (溶接事業者検査を行うべき発電用

原子炉施設) 

第 31 条 

六 核燃料物質の取扱施設若しく

は・・・について溶接をするもの 

 

 

 

実用炉規則は｢溶接を必要とするもの｣、

炉規法第４３条の３の１３「溶接をするも

の及び溶接をした輸入もの」･･･記載が
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

異なりますので整合性を図るようお願い

します。 (七号、八号も同様) 

16 94～95 （施設定期検査の申請） 

第 42 条 法第四十三条の三の十

五第一項の検査（以下「施設定期

検査」という。）・・・検査開始日の

一月前（第五十二条第二項の一

定の期間（以下この条において単

に「一定の期間」という。）を定め、

又は変更（短縮を内容とする変更

を除く。）した場合は三月前）まで

に原子力規制委員会に提出しな

ければなら 

 

 

 

 

 

 

 

三 検査を受けようとする発電用

原子炉施設の種類及び出力 

 

 

2 前項の申請には、次の各号に掲

げる・・・提出しなければならない。 

三 発電用原子炉及び保守管理の

重要度が高い系統について定量的

に定める保守管理の目標 

四 保守管理の実施に関する計画

に係る次に掲げる事項 

 

保安省令にあった届出書様式を定めて

頂きたい。 

 

実用炉規則では、特定重要発電用原子

力施設の点検時期が施設定期検査の実

施時期であり、定期事業者検査の一定

の期間とも繋がっていますが、研開炉規

則では施設定期検査と定期事業者検査

の繋がりが読めません。 

このため、｢第五十二条第二項の一定の

期間」と「第四十四条第一項の毎年一回

定期の時期」で整合が取れていないと思

われます。又、機器単位の定期事業者

検査の一定の期間が変わる度に、三ヶ

月前の手続きが必要になってしまいま

す。施設定期検査と定期事業者検査の

関連を明確にするようお願いします。 

 

第三号では実用炉規則に｢施設番号｣が

有り、研開炉規則ではないので整合性を

図るようお願いします。 

 

第15条(使用前検査申請)に記載したコメ

ントは本条でもほぼ同様のコメント。(特

に施設定期検査の対象機器や検査期間

を超えての記載は、変更手続き上で問題

が生じると思われます) 

 

17 98 （施設定期検査の実施） 

第 43 条第 1項第 2号 

蒸気タービン及びナトリウム冷却

型発電用原子炉施設にあつては、

前号に掲げるもののほか、その他

原子力規制委員会が必要と認める

定期事業者検査に係る事項 

 

・実用炉規則 47 条には、定期事業者検

査の項目が記載されていますので、も

んじゅにおいて定期事業者検査項目が

確定した段階で、当該条文中の「その

他原子力規制委員会が必要と認める

定期事業者検査に係る事項」として定

期事業者検査の項目の提示または条

文改正を行って頂きたい。 

 

18 101 （施設定期検査の実施時期） 

第 44 条 

法第 43条の 3の 15第 1項の原子

力規制委員会規則で定める時期

は、毎年一回定期の時期とする。 

 

・「毎年一回定期の時期」と施設定期検

査の時期が特定な期間という疑義が生じ

ますので、実用炉規則48条と同様に「施

設定期検査が終了した日以降十三月を

超えない時期」との整合性を図るようお

願いします。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

 

19 102 （施設定期検査を要しない場合） 

第 45 条  

２ 前項第二号又は第三号の承認

を受けようとする者は・・・提出しな

ければならない。 

三 検査を受けようとする発電用原

子炉施設の種類及び出力 

 

 

 

 

保安省令にあった届出書様式を定めて

頂くようお願いします。 

 

 

第三号では実用炉規則に｢施設番号｣が

有り、研開炉規則ではないので整合性を

図るようお願いします。 

 

20 107 （定期事業者検査の実施時期） 

第 51 条第 1項第 1号 

特定発電用原子炉施設につい

ての次条第一項第一号及び第二

号並びに第二項に掲げる方法によ

る定期事業者検査にあつては、第

四十六条の規定により定める当該

発電用原子炉施設に係る特定重

要発電用原子炉施設が施設定期

検査を受けるべき時期 

 

 

・「第 46 条」→「第 44 条又は第 45 条」の

誤記であると思われますので、修正願い

ます。 

 

21 108 （定期事業者検査の実施時期） 

第 51 条  

４ 前項各号の承認を受けようとす

る者は・・・提出しなければならな

い。 

三 検査を行うべき発電用原子炉

施設の種類及び出力 

 

 

 

保安省令にあった届出書様式を定めて

頂きたい。 

 

 

第三号では実用炉規則に｢施設番号｣が

有り、研開炉規則ではないので整合性を

図るようお願いします。 

 

22 110 （定期事業者検査の実施） 

第 52 条第 4項 

第二項の一定の期間は、施設定

期検査の開始する日の三月前まで

に設定しなければならない。これを

変更しようとするときも同様とする。

ただし、短縮を内容とする変更につ

いては、この限りでない。 

実用炉規則 56 条との整合を図って頂き

たい。 

 

実用炉規則 56 条第４項の記載は、「第

二項の一定の期間（第四十八条第二

項の特定重要発電用原子炉施設に係

るものに限る。）は、十三月以上としな

ければならない。」とあり、第５項には、

「第二項の一定の期間（第四十八条第

二項の特定重要発電用原子炉施設に

係るものに限る。）は、施設定期検査の

開始する日の三月前までに設定しなけ

ればならない。これを変更しようとする

ときも同様とする。ただし、短縮を内容

とする変更については、この限りでな

い。」と記載されており、整合性が図ら
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

れていない。 

(第四十二条のコメントと同様) 

23 143 第 78 条 5 項 二 

「原子炉停止時における燃料体の

損傷を防止するための対策に関す

ること。」 

「原子炉停止時における対策であれば」

「燃料体」ではなく、「炉心」の方が適切で

はないか？ 

 

24 144 （大規模損壊時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を

行う体制の整備） 

第 79 条 

「他のテロリズムにより発電用原子

炉施設の大規模な損壊が生じた場

合・・・」 

 

 

 

 

「大規模な損壊」とは、どのような状態を

指すのか明確化願います。 

 

25 145 第 79 条 5 項 二 

「ニ 使用済燃料貯蔵槽の水位を

確保するための対策及び燃料の損

傷を緩和するための対策に関する

こと。」 

高速炉は、ナトリウム中に使用済み燃料

を貯蔵するので、「水位」に加え、「液位」

を追加の方が適切ではないか？ 

 

26 152 （貯蔵） 

第 84 条第 2項第 4号 

当該使用済燃料の貯蔵を委託さ

れた使用済燃料貯蔵事業者に対し

て、第六十二条第一項の表第三号

チ及び第三号の二の記録を引き渡

すこと。 

 

 

4 号に記載している「第六十二条第一項

の表第三号チ及び第三号の二」の記録

は、62 条（記録）に規定されていないの

で 62 条の表に追記願います。 

 

27 152 （工場又は事業所内において行わ

れる廃棄） 

第 85 条第 1項第 6号 

ロ障害防止の効果をもつた廃液槽

に保管廃棄すること。 

ハ容器に封入し、又は容器と一体

的に固型化して障害防止の効果を

持つた保管廃棄施設に保管廃棄

すること。 

 

 

 

従来の「放射線障害防止」が「障害防止」

に変更されているが、「放射線」をとるこ

とで、従来と意図が異なる場合は、明確

化をお願いします。 

 

28 165 （保安規定） 

第 87 条 6 

電気主任技術者の職務の範囲 

第 87 条 7 

ボイラー・タービン主任技術者の職

務の範囲 

第 87 条 20 重大事故発生時、大規

模損壊時、火災発生時又は内部溢

水発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行う体制

の整備に関すること。 

第 87条22溶接事業者検査及び定

期事業者検査の実施体制等 

 

保安規定の記載事項が追加になってい

ますが、これらの保安規定への記載に

ついての経過措置を、附則で明確にす

るよう願います。 

 

29 241 別表１   
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

発電用原子炉施設の火災防護に

関する説明書 

火災防護に関する説明書 :  

安全上重要な系統、設備を防護するた

めに使用する「火災防護設備」に限定す

るべきであると思われます。 

 消防法の要求で設置されているものを

記載する場合は、消防法が適用されるも

のと研開則が適用されるものを分けて、

記載するべきであると思われます。（消

防法と炉規法の二重規制とならないよう

にして頂きたい。） 

30 305 別表 2 

５ ナトリウム漏えい検出装置の名

称、検出器の種類、計測範囲及び

個数( 警報装置を有する場合は、

その動作範囲を付記すること。) 

（ 常設及び可搬型の別に記載す

ること。） 

 

ナトリウム漏えい検出装置 :  

高速増殖原型炉もんじゅにおいては、消

防法に基づき設置した「自動火災報知設

備」と Na 漏洩検出装置として設置した

「空気雰囲気セルモニタ」を「ナトリウム

漏えい検出装置」として使用しています。

そのため、ナトリウム漏えい検出装置の

定義を明確にし、「二重規制」とならない

ようお願い致します。 

 

31 365 別表 2 

２ 消火設備に係る次の事項 

(1) ポンプの名称、種類、容量、揚

程又は吐出圧力、最高使用圧力、

最高使用温度、主要寸法、材料、

個数及び取付箇所並びに原動機

の種類、出力、個数及び取付箇所

（常設及び可搬型の別に記載する

こと。） 

 

消火設備の適用範囲の解釈の記載をお

願いします。 

 また、消防法との 2重規制とならないよ

うな適用範囲をお願いします。 
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パブリックコメント対象文書： 

(8) 研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準を定め

る規則（仮称） 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体 全体 規則等を決定する前に、高速炉の専門家等

の意見を聴取し、これまでに国内外で得られ

ている知見や経験を規則等にできるだけ反

映していただけたらと思います。 

 

 

2 全体 全体 今回パブコメ対象としている「もんじゅ」

関連基準等については、「高速増殖原型炉も

んじゅに係る新安全基準の策定について」

（平成 25 年 2月 27 日原子力規制委員会）に

記載されている「おおよその方向性のみ盛り

込む」主旨を反映していると思われますが、

例えば設置許可基準規則案の解釈案では軽

水炉と高速炉の記述が混在し、適用対象とな

る炉型が特定できません。少なくとも基準類

の条項の対象炉型が明確となる記述として

いただければと思います。 

 

 

3 全体 全体 規制基準の運営の透明性を図るため、今後

の基準類の整備計画についてお示しいただ

ければと思います。 

 

4 全体 全体 研究開発段階炉である高速炉関係の基準

類については、対象が「もんじゅ」単機です。

これを踏まえ、高速炉関連の基準類について

は、規制当局は、大枠として設置許可基準規

則及び技術基準規則を示し、具体的な適合性

や解釈は原子力機構が「もんじゅ」の審査の

中で示し、規制当局はその妥当性について審

査確認します。この規制事例を踏まえて高速

炉の基準類を段階的に整備していく方式が

合理的と考えます。 

 

 

5 2 （適用範囲） 

第一条 この規則は、核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律施行

令（昭和三十二年政令第三百二十四号。

以下「令」という。）第一条に規定する原

子炉及びその附属施設について適用す

る。 

 

第一条が引用している炉規法施行規則第

一条で、「研究開発段階にある原子炉」は、

次のようにもんじゅとふげんに限定されて

いますので、本規則は本来、その 2つについ

て個別に書くのが適切かと思います。 

 

一  高速増殖炉（独立行政法人日本原子

力研究開発機構法 （平成十六年法律第

百五十五号）第二条第五項 に規定する

高速増殖炉をいう。） 

 

二  重水減速沸騰軽水冷却型原子炉（減

速材として重水を、冷却材として沸騰

軽水をそれぞれ使用する原子炉をい

う。） 
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6 6 （定義） 

第二条第２項 

二十二 「一次冷却材」とは、炉心において

発生した熱を発電用原子炉から直接に取

り出すことを主たる目的とする流体をい

う。 

 

 

条文中には「原子炉冷却材」との用語もあ

りますので、「一次冷却材」との区別をどこ

かで明記したほうがよいかと思います。 

 

 

7 6 （定義） 

第二条第２項 

二十七「反応度制御系統」とは、通常運転時

に反応度を調整する系統をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

二十七 「反応度制御系統」とは、通常運転

時等に反応度を調整する系統をいう。 

 

＜修正理由＞ 

「第二十五条：反応度制御系統」では、反

応度制御系統は、原子炉停止系統を含み、安

全機能を有するものに限るとされており、設

計基準事故への対応まで含まれており、それ

と整合を図るために「等」を追加しました。 

 

 

8 7 （定義） 

第二条第２項 

三十七「原子炉冷却材バウンダリ」とは、通

常運転時に、一次冷却材と接する部分をい

う。 

 

＜修正案＞ 

 

三十七 「原子炉冷却材バウンダリ」とは、

原子炉の通常運転時に、一次冷却材と接

し、それが破壊すると一次冷却材漏えい事

故となるする部分をいう。 

 

＜修正理由＞ 

「一次冷却材と接する」だけでは定義が不

十分ですので、解釈の内容を一部含めて丁寧

に記載したほうがよいと思います。 

 

 

9 8 （定義） 

第二条第２項 

三十八「原子炉カバーガス等のバウンダリ」

とは、原子炉カバーガス又は一次冷却材を

内包する部分のうち、原子炉冷却材バウン

ダリを除いたものをいう。 

 

＜修正案＞ 

 

三十八 「原子炉カバーガス等のバウンダリ」

とは、原子炉の通常運転時に原子炉カバー

ガス又は一次冷却材を内包し、それが破壊

すると原子炉カバーガスまたは一次冷却

材中の放射性物質が漏えいする事故とな

るする部分のうち、原子炉冷却材バウンダ

リを除いたものをいう。 

 

＜修正理由＞ 

「一次冷却材を内包する」だけでは定義が

不十分ですので、解釈の内容を一部含めて丁

寧に記載したほうがよいと思います。 

 

 

 

10 8 （定義） 

第二条第２項 

四十 「重大事故対処設備」とは、重大事故

に至るおそれがある事故（運転時の異常な

過渡変化及び設計基準事故を除く。以下同

じ。）又は重大事故（以下「重大事故等」

と総称する。）に対処するための設備をい

う。 

 

 

 

「(2)研究開発段階における発電の用に供

する原子炉の設置、運転等に関する規則」（以

下、「(2)研開炉規則」）第 4 条では「重大な

事故」は規定していますが「重大事故」は規

定していません。したがって、「(2)研開炉規

則」と用語を統一するか、本規則内で「重大

事故」の定義が必要です。 
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11 9 （定義） 

第二条第２項 

四十四「特定安全施設」とは、故意の大型航

空機の衝突その他のテロリズムにより発

電用原子炉の炉心の著しい損傷（以下「炉

心の著しい損傷」という。）が発生するお

それがある場合又は炉心の著しい損傷が

発生した場合においても原子炉格納容器

の破損（以下「格納容器破損」という。）

による多量の放射性物質の放出を抑制す

るために設置される施設をいう。 

＜修正案＞ 

 

四十四 「特定安全施設」とは、故意の大型

航空機の衝突その他のテロリズムにより

発電用原子炉の炉心の著しい損傷（以下

「炉心の著しい損傷」という。）が発生す

るおそれがある場合又は炉心の著しい損

傷が発生した場合においても原子炉格納

容器の破損（以下「格納容器破損」という。）

による多量の放射性物質の放出を抑制す

るために設置される施設をいう。 

 

＜修正理由＞ 

第四十四号で「以下「炉心の著しい損傷」

という」とすると、第三十六条ほかで使用さ

れている「炉心の著しい損傷」がテロ等によ

るものに限定されると誤解される可能性が

ありますので、「以下、…」を削除したほう

が適切です。 

 

 

12 10 （地震による損傷の防止） 

第四条 

３ 設計基準発電用原子炉施設のうち、耐震

設計上特に重要なもの（以下「耐震重要施

設」という。）は、その供用中に当該設計

基準発電用原子炉施設に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震による加速度によ

って作用する地震力に対してその安全機

能に大きな影響を及ぼすおそれがないも

のでなければならない。 

＜修正案＞ 

 

３ 設計基準発電用原子炉施設のうち、耐震

設計上特に重要なもの（以下「耐震重要施設」

という。）は、その供用中に当該設計基準発

電用原子炉施設に大きな影響を及ぼすおそ

れがある地震による加速度によって作用す

る地震力に対してその安全機能に大きな影

響を及ぼすおそれがないものでなければな

らない。 

 

＜修正理由＞ 

構造強度や機能確認は、必ずしも加速度だ

けではなく、相対変位の評価等もあります。

また、ここで加速度と限定しなくても、耐震

設計の基本方針の趣旨が変わることはあり

ません。 

 

13 11 （火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準発電用原子炉施設は、火災

により発電用原子炉の安全性を損なうお

それがないようにするため、火災の発生を

防止することができ、かつ、火災の感知及

び消火のための設備（以下「消火設備」と

いう。）並びに火災の影響を軽減する機能

を有するものでなければならない。 

＜修正案＞ 

第八条 設計基準発電用原子炉施設は、火災

（ナトリウムが漏えいした場合に生じる

ナトリウムの燃焼を除く）により発電用原

子炉の安全性を損なうおそれがないよう

にするため、火災の発生を防止することが

でき、かつ、火災の感知及び消火のための

設備（以下「消火設備」という。）並びに

火災の影響を軽減する機能を有するもの

でなければならない。 

 
（ナトリウムに対する設計上の考慮） 

第八条の二  ナトリウム冷却型高速炉にお

いては、ナトリウムが漏えいした場合に生

じるナトリウムの燃焼を含め、発電用原子

炉の安全性を損なうおそれがないように

ナトリウムに対する設計上の配慮を行わ

なければならない。 
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＜修正理由＞ 

「LMFBR の安全設計について」の「(3)ナ

トリウム」のうち、ナトリウム火災のみが取

り上げられていますが、ナトリウム冷却型高

速炉において「ナトリウムに対する設計上の

考慮」は極めて重要なことから、「火災」に

含めるのではなく、「ナトリウムに対する設

計上の考慮」として別項目(例えば第八条の

二)にしたほうが望ましいと考えます。 
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17,18 （発電用原子炉の炉心等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第十五条 設計基準発電用原子炉施設は、原

子炉固有の出力抑制特性を有するととも

に発電用原子炉の反応度を制御すること

により核分裂の連鎖反応を制御できる能

力を有するものでなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

第十五条については、水炉と高速炉の記載

が混在していると適用範囲を明瞭に読み取

りにくいので、両者を分けて記載したほうが

よいかと思います。以下のように第 1項～第

3項は水炉を対象、第 4項～第 6項は高速炉

を対象とした記載とすることを提案します。 

 

＜修正案＞ 

第十五条 設計基準発電用原子炉施設（ナト

リウム冷却型高速炉を除く）は、原子炉固

有の出力抑制特性を有するとともに発電

用原子炉の反応度を制御することにより

核分裂の連鎖反応を制御できる能力を有

するものでなければならない。 

 

第十五条全体の

構成の修正案で

すので、理由を

先に書きます。 

  ２ 発電用原子炉の炉心は、通常運転時又は

運転時の異常な過渡変化により発電用原

子炉の運転に支障が生じる場合において、

原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制

御系統及び安全保護系の機能と併せて機

能することにより燃料の許容損傷限界を

超えないものでなければならない。 

 

２ 発電用原子炉の炉心（ナトリウム冷却型

高速炉を除く）は、通常運転時又は運転時

の異常な過渡変化により発電用原子炉の

運転に支障が生じる場合において、原子炉

停止系統、反応度制御系統、計測制御系統

及び安全保護系の機能と併せて機能する

ことにより燃料の許容損傷限界を超えな

いものでなければならない。 

 

 

   ３ 発電用原子炉（ナトリウム冷却型高速炉

を除く）の炉心は以下の各号を満足するも

のでなければならない。 

 

 

  ３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支

持構造物は、通常運転時、運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時において

発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停止

後に発電用原子炉の炉心の冷却機能を維

持するためのものでなければならない。 

 

一３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心

支持構造物は、通常運転時、運転時の異常

な過渡変化時及び設計基準事故時におい

て発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停

止後に発電用原子炉の炉心の冷却機能を

維持するためのものでなければならない。 

 

 

  ４ 燃料体の材料は、通常運転時における圧

力、温度及び放射線によって起こる最も厳

しい条件において必要な物理的及び化学

的性質を保持するものでなければならな

い。 

 

二４ 燃料体の材料は、通常運転時における

圧力、温度及び放射線によって起こる最も

厳しい条件において必要な物理的及び化

学的性質を保持するものでなければなら

ない。 
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  ５ 燃料体は、次に掲げるものでなければな

らない。 

一 通常運転時の発電用原子炉内におい

て、最高使用圧力、自重、附加荷重等に

耐えるものとすること。 

二 輸送中及び取扱中において、著しい変

形を生じるおそれがないものとするこ

と。 
 

三５ 燃料体は、次に掲げるものでなければ

ならない。 

イ一 通常運転時等の発電用原子炉内にお

いて、最高使用圧力、自重、付加附加荷

重等に耐えるものとすること。 

ロ二 輸送中及び取扱中において、著しい

変形を生じるおそれがないものとする

こと。 

 

「通常運転時」

の み な ら ず

「運転時の異

常な過渡」も

含まれますの

で、「通常運転

時等」としま

した。 

 

  三 一次冷却材としてナトリウムを用いる

場合には、燃料被覆管の内圧によるクリ

ープ歪み及び中性子照射による膨張に

より生ずる変形により炉心の冷却機能

を損なうおそれがないものとすること。 

 

三 一次冷却材としてナトリウムを用いる場

合には、燃料被覆管の内圧によるクリープ

歪み及び中性子照射による膨張により生

ずる変形により炉心の冷却機能を損なう

おそれがないものとすること。 

 

ナトリウム冷却

型高速炉の要求

なので、第４項

に移動させまし

た。 

  ６ 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造

物、熱遮蔽材等は、一次冷却材若しくは二

次冷却材の循環、沸騰等（三次冷却材を有

する場合にあっては、三次冷却材の循環、

沸騰等を含む。）により生ずる流体振動又

は温度差のある流体の混合等により生ず

る温度変動により損傷を受けないもので

なければならない。 

 

四６ 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造

物、熱遮蔽材等は、一次冷却材若しくは二

次冷却材の循環、沸騰等（三次冷却材を有

する場合にあっては、三次冷却材の循環、

沸騰等を含む。）により生ずる流体振動又

は温度差のある流体の混合等により生ず

る温度変動により損傷を受けないもので

なければならない。 

 

 

   ４ ナトリウム冷却型高速炉の設計基準発電

用原子炉施設は、高速炉の炉心の特徴を考

慮し、原子炉固有の出力抑制特性を有する

とともに発電用原子炉の反応度を制御す

ることにより核分裂の連鎖反応を制御で

きる能力を有するものでなければならな

い。 

 

第 4 項～第 6 項

は高速炉を対象

とした記載にし

ています。 

   ５ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子炉

の炉心は、通常運転時又は運転時の異常な

過渡変化により発電用原子炉の運転に支

障が生じる場合において、原子炉停止系

統、反応度制御系統、計測制御系統及び安

全保護系の機能と併せて機能することに

より燃料の許容損傷限界を超えないもの

でなければならない。 

 

６ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子

炉の炉心は以下の各項を満足するもので

なければならない。 

 

一 燃料体及び遮へい体並びに炉心支持

構造物は、通常運転時、運転時の異常

な過渡変化時及び設計基準事故時にお

いて発電用原子炉を安全に停止し、か

つ、停止後に発電用原子炉の炉心の冷

却機能を維持するためのものでなけれ

ばならない。 

 

二 燃料体の材料は、通常運転時における

圧力、温度及び放射線によって起こる

最も厳しい条件において必要な物理的

及び化学的性質を保持するものでなけ

ればならない。 

 

第 5 項～第 6 項

は、軽水炉の記

載をベースに高

速炉に適するよ

うにしていま

す。 
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   三 燃料体は、次に掲げるものでなければ

ならない。 

 

イ 通常運転時等の発電用原子炉内に

おいて最高使用圧力、自重、付加荷

重等に耐えるものとすること。 

 

ロ 輸送中及び取扱中において著しい

変形を生じるおそれがないものとす

ること。 

 

ハ燃料被覆管の内圧によるクリープ歪

み及び中性子照射による膨張により

生ずる変形により炉心の冷却機能を

損なうおそれがないものとするこ

と。 

 

 

15 17 （発電用原子炉の炉心等） 

第十五条 

３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支

持構造物は、通常運転時、運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時において

発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停止

後に発電用原子炉の炉心の冷却機能を維

持するためのものでなければならない。 

 

 

第二条第２項第二十一号にて「『燃料体』

とは、規則第二条第二項第三号に規定する燃

料体をいう。」と定義されており、「(2)研開

炉規則」第二条第２項第三号には「『燃料体』

とは、発電用原子炉に燃料として使用できる

形状又は組成の核燃料物質をいう。」とあり

ますので、「燃料体」とは「燃料ペレット」

を指すことになり、矛盾した表現になってい

ます。 

 

 

16 22 

23 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ等） 

第十七条 

２ ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原

子炉施設には、次に掲げるところにより、

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等バウンダリを構成する機器（安全

機能を有するものに限る。）を設けなけれ

ばならない。 

 

一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化

時及び設計基準事故時に生じる衝撃、

炉心の反応度の変化による荷重の増

加、熱及び内圧によるクリープ歪み、

膨張による熱応力等に耐えるものと

し、かつ、ナトリウムにより腐食する

おそれがないものとすること。 

 

 

 

 

 

二 通常運転時、運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故時に瞬間的破壊が

生じないようなじん性を有するもの

とすること。 

 

三 原子炉冷却材バウンダリからの一次

冷却材の漏えいを検出する装置を有

するものとすること。 

 

四 原子炉カバーガス等バウンダリから

 

＜修正案＞ 

２ ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原

子炉施設には、次に掲げるところにより、

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等バウンダリを構成する機器（安全

機能を有するものに限る。）を設けなけれ

ばならない。 

 

一 高温ナトリウム環境下での使用を考慮

し、通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時に生じる衝

撃、炉心の反応度の変化による荷重の

増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、

膨張による熱応力等に耐えるものと

し、かつ、ナトリウムにより腐食する

おそれがないものとすること。 

 

二 一次冷却材の流出を制限する機能を有

するものとすること。 

 

三二 通常運転時、運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故時に瞬間的破壊が

生じないようなじん性を有するものと

すること。 

 

四三 原子炉冷却材バウンダリからの一次

冷却材の漏えいを検出する装置を有す

るものとすること。 

 

五 ナトリウムを液体の状態に保つことが
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の原子炉カバーガスの漏えいを検出す

る装置を有するものとすること。 

 

３ 原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等バウンダリには、ナトリウムを液

体の状態に保つことができる設備を設け

なければならない。 

 

できる設備を設けること。 

 

 

３ ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原

子炉施設には、次に掲げるところにより、

原子炉カバーガス等バウンダリを構成す

る機器（安全機能を有するものに限る。）

を設けなければならない。 

 

一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化

時及び設計基準事故時の荷重に耐える

ものであること。 

 

二 通常運転時、運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生

じないようなじん性を有するものとす

ること。 

 

三四 原子炉カバーガス等バウンダリか

らの原子炉カバーガスの漏えいを検出

する装置を有するものとすること。 

 

３ 原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバ

ーガス等バウンダリには、ナトリウムを液

体の状態に保つことができる設備を設け

なければならない。 

 

＜修正理由＞ 

原子炉冷却材バウンダリと原子炉カバー

ガス等バウンダリは以下の点で大きく異な

りますので、両者を構成する機器は分けて記

載したほうが適切かと思います。 

①バウンダリ破損が冷却材漏えい事故に

結びつくか否か 

②運転時の異常な過渡変化時及び設計基

準事故時の荷重条件等がナトリウムの

急激な熱的変化の影響を受けるか否か 

③上記のために機器区分も異なる。 

 

なお、ナトリウムを液体の状態に保つ要求

(オリジナル第 3項)は「原子炉冷却材バウン

ダリ」を構成する機器に対するものなので、

「原子炉冷却材バウンダリ」を規定する項

（ここでは第 2項）に移動させたほうがよい

と思います。 

 

17 25 （残留熱を除去することができる設備） 

第二十一条 

２ 一 発電用原子炉を停止した場合及び一

次冷却材を喪失した場合に発電用原子炉

の炉心の健全性を維持するために必要な

パラメータを超えないものとすること。 

＜修正案＞ 

 

２ 一 発電用原子炉を停止した場合及び一

次冷却材が漏えいを喪失した場合に残留

熱を除去できる機能を有する設計にする

とともに発電用原子炉の炉心の健全性を

維持するために必要なパラメータを超え

ないものとすること。 

 

＜修正理由＞ 

「一次冷却材を喪失」と書かれています

が、ナトリウム冷却型高速炉においては、冷

却材喪失事故はなく、冷却材漏えい事故です
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ので、「一次冷却材が漏えい」のほうが適切

です。また、「LMFBR の安全設計について」

の「(8)崩壊熱の除去」との対応を考えると、

「残留熱を除去できる機能を有する設計に

するとともに」を追記したほうが適切です。 

 

18 25 （残留熱を除去することができる設備） 

第二十一条第 2項 

 

＜修正案＞ 

（中間冷却系） 

第二十一条の二 ナトリウム冷却型高速炉に

係る発電用原子炉施設は次に掲げるとこ

ろにより、中間冷却系を設けなければなら

ない。 

 

 

  四 一次冷却材が二次冷却系統（二次冷却材

が循環する回路をいう。）に漏れないもの

とすること。 

 

五 三次冷却材（二次冷却材の熱を熱交換器

により取り出すための流体をいう。）の漏

えいが生じた場合においても発電用原子

炉の炉心の冷却機能を維持するものとす

ること。 

一四 一次冷却材が二次冷却系統（二次冷却

材が循環する回路をいう。）に漏れないも

のとすること。 

 

二五 三次冷却材（二次冷却材の熱を熱交換

器により取り出すための流体をいう。）の

二次冷却材系統への漏えいが生じた場合

においても発電用原子炉の炉心の冷却機

能を維持するものとすること。 

 

＜修正理由＞ 

規則第第 2項第四号、第五号の内容は、「残

留熱を除去することができる設備」よりもむ

しろ、「中間冷却系」ですので、新たに項目

を立てるのが適切です。 

また、第五号の要求を明確化するために

は、「二次冷却系統への」漏えいと追記する

のが適切です。 

 

 

19 26 （最終ヒートシンクへ熱を輸送することが

出来る設備） 

第二十二条  

一  原子炉圧力容器内において発生した

残留熱及び重要安全施設において発生

した熱を除去することができるものと

すること。 

 

＜修正案＞ 

 

 

一  原子炉圧力容器（ナトリウム冷却型高

速炉にあっては原子炉容器）内におい

て発生した残留熱及び重要安全施設に

おいて発生した熱を除去することがで

きるものとすること。 

 

＜修正理由＞ 

高速炉では「原子炉圧力容器」ではなく、

「原子炉容器」です。 

 

 

20 28 

29 

30 

（反応度制御系統） 

第二十五条 

 

 

 

 

 

 

２ 反応度制御系統は、次に掲げるところに

より、計画的な出力変化に伴う反応度変化

を燃料の許容損傷限界を超えることなく

制御できる能力を有するものでなければ

ならない。 

 

＜修正理由＞ 

水炉と高速炉の記載が混在していると適

用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両者を

分けて記載したほうが適切です。第 2項が水

炉、第 3項がナトリウム冷却高速炉を対象と

した修正案を提案します。 

 
＜修正案＞ 
２ 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高

速炉を除く）の反応度制御系統は、次に掲

げるところにより、計画的な出力変化に伴

う反応度変化を燃料の許容損傷限界を超

えることなく制御できる能力を有するも

のでなければならない。 

第二十五条全体

の構成の修正案

ですので、理由

を先に書きま

す。 

16
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一 制御棒、液体制御材等による二以上の

独立した系統（ナトリウム冷却型高速

炉にあっては、制御棒による二つ以上

の独立した系統）を有するものである

こと。 

 

二 通常運転時の高温状態（ナトリウム冷

却型高速炉にあっては、通常運転時）

において、二以上の独立した系統がそ

れぞれ発電用原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持できるものであ

り、かつ、運転時の異常な過渡変化時

の高温状態（ナトリウム冷却型高速炉

にあっては、運転時の異常な過渡変化

時）においても原子炉停止系統のうち

少なくとも一つは、燃料の許容損傷限

界を超えることなく発電用原子炉を未

臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

るものとすること。この場合において、

ナトリウム冷却型高速炉を除き、非常

用炉心冷却設備等の作動に伴って注入

される液体制御材による反応度価値を

加えることができるものとすること。 

 

(中略) 

 

四 一次冷却材喪失等の設計基準事故時

において、少なくとも一つは、発電用

原子炉を未臨界へ移行することがで

き、少なくとも一つは、発電用原子炉

を未臨界に維持できるものであるこ

と。この場合において、ナトリウム冷

却型高速炉を除き、非常用炉心冷却設

備等の作動に伴って注入される液体制

御材による反応度価値を加えることが

できるものとすること。 

 

 

一  制御棒、液体制御材等による二以上

の独立した系統（ナトリウム冷却型高

速炉にあっては、制御棒による二つ以

上の独立した系統）を有するものであ

ること。 

 

二  通常運転時の高温状態（ナトリウム

冷却型高速炉にあっては、通常運転時）

において、二以上の独立した系統がそ

れぞれ発電用原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持できるものであ

り、かつ、運転時の異常な過渡変化時

の高温状態（ナトリウム冷却型高速炉

にあっては、運転時の異常な過渡変化

時）においても原子炉停止系統のうち

少なくとも一つは、燃料の許容損傷限

界を超えることなく発電用原子炉を未

臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

るものとすること。この場合において、

ナトリウム冷却型高速炉を除き、非常

用炉心冷却設備等の作動に伴って注入

される液体制御材による反応度価値を

加えることができるものとすること。 

 

（中略） 

 

四 一次冷却材喪失等の設計基準事故時

において、少なくとも一つは、発電用

原子炉を未臨界へ移行することがで

き、少なくとも一つは、発電用原子炉

を未臨界に維持できるものであるこ

と。この場合において、ナトリウム冷

却型高速炉を除き、非常用炉心冷却設

備等の作動に伴って注入される液体制

御材による反応度価値を加えることが

できるものとすること。 

 

３ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子炉

施設の反応度制御系統は、次に掲げるもの

でなければならない。 

 

一 原子炉停止系は制御棒による二つ以

上の独立した系統を有するものである

こと。 

 
二 通常運転時において、二つ以上の独立

した系統がそれぞれ発電用原子炉を未

臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

るものであり、かつ、運転時の異常な

過渡変化時においても原子炉停止系統

のうち少なくとも一つは、燃料の許容

損傷限界を超えることなく発電用原子

炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維

持できるものとすること。 

 

三 一次冷却材漏えい等の設計基準事故

時において、少なくとも一つは、発電

用原子炉を未臨界へ移行することがで
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き、少なくとも一つは、発電用原子炉

を未臨界に維持できるものであるこ

と。 

 

四 制御棒を用いる場合にあっては、反応

度価値の最も大きな制御棒一本が固着

した場合においても第二号から第四号

までの規定に適合するものとするこ

と。 

 

21 30 （反応度制御系統） 

第二十五条 

３ 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加

率は、想定される反応度投入事象（発電用

原子炉に反応度が異常に投入される事象

をいう。）に対して原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ（ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ

バーガス等バウンダリ）を破損せず、かつ、

炉心冷却を損なうような炉心等の損壊を

起こさないものでなければならない。 

 

 

＜修正案＞ 

 

４３ 制御棒の最大反応度価値及び反応度添

加率（ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、制御棒の最大反応度添加率）は、想定

される反応度投入事象（発電用原子炉に反

応度が異常に投入される事象をいう。）に

対して原子炉冷却材圧力バウンダリ（ナト

リウム冷却型高速炉にあっては、原子炉冷

却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等

バウンダリ）を破損せず、かつ、炉心冷却

を損なうような炉心等の損壊を起こさな

いものでなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却高速炉では制御棒飛び出

し事故がないため、「ナトリウム冷却型高速

炉にあっては、制御棒の最大反応度添加率」

とするのが適当です。 

 

 

22 30 （反応度制御系統） 

第二十五条 

４ 制御棒、液体制御材等は、通常運転時に

おける圧力、温度及び放射線によって起こ

る最も厳しい条件において、必要な物理的

及び化学的性質を保持するものでなけれ

ばならない。 

 

＜修正案＞ 

 

５４ 制御棒、液体制御材等は、通常運転時

における圧力、温度及び放射線によって起

こる最も厳しい条件において、必要な物理

的及び化学的性質を保持するものでなけ

ればならない。 

 

＜修正理由＞ 

第 3 項追加による項番号の変更によるも

のです。 

 

 

23 35 （原子炉格納施設）  

第三十一条 

３ 原子炉格納容器を貫通する配管には、隔

離弁を設けなければならない。ただし、計

測又は制御棒駆動装置に関連する配管で

あって、当該配管を通じての漏えい量が十

分許容される程度に抑制されているもの

については、この限りではない。 

 

＜修正案＞ 

 

３  原子炉格納容器を貫通する配管には、隔

離弁を設けなければならない。ただし、事

故の収束に必要な系統の配管に隔離弁を

設けることにより安全性に支障を生ずる

おそれがあり、かつ、当該系統の配管によ

り原子炉格納容器の隔離機能が失われな

い場合及び計測又は制御棒駆動装置に関

連する配管であって、当該配管を通じての

漏えい量が十分許容される程度に抑制さ

れているものについては、この限りではな

い。 

 
＜修正理由＞ 

2 次系のように通常時及び事故の収束に

必要な系統で、通常時開、事故時も開になる
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ような系統には隔離弁は設置しません。文言

については「(18)研開炉技術基準規則」に倣

いました。 

 

24 37 （原子炉格納施設）  

第三十一条 

７ 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に

係る施設の損壊又は故障の際に生ずる原

子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇に

より原子炉格納容器の安全性に支障が生

ずるおそれがある場合には、原子炉格納容

器内において発生した熱を除去する設備

（安全機能を有するものに限る。以下「格

納容器熱除去設備」という。）を設けなけ

ればならない。 

＜修正案＞ 

 

７ 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高

速炉を除く）には、一次冷却系統に係る施

設の損壊又は故障の際に生ずる原子炉格

納容器内の圧力及び温度の上昇により原

子炉格納容器の安全性に支障が生ずるお

それがある場合には、原子炉格納容器内に

おいて発生した熱を除去する設備（安全機

能を有するものに限る。以下「格納容器熱

除去設備」という。）を設けなければなら

ない。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原

子炉施設には「原子炉格納容器熱除去施設」

に相当する設備はなく、残留熱除去系で熱除

去します。 

 

 

25 45 （重大事故防止設備） 

第三十八条 

一 代替する設計基準事故対処設備につ

いて第四条第二項により算定される地

震力（代替する設計基準事故対処設備

同条第三項に規定する耐震重要施設に

あつては、同条第二項により算定する

地震力及び同条第三項の地震力とす

る。）が作用した場合においても重大事

故等の対処に必要な機能を喪失しない

ように適切な措置を講じたものとする

こと。 

 

＜修正案＞ 

第三十八条 

一 代替する設計基準事故対処設備につ

いて第四条第二項により算定される地

震力（代替する設計基準事故対処設備

同条第三項に規定する耐震重要施設に

あつては、同条第二項により算定する

地震力及び同条第三項の地震力とす

る。）が作用した場合においても重大事

故等の対処に必要な機能を喪失しない

ように適切な措置を講じたものとする

こと。 

 

＜修正理由＞ 

 誤植かと思われます。 

 

 

26 45 

46 

（重大事故緩和設備） 

第三十九条 重大事故緩和設備（可搬型のも

のにあつては、接続口以遠の原子炉施設内

の配管、弁及び電気ケーブルその他の設備

を含む。）は、第三十七条の規定によるも

ののほか、第五条第三項の地震力及び第六

条の津波対して必要な機能を喪失するお

それがないよう適切な措置を講じたもの

でなければならない。 

 

＜修正案＞ 

第三十九条 重大事故緩和設備（可搬型のも

のにあつては、接続口以遠の原子炉施設内

の配管、弁及び電気ケーブルその他の設備

を含む。）は、第三十七条の規定によるも

ののほか、第四条第五条第三項の地震力及

び第五条第六条の津波対して必要な機能

を喪失するおそれがないよう適切な措置

を講じたものでなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している条文番号がずれてい

ます。 

 

 

27 46 

47 

（原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨界

にするための設備） 

第四十一条 発電用原子炉施設には、運転時

の異常な過渡変化時において、原子炉を緊

急に停止することができない事象が発生

するおそれがある場合又は当該事象が発

＜修正案＞ 

 

第四十一条 発電用原子炉施設には、運転時

の異常な過渡変化時において、原子炉を緊

急に停止することができない事象が発生

するおそれがある場合又は当該事象が発
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生した場合においても炉心の著しい損傷

を防止するため、原子炉冷却材圧力バウン

ダリ（ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ

バーガス等バウンダリとする。以下「冷却

材バウンダリ」という。）及び原子炉格納

容器の健全性を維持するとともに、原子炉

を未臨界にするために必要な設備を設け

なければならない。 

 

生した場合においても炉心の著しい損傷

を防止するため、原子炉冷却材圧力バウン

ダリ（ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ

バーガス等バウンダリとする。以下「冷却

材バウンダリ」という。）及び原子炉格納

容器の健全性を維持するとともに、原子炉

を未臨界にするために対策を講じ必要な

設備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

28 47 （冷却材バウンダリ高圧時に原子炉を冷却

するための設備） 

第四十二条 発電用原子炉施設（ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設を

除く。）には、冷却材バウンダリが高圧の

場合であつて設計基準事故対処設備の有

する原子炉の冷却機能が喪失した場合に

おいて、炉心の著しい損傷を防止するた

め、原子炉を冷却できる設備を設けなけれ

ばならない。 

 

＜修正案＞ 

 

第四十二条 発電用原子炉施設（ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設を

除く。）には、冷却材バウンダリが高圧の

場合であつて設計基準事故対処設備の有

する原子炉の冷却機能が喪失した場合に

おいて、炉心の著しい損傷を防止するた

め、原子炉を冷却できる対策を講じ設備を

設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

29 47 （冷却材バウンダリを減圧するための設備） 

第四十三条 発電用原子炉施設（ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設を

除く。）には、冷却材バウンダリが高圧の

場合であつて設計基準事故対処設備の原

子炉の有する減圧機能が喪失した場合に

おいて、炉心の著しい損傷及び格納容器破

損（炉心の著しい損傷後に発生するものに

限る。）を防止するため、冷却材バウンダ

リを減圧するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

＜修正案＞ 

第四十三条 発電用原子炉施設（ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設を

除く。）には、冷却材バウンダリが高圧の

場合であつて設計基準事故対処設備の原

子炉の有する減圧機能が喪失した場合に

おいて、炉心の著しい損傷及び格納容器破

損（炉心の著しい損傷後に発生するものに

限る。）を防止するため、冷却材バウンダ

リを減圧するために必要な対策を講じ設

備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

30 48 （冷却材バウンダリ低圧時に原子炉を冷却

するための設備） 

第四十四条 発電用原子炉施設には、冷却材

バウンダリが低圧の場合であつて設計基

準事故対処設備の原子炉の有する冷却機

能が喪失した場合において、炉心の著しい

損傷及び格納容器破損（炉心の著しい損傷

後に発生するものに限る。）を防止するた

め、原子炉を冷却するために必要な設備を

設けなければならない。 

 

＜修正案＞ 

 

第四十四条 発電用原子炉施設には、冷却材

バウンダリが低圧の場合であつて設計基

準事故対処設備の原子炉の有する冷却機

能が喪失した場合において、炉心の著しい

損傷及び格納容器破損（炉心の著しい損傷

後に発生するものに限る。）を防止するた

め、原子炉を冷却するために必要な対策を

講じ設備を設けなければならない。 
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＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

31 48 （最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備）  

第四十五条  発電用原子炉施設には、設計基

準事故対処設備に係る最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合にお

いて炉心の著しい損傷又は格納容器破損

（炉心の著しい損傷後に発生するものに

限る。）を防止するため、最終ヒートシン

クへ熱を輸送するために必要な設備を設

けなければならない。 

 

＜修正案＞ 

  

第四十五条  発電用原子炉施設には、設計基

準事故対処設備に係る最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合にお

いて炉心の著しい損傷又は格納容器破損

（炉心の著しい損傷後に発生するものに

限る。）を防止するため、最終ヒートシン

クへ熱を輸送するために必要な対策を講

じ設備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

32 48 

49 

（原子炉格納容器内雰囲気を冷却するため

の設備等） 

第四十六条 発電用原子炉施設には、設計基

準事故対処設備の原子炉格納容器内の雰

囲気（以下「格納容器内雰囲気」という。）

の冷却機能が喪失した場合において炉心

の著しい損傷を防止するため、格納容器内

雰囲気の圧力及び温度を低下させるため

に必要な設備を設けなければならない。 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損

傷が発生した場合において格納容器破損

（炉心の著しい損傷後に発生するものに

限る。）を防止するため、格納容器内雰囲

気の圧力及び温度並びに放射性物質濃度

を低下させるために必要な設備を設けな

ければならない。 

＜修正案＞ 

 

第四十六条 発電用原子炉施設（ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設を

除く）には、設計基準事故対処設備の原子

炉格納容器内の雰囲気（以下「格納容器内

雰囲気」という。）の冷却機能が喪失した

場合において炉心の著しい損傷を防止す

るため、格納容器内雰囲気の圧力及び温度

を低下させるために必要な対策を講じ設

備を設けなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高

速炉に係る発電用原子炉施設を除く）に

は、炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて格納容器破損（炉心の著しい損傷後に

発生するものに限る。）を防止するため、

格納容器内雰囲気の圧力及び温度並びに

放射性物質濃度を低下させるために必要

な対策を講じ設備を設けなければならな

い。 

 

＜修正理由＞ 

水冷却炉においては、格納容器スプレイを

念頭に置いた条文かと思われますが、ナトリ

ウム冷却型高速炉では該当しません。また、

ナトリウム冷却型高速炉の格納容器の過圧

破損防止対策については、第四十七条と重複

しますので、そちらで記載するのが適当かと

思います。 

また、今回の新規制基準におけるハードと

ソフト両面による対策の重視との趣旨に鑑

み、「対策を講じ」としました。 

 

 

33 49 （原子炉格納容器の過圧破損を防止するた

めの設備） 

第四十七条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生したことに伴い格納容

＜修正案＞ 

 

第四十七条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生したことに伴い格納容
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器の圧力が異常に上昇した場合において

格納容器破損（炉心の著しい損傷前に発生

するものに限る。）を防止するため、格納

容器内雰囲気の圧力及び温度を低下させ

るために必要な設備を設けなければなら

ない。 

器の圧力が異常に上昇した場合において

格納容器破損（炉心の著しい損傷前に発生

するものに限る。）を防止するため、必要

に応じ、格納容器内雰囲気の圧力及び温度

を低下させるための対策を講じに必要な

設備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

「炉心の著しい損傷が発生したことに伴

い」とあるのに「炉心の著しい損傷前に発生

するものに限る」とあり、矛盾した記述です

ので後者を削除しました。また、今回の新規

制基準におけるハードとソフト両面による

対策の重視との趣旨に鑑み、「対策を講じ」

としました。 

 

34 49 （原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却す

るための設備） 

第四十八条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生した場合において格納

容器破損を防止するため、原子炉格納容器

の下部に落下し、及び溶融した発電用原子

炉の炉心を冷却するために必要な設備を

設けなければならない。 

＜修正案＞ 

 

第四十八条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生した場合において格納

容器破損を防止するため、溶融炉心による

浸食を防止する必要がある場合において

は、原子炉格納容器の下部に落下し、及び

溶融した発電用原子炉の炉心を冷却する

ために必要な対策を講じ設備を設けなけ

ればならない。 

 

＜修正理由＞ 

冷却材が低圧のナトリウム冷却型高速炉

の特徴として、「溶融炉心・ナトリウム・コ

ンクリート相互作用」を意識した記載がより

適切かと思います。また、今回の新規制基準

におけるハードとソフト両面による対策の

重視との趣旨に鑑み、「対策を講じ」としま

した。 

 

 

35 49 

50 

（水素爆発による格納容器の損傷を防止す

るための設備） 

第四十九条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生した場合においても原

子炉格納容器内の水素による爆発（以下

「水素爆発」という。）を防止するため、

必要に応じ、原子炉格納容器内における水

素爆発を防止するために必要な設備を設

けなければならない。 

 

＜修正案＞ 

 

第四十九条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生した場合においても原

子炉格納容器内の水素による爆発（以下

「水素爆発」という。）を防止するため、

必要に応じ、原子炉格納容器内における水

素爆発を防止するために必要な対策を講

じ設備を設けなければならない。 

 
＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

36 50 （水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防

止するための設備） 

第五十条 発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷が発生した場合において、原子炉

建屋その他の原子炉格納容器から漏えい

する気体状の放射性物質を格納するため

の施設（以下「原子炉建屋等」という。）

における水素爆発による損傷を防止する

＜修正案＞ 

 

第五十条 発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷が発生した場合において、原子炉

建屋その他の原子炉格納容器から漏えい

する気体状の放射性物質を格納するため

の施設（以下「原子炉建屋等」という。）

における水素爆発による損傷を防止する
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ため、必要に応じ、原子炉建屋等における

水素爆発による損傷を防止するために必

要な設備を設けなければならない。 

ため、必要に応じ、原子炉建屋等における

水素爆発による損傷を防止するために必

要な対策を講じ設備を設けなければなら

ない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

37 50 

51 

（使用済燃料貯蔵槽を冷却するための設備

等）  

第五十一条 発電用原子炉施設には、使用済

燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能

が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽から水

（ナトリウム冷却型高速炉にあっては、液

体）が流出した場合において使用済燃料貯

蔵槽内の燃料体を冷却し、放射線を遮蔽

し、及び臨界を防止するために必要な設備

を設けなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵

槽から大量の水（ナトリウム冷却型高速炉

にあっては、液体）が漏えいした場合にお

いて、貯蔵槽内燃料体の著しい損傷の進行

を緩和し、及び臨界を防止するために必要

な設備を設けなければならない。 

＜修正案＞ 

 

第五十一条 発電用原子炉施設には、使用済

燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能

が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽から水

（ナトリウム冷却型高速炉にあっては、液

体）が流出した場合において使用済燃料貯

蔵槽内の燃料体を冷却し、放射線を遮蔽

し、及び臨界を防止するために必要な対策

を講じ設備を設けなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵

槽から大量の水（ナトリウム冷却型高速炉

にあっては、液体）が漏えいした場合にお

いて、貯蔵槽内燃料体の著しい損傷の進行

を緩和し、及び臨界を防止するために必要

な対策を講じ設備を設けなければならな

い。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

38 51 （工場又は事業所外への放射性物質の拡散

を抑制するための設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷及びそれにより発生する格納

容器破損又は貯蔵槽内燃料体の著しい損

傷に至った場合において、工場又は事業所

の外への放射性物質の拡散を抑制するた

めに必要な設備を設けなければならない。 

＜修正案＞ 

 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷及びそれにより発生する格納

容器破損又は貯蔵槽内燃料体の著しい損

傷に至った場合において、工場又は事業所

の外への放射性物質の拡散を抑制するた

めに必要な対策を講じ設備を設けなけれ

ばならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

39 51  

（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を

防止するための設備） 

 

第五十三条 ナトリウム冷却型高速炉に係る

発電用原子炉施設には、炉心における一次

冷却材が減少し、かつ、原子炉停止系統が

機能しない場合においても炉心の著しい

損傷及びそれにより発生する格納容器破

損を防止するために必要な設備を設けな

＜修正案＞ 

（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を

防止するための措置設備） 

 

第五十三条 ナトリウム冷却型高速炉に係る

発電用原子炉施設には、炉心における一次

冷却材流量が減少し、かつ、原子炉停止系

統が機能しない場合において、事故影響緩

和特性の有効性に応じても炉心の著しい

損傷及びそれにより発生する格納容器破
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ければならない。 損を防止するために必要な措置を講じ設

備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

「(23)研開炉設置許可基準規則解釈」を見

る限り、ここは ULOF を想定したものですの

で、「一次冷却材が減少」ではなく、「一次冷

却材流量が減少」のほうが適切です。 

なお、この条文は、ナトリウム冷却型高速

炉特有の要件として敢えて付加されたもの

と理解します。すなわち、ナトリウム冷却型

高速炉について、事故影響緩和特性の有効性

等との関連において格納機能の健全性が維

持されることを追加的に特に要求している

ものと理解します。その場合、発生する機械

的エネルギーの程度が重要な考慮因子にな

ると考えられますが、それに基づく格納機能

の健全性への影響は、原子炉出力とともに、

事故影響緩和特性の有効性（炉心損傷に伴う

機械的エネルギーの原子炉容器内格納性）や

格納機能の頑健性(ヒートシンク機能を含

む)に応じて評価されるべきものと考えま

す。従って、本要求は、それらの趣旨をより

明確化する観点から、設備要求ではなく、機

能要求とすることが適切と考えます。 

（詳細は、添付 1「『(８)研究開発段階に

おける発電の用に供する原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の基準を定める

規則』の 53 条の条文に対する考え方につい

て」を参照） 

 

40 51 

52 

（重大事故等の収束に必要な水源及び水の

供給設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には、設計基

準事故の収束に必要な水源に加え、重大事

故等に対処するために必要かつ十分な量

の水源を確保し、かつ、設計基準事故対処

設備及び重大事故対処設備に重大事故等

の収束に必要かつ十分な量の水を供給す

るために必要な設備を設けなければなら

ない。 

＜修正案＞ 

 

第五十四条 発電用原子炉施設には、設計基

準事故の収束に必要な水源に加え、重大事

故等に対処するために必要かつ十分な量

の水源を確保し、かつ、設計基準事故対処

設備及び重大事故対処設備に重大事故等

の収束に必要かつ十分な量の水を供給す

るために必要な対策を講じ設備を設けな

ければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

41 52 （電源設備） 

第五十五条 発電用原子炉施設には、設計基

準事故対処設備の電源の喪失により重大

事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において、炉心の著しい損傷、格納容

器破損（炉心の著しい損傷後に発生するも

のに限る。）、貯蔵槽内燃料体の著しい損傷

及び運転停止中原子炉燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な電力を確保す

る設備を設けなければならない。 

＜修正案＞ 

第五十五条 発電用原子炉施設には、設計基

準事故対処設備の電源の喪失により重大

事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において、炉心の著しい損傷、格納容

器破損（炉心の著しい損傷後に発生するも

のに限る。）、貯蔵槽内燃料体の著しい損傷

及び運転停止中原子炉燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な電力を確保す

る対策を講じ設備を設けなければならな

い。 
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＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

42 52 

53 

（計装設備） 

第五十六条 発電用原子炉施設には、重大事

故等が発生した場合において、計測機器

（非常用のものを含む。）の故障により圧

力容器の圧力、温度、水位（ナトリウム冷

却型高速炉にあっては、液位）その他事故

に対処するために必要な情報を計測する

ことが困難になった場合であつて当該情

報を推定するために有効な情報を把握で

きる設備を設けなければならない。 

＜修正案＞ 

第五十六条 発電用原子炉施設には、重大事

故等が発生した場合において、計測機器

（非常用のものを含む。）の故障により原

子炉容器内圧力容器の圧力、温度、液位水

位（ナトリウム冷却型高速炉にあっては、

液位）その他事故に対処するために必要な

情報を計測することが困難になった場合

であつても当該情報を推定するために有

効な情報を把握できる対策を講じ設備を

設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉の用語を用いた

ほうが適切かと思います。 

また、今回の新規制基準におけるハードと

ソフト両面による対策の重視との趣旨に鑑

み、「対策を講じ」としました。 

なお、「困難になった場合であつて当該情

報を」は「困難になった場合であつても当該

情報を」の誤植でしょうか。 

 

 

43 53 （原子炉制御室） 

第五十七条 第二十六条の原子炉制御室に

は、重大事故が発生した場合において、可

能な限り運転員がとどまることができる

設備を設けなければならない。 

 

 

＜修正案＞ 

第五十七条 第二十六条の原子炉制御室に

は、重大事故が発生した場合において、可

能な限り運転員がとどまることができる

対策を講じ設備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

44 53 （監視測定設備） 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事

故が発生した場合において、陸上及び海上

において、発電用原子炉施設から放出され

る放射性物質の濃度及び放射線量の監視

及び測定を実施し、並びに記録できる設備

を設けなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故が発生

した場合において、風向、風速その他気象

条件を測定及び記録することができる設

備を設けなければならない。 

＜修正案＞ 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事

故が発生した場合において、陸上及び海上

において、発電用原子炉施設から放出され

る放射性物質の濃度及び放射線量の監視

及び測定を実施し、並びに記録できる対策

を講じ設備を設けなければならない。 

 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故が発生

した場合において、風向、風速その他気象

条件を測定及び記録することができる対

策を講じ設備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 

 

 

45 53 

54 

（緊急時対策所） 

第五十九条 第三十三条の緊急時対策所は、

重大事故等が発生した場合において、原子

＜修正案＞ 

第五十九条 第三十三条の緊急時対策所は、

重大事故等が発生した場合において、原子
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力事業所災害対策（原子力災害対策特別措

置法に基づき原子力事業者が作成すべき

原子力事業者防災業務計画等に関する省

令（平成二十四年文部科学省・経済産業省

令第四号）第二条第二項第一号に規定する

原子力事業所災害対策をいう。）を実施の

統括するための機能を維持できるもので

なければならない。 

力事業所災害対策（原子力災害対策特別措

置法に基づき原子力事業者が作成すべき

原子力事業者防災業務計画等に関する省

令（平成二十四年文部科学省・経済産業省

令第四号）第二条第二項第一号に規定する

原子力事業所災害対策をいう。）の実施を

を実施の統括するための機能を維持でき

るものでなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

「を実施の統括する」は「の実施を統括す

る」の誤植かと思われます。 

 

46 54 

55 

（通信連絡設備） 

第六十条 発電用原子炉施設には、重大事故

等が発生した場合において、工場又は事業

所の外と事故に対処するために必要な通

信連絡を行うことができる設備を設けな

ければならない。 

＜修正案＞ 

第六十条 発電用原子炉施設には、重大事故

等が発生した場合において、工場又は事業

所の外と事故に対処するために必要な通

信連絡を行うことができる対策を講じ設

備を設けなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

「対策を講じ」としました。 
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添付１ 

「(８)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準を定める規則」の 53 条の条文に対する考え方について 

 

●国際安全基準について 

国際安全基準である IAEA SSR2/1 において、深層防護の第 4 層に対する対応として重

大事故の発生防止と発生した場合の影響緩和を求めている。すなわち、設計基準事故を超

える事象（設計基準事故対処設備の機能喪失）が発生した場合、炉心の損傷が防止されて

いることを確認し、かつ、炉心損傷が発生した場合においても格納機能喪失を防止し、災

害の防止上支障がないことの確認を求めている。 

 

●36 条の条文について 

36 条において、炉心の著しい損傷の防止と格納容器破損及び放射性物質の異常な水準で

の放出の防止を求めている。これらは、軽水炉においてシビアアクシデント対策が規制要

求されていなかったものが、東京電力福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、規制要

求となったことに対応したものと理解する。これらについては、もんじゅにおいても、確

率論的安全評価に基づく事故シーケンスの分析を行うなど、適切に対応する必要があると

考える。 

 

●設計基準事故を超える事象に対する従来の規制 

また、もんじゅの場合、従前より「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」において、運

転実績が僅少であることに鑑み、5 項事象として設計基準事故を超える事象の評価を実施

することが要求されている。すなわち、設計基準事故を超える事象として、ナトリウム冷

却型高速炉の特性を踏まえ、主炉停止系及び後備炉停止系が機能喪失した場合でも、格納

容器の健全性は維持され放射性物質の放散が適切に抑制されることが求められ、昭和 58 年

の設置許可において審議されている。 

 

●53 条の条文について 

一方、このたび、研究開発段階炉規則 53 条（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を

防止するための設備）として、「ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設には、炉

心における一次冷却材が減少し、かつ、原子炉停止系統が機能しない場合においても炉心

の著しい損傷及びそれにより発生する格納容器破損を防止するために必要な設備を設けな

ければならない。」が要求されている。これは、軽水炉にない考え方であり、ナトリウム冷

却型高速炉特有の要件として敢えて付加されたものと理解する。すなわち、ナトリウム冷

却型高速炉について、事故影響緩和特性の有効性等との関連において格納機能の健全性が

維持されることを追加的に特に要求しているものと理解する。その場合、発生する機械的

エネルギーの程度が重要な考慮因子になると考えられるが、それに基づく格納機能の健全
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性への影響は、原子炉出力とともに、事故影響緩和特性の有効性（炉心損傷に伴う機械的

エネルギーの原子炉容器内格納性）や格納機能の頑健性(ヒートシンク機能を含む)に応じ

て評価されるべきものと考える。従って、本要求は、それらの趣旨をより明確化する観点

から、設備要求ではなく、機能要求とすることが適切と考える。 

注）条文の解釈における説明では、「炉心の著しい損傷」とは機械的エネルギーを発生

させる炉心状態としている。 

 

●53 条の修文案 

53条は軽水炉と同様の要求とする場合には不要と考えられるが、ナトリウム冷却型高速炉

特有の要件として記載する方針であれば、以下の修正53条を提案する。 

53条（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を防止するための措置） 

「ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設には、炉心における一次冷却材流量

が減少し、かつ、原子炉停止系統が機能しない場合において、事故影響緩和特性の有効性

に応じて格納容器破損を防止するために必要な措置を講じなければならない。」 

 

●専門家の意見の反映 

研究開発段階炉規則を決定する前に、高速炉の専門家等の意見を聴取し、これまでに国

内外で得られている知見や経験を規則にできるだけ反映すべきと考える。 

 

 

以上 
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パブリックコメント対象文書： 

(９)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の技術基準を定める規則（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体  各条項の要求事項に係る適用範囲、適

用規格・基準類の明確化を図り、支障な

く運用が図れるように対応願いたい。 

（実用炉に係る規則では、(18)「実用発電

原子炉及びその付属設備に関する技術

基準を定める規則の解釈（案）」が準備さ

れ、適用範囲、適用規格・基準類の明確

化が図られている） 

 

2 3 第二条第 2項九号 

イ一次冷却設備、制御設備その他

の運転時において発電用原子炉

の安全を確保する上で必要な設

備及びこれらの附属設備（原子炉

容器を除く。） 

安全設備の対象として「原子炉容器を除

く」とあるが、(18)「実用発電原子炉及び

その付属設備に関する技術基準を定め

る規則の解釈（案）」ではその旨の記載は

ない。また解釈においては「容器、配管、

ポンプ等であって原子炉冷却材圧力バウ

ンダリに属する設備」とあり、原子炉容器

も含まれるものと解釈できる。 

 

3 15 第十八条 第 2 項 

 ナトリウム冷却型高速炉に係る

二次冷却系統（二次冷却材が循

環する回路をいう。）を構成する容

器、管、ポンプ及び弁は、二次冷

却材若しくは三次冷却材の循環、

沸騰等により生ずる流体振動又

は温度差のある流体の混合等に

より生ずる温度変動により損傷を

受けないように施設しなければな

らない。 

第 1 項は、1 次冷却系関係の機器に対し

て流体振動等による損傷の防止を要求し

ており、2 次冷却系関係機器までは対象

としていない。（流体振動等による原子炉

冷却材圧力バウンダリの損傷防止を目

的としているものと考えられる） 

一方、ナトリウム冷却型高速炉に係る第

2 項の要求では、2 次冷却系機器に対し

て流体振動等による損傷の防止が要求

されているが、第１項の要求主旨に従え

ば、原子炉冷却材バウンダリの範囲に係

る要求のみでよいのではないかと考え

る。 

 

4 18 第二十五条 四号 

使用済燃料その他高放射性の燃

料を貯蔵する水槽（ナトリウム冷

却型高速炉にあっては、貯蔵槽）

は、次によること。 

イ水（ナトリウム冷却型高速炉にあ

っては、液体）があふれ、又は漏

れるおそれがない構造であるこ

と。 

ロ燃料の放射線を遮蔽するために

必要な量の水（ナトリウム冷却型

高速炉にあっては、液体）がある

こと。 

ナトリウム冷却型高速炉（もんじゅ）にお

ける使用済燃料の貯蔵設備は、水中燃

料貯蔵設備（燃料池）と炉外燃料貯蔵設

槽の２設備が該当する。 

四号で、ナトリウム冷却型高速炉の場合

の読替えを括弧書きで記載しているが、

この場合、水中燃料貯蔵設備が対象か

ら外れることになる。 

ナトリウム冷却型高速炉特有設備である

炉外燃料貯蔵槽については、別に区分し

て規定した方がよいと考える。 

ちなみに、ロ項の「放射線を遮蔽するた

めに必要な量の水」は、炉外燃料貯蔵槽

の場合は「放射線を遮蔽するために必要
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

な遮へい」となる。 

 

5 21 第二十八条第 1項 

原子炉冷却材圧力バウンダリに

は、原子炉冷却材の流出を制限

するために隔離装置を施設しなけ

ればならない。 

ナトリウム冷却型高速炉（もんじゅ）では、

１項の隔離装置はなく、冷却材の流出を

制限するための措置として、第 27 条第 2

項二号が該当する。ナトリウム冷却型高

速炉における場合の対応について明確

化する必要がある。 

 

6 21 第二十八条第 3項 

 ナトリウム冷却型高速炉に係る

発電用原子炉施設には、原子炉

冷却材バウンダリからの原子炉冷

却材の漏えい及び原子炉カバー

ガス等バウンダリからの原子炉カ

バーガスの漏えいを検出する装置

を施設しなければならない。 

第二十八条においては冷却材の喪失防

止及び冷却材漏えいの検出に関しての

規定と考えられる。このためナトリウム冷

却型高速炉に係る規定において、冷却

材喪失に係わらない「原子炉カバーガス

等バウンダリからの原子炉カバーガスの

漏えい」は不要と考えられる。 

 

 

7 23 第三十二条 

発電用原子炉施設（ナトリウム冷

却型高速炉に係る発電用原子炉

施設を除く。）には、非常用炉心冷

却設備を施設しなければならな

い。 

ナトリウム冷却型高速炉には軽水炉に施

設される「非常用炉心冷却設備」と同様

な設備を有しないことから、本規定の対

象外とされているものと考える。 

ただし、省令 62 号の解釈の別記-1 で、

省令 62号第 17条の規定に対して、府令

120 号との対応も含めて整理されてい

る。よって、別記-1 の内容を踏まえて、

FBRに係る要求を区分して定める必要が

あるのではないかと考える。（現状の記

載では、ナトリウム冷却型高速炉には非

常時の炉心冷却に係る施設要求がない

ように読める） 

 

8 30 第三十四条第 2項十四号 

燃料貯蔵槽の液体の温度及び液位 

第 1 項第十四号にて、「使用済燃料その

他高放射性の燃料を貯蔵する水槽（以下

「貯蔵槽」という。）」と定義している。 

一方、ナトリウム冷却型高速炉に係る第

2 項第十四号では「燃料貯蔵槽」との記

載であり表現の整合が必要である。ま

た、ナトリウム冷却型高速炉では貯蔵槽

（水槽）以外に炉外燃料貯蔵槽も対象と

なるため、対象の明確化が必要である。 

 

9 47 

～48 

第四十七条 

２ 発電用原子炉施設には、貯蔵槽

の水温（ナトリウム冷却型高速炉

にあっては、液体の温度）が著しく

上昇した場合又は貯蔵槽の水位

（ナトリウム冷却型高速炉にあっ

ては、液位）が著しく低下した場合

にこれらを確実に検知して自動的

に警報する装置を施設しなければ

ならない。ただし、これらに対する

第三十四条第 1 項第十四号にて、「使用

済燃料その他高放射性の燃料を貯蔵す

る水槽（以下「貯蔵槽」という。）」と定義し

ている。 

ナトリウム冷却型高速炉では貯蔵槽（水

槽）以外に炉外燃料貯蔵槽も対象となる

ため、対象の明確化が必要である。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

自動的な対処ができる場合はこの

限りでない。 

10 48 

～50 

第四十八条～第五十条 

（ナトリウムの漏えいによる影響の

防止） 

（ナトリウムの取扱い） 

（カバーガスの取扱い） 

第四十八条～第五十条はナトリウム冷

却型高速炉に限定される要求事項であ

ることから、条文の書き出しを「ナトリウム

冷却型高速炉にあっては、～」とし対象を

明確化する。 

 

11 50 第三章 重大事故対処設備  

第三章｢重大事故対処設備｣につきまして

は、設備対策のみならず、運転措置や設

備の運用等での対処も考えております

が、詳細はまだ未定です。「(9)研究開発

段階における発電の用に供する原子炉

及びその附属施設の技術基準を定める

規則（仮称）」が、設計及び工事の方法の

認可に係る規則であることに鑑み、設計

方法及び工事方法に係る要件以外の要

件と読めるものにつきましては、設工認

申請では対応できませんので、規則の条

文策定におきましては、重大事故への対

処方法の自由度をもたせていただくよう、

お願いしたいと思います。 

 

 

12 54  

第五十四条 一次冷却材は、通常

運転時における圧力、温度及び

放射線によって起る最も厳しい条

件において、必要な物理的及び

化学的性質を保持するものでな

ければならない。重大事故緩和設

備（可搬型のものにあっては、接

続口以遠の原子炉施設内の配

管、弁及び電気ケーブルその他

の設備を含む。）は、第四十五条

の規定によるもののほか、基準規

則第四条第三項の地震力及び基

準規則第五条の津波対して必要

な機能を喪失するおそれがないよ

う適切な措置を講じなければなら

ない。 

【修正案】 

第五十四条 一次冷却材は、通常運転

時における圧力、温度及び放射線によ

って起る最も厳しい条件において、必

要な物理的及び化学的性質を保持す

るものでなければならない。重大事故

緩和設備（可搬型のものにあっては、

接続口以遠の原子炉施設内の配管、

弁及び電気ケーブルその他の設備を

含む。）は、第四十五条の規定による

もののほか、基準規則第四条第三項

の地震力及び基準規則第五条の津波

対して必要な機能を喪失するおそれが

ないよう適切な措置を講じなければな

らない。 

 

【修正理由】 

「一次冷却材は、通常運転時における

圧力、温度及び放射線によって起る最も

厳しい条件において、必要な物理的及び

化学的性質を保持するものでなければな

らない。」の部分は重大事故緩和設備と

は無関係の記述ですので、誤植かと思い

ます。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

13 55  

 

 

第五十六条 発電用原子炉施設に

は、運転時の異常な過渡変化時

において、原子炉を緊急に停止す

ることができない事象が発生する

おそれがある場合又は当該事象

が発生した場合においても炉心

の著しい損傷を防止するため、原

子炉冷却材圧力バウンダリ（ナト

リウム冷却型高速炉にあっては、

原子炉冷却材バウンダリ及び原

子炉カバーガス等バウンダリと

し、以下「冷却材バウンダリ」とい

う。）及び原子炉格納容器の健全

性を維持するとともに、原子炉を

未臨界にするために必要な設備

を施設しなければならない。 

【修正案】 

（原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未

臨界にするための設備） 

第五十六条 発電用原子炉施設には、

運転時の異常な過渡変化時におい

て、原子炉を緊急に停止することがで

きない事象が発生するおそれがある場

合又は当該事象が発生した場合にお

いても炉心の著しい損傷を防止するた

め、原子炉冷却材圧力バウンダリ（ナ

トリウム冷却型高速炉にあっては、原

子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ

バーガス等バウンダリとする。以下「冷

却材バウンダリ」という。）及び原子炉

格納容器の健全性を維持するととも

に、原子炉を未臨界にするために必要

な設備を施設しなければならない。 

 

【修正理由】 

第五十六条だけタイトルが抜けています

ので、「(８)研究開発段階における発電の

用に供する原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準を定める規

則（仮称）」に倣ってタイトルを入れまし

た。 

「（８）研開炉設置許可基準規則」に合わ

せました。 

 

14 57  

第六十一条 発電用原子炉施設に

は、設計基準事故対処設備の原

子炉格納容器内の雰囲気（以下

「格納容器内雰囲気」という。）の

冷却機能が喪失した場合におい

て炉心の著しい損傷を防止する

ため、格納容器内雰囲気の圧力

及び温度を低下させるために必

要な設備を施設しなければならな

い。 

 

２ 発電用原子炉施設には、炉心の

著しい損傷が発生した場合にお

いて格納容器破損（炉心の著しい

損傷後に発生するものに限る。）

を防止するため、格納容器内雰

囲気の圧力及び温度並びに放射

性物質濃度を低下させるために

必要な設備を施設しなければなら

ない。 

【修正案】 

第六十一条 発電用原子炉施設（ナトリ

ウム冷却型高速炉に係る発電用原子

炉施設を除く）には、設計基準事故対

処設備の原子炉格納容器内の雰囲気

（以下「格納容器内雰囲気」という。）の

冷却機能が喪失した場合において炉

心の著しい損傷を防止するため、格納

容器内雰囲気の圧力及び温度を低下

させるために必要な設備を施設しなけ

ればならない。 

 

２ 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型

高速炉に係る発電用原子炉施設を除

く）には、炉心の著しい損傷が発生した

場合において格納容器破損（炉心の

著しい損傷後に発生するものに限

る。）を防止するため、格納容器内雰

囲気の圧力及び温度並びに放射性物

質濃度を低下させるために必要な設

備を施設しなければならない。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

【修正理由】 

水冷却炉においては、格納容器スプレ

イを念頭に置いた条文かと思われます

が、ナトリウム冷却型高速炉では該当し

ないかと思われます。また、格納容器の

過圧破損防止対策については、第六十

二条と重複しますので、そちらで記載す

るのが適当です。 

 

15 57 

～58 

 

第六十二条 発電用原子炉施設に

は、炉心の著しい損傷が発生した

ことに伴い格納容器の圧力が異

常に上昇した場合において格納

容器破損（炉心の著しい損傷前に

発生するものに限る。）を防止す

るため、格納容器内雰囲気の圧

力及び温度を低下させるために

必要な設備を施設しなければなら

ない。 

【修正案】 

第六十二条 発電用原子炉施設には、炉

心の著しい損傷が発生したことに伴い

格納容器の圧力が異常に上昇した場

合において格納容器破損（炉心の著し

い損傷前に発生するものに限る。）を

防止するため、格納容器内雰囲気の

圧力及び温度を低下させるために必

要な設備を施設しなければならない。 

 

【修正理由】 

「炉心の著しい損傷が発生したことに

伴い」とあるのに「炉心の著しい損傷前に

発生するものに限る」とあり、矛盾した記

述ですので後者を削除しました。 

 

 

 

16 58 第六十三条 発電用原子炉施設に

は、炉心の著しい損傷が発生した

場合において格納容器破損を防

止するため、原子炉格納容器の

下部に落下し、及び溶融した発電

用原子炉の炉心を冷却するため

に必要な設備を施設しなければ

ならない。 

第六十三条 発電用原子炉施設には、炉

心の著しい損傷が発生した場合にお

いて格納容器破損を防止するため、溶

融炉心による浸食を防止する必要が

ある場合においては、原子炉格納容

器の下部に落下し、及び溶融した発電

用原子炉の炉心を冷却するために必

要な設備を施設しなければならない。 

 

【修正理由】 

冷却材が低圧のナトリウム冷却型高

速炉の特徴として、「溶融炉心・ナトリウ

ム・コンクリート相互作用」を意識した記

載がより適切かと思います。 

 

 

17 60  

（原子炉停止系統失敗時に格納容

器破損を防止するための設備） 

 

第六十八条 ナトリウム冷却型高速

炉に係る発電用原子炉施設に

【修正案】 

（原子炉停止系統失敗時に格納容器破

損を防止するための措置設備） 

 

第六十八条 ナトリウム冷却型高速炉に

係る発電用原子炉施設には、炉心に
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

は、炉心における一次冷却材が

減少し、かつ、原子炉停止系統が

機能しない場合においても炉心の

著しい損傷及びそれにより発生す

る格納容器破損を防止するため

に必要な設備を施設しなければ

ならない。 

おける一次冷却材流量が減少し、か

つ、原子炉停止系統が機能しない場

合において、事故影響緩和特性の有

効性に応じても炉心の著しい損傷及び

それにより発生する格納容器破損を防

止するために必要な措置を講じ設備を

施設しなければならない。 

 

【修正理由】 

「(23)研開炉設置許可基準規則解釈」

を見る限り、ここは ULOF を想定したもの

ですので、「一次冷却材が減少」ではな

く、「一次冷却材流量が減少」のほうが適

切です。 

なお、この条文は、ナトリウム冷却型

高速炉特有の要件として敢えて付加され

たものと理解します。すなわち、ナトリウ

ム冷却型高速炉について、事故影響緩

和特性の有効性等との関連において格

納機能の健全性が維持されることを追加

的に特に要求しているものと理解しま

す。その場合、発生する機械的エネルギ

ーの程度が重要な考慮因子になると考

えられますが、それに基づく格納機能の

健全性への影響は、原子炉出力ととも

に、事故影響緩和特性の有効性（炉心損

傷に伴う機械的エネルギーの原子炉容

器内格納性）や格納機能の頑健性(ヒート

シンク機能を含む)に応じて評価されるべ

きものと考えます。従って、本要求は、そ

れらの趣旨をより明確化する観点から、

設備要求ではなく、機能要求とすること

が適切と考えます。 

（詳細は、添付 1「『(８)研究開発段階に

おける発電の用に供する原子炉及びそ

の附属施設の位置、構造及び設備の基

準を定める規則』の 53 条の条文に対す

る考え方について」を参照） 

18 61  

第七十一条 発電用原子炉施設に

は、重大事故等が発生した場合

において、計測機器（非常用のも

のを含む。）の故障により圧力容

器の圧力、温度、水位（ナトリウム

冷却型高速炉にあっては、液位）

その他事故に対処するために必

要な情報を計測することが困難に

なった場合であって当該情報を推

定するために有効な情報を把握

【修正案】 

第七十一条 発電用原子炉施設には、重

大事故等が発生した場合において、計

測機器（非常用のものを含む。）の故

障により圧力容器（ナトリウム冷却型

高速炉にあっては、原子炉容器）内の

圧力、温度、水位（ナトリウム冷却型高

速炉にあっては、液位）その他事故に

対処するために必要な情報を計測す

ることが困難になった場合、当該情報

を推定するために有効な情報を把握で
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

できる設備を施設しなければなら

ない。 

きる設備を施設しなければならない。 

 

【修正理由】 

ナトリウム冷却型高速炉では「原子炉

圧力容器」ではなく、「原子炉容器」です。 

「・・・困難になった場合であって」は

「・・・困難になった場合、」の誤植と思わ

れます。 

19 61  

第七十二条 基準規則第三十八条

の原子炉制御室には、重大事故

が発生した場合において、可能な

限り運転員がとどまることができ

る設備を施設しなければならな

い。 

【修正案】 

第七十二条 基準規則第二十六条の原

子炉制御室には、重大事故が発生し

た場合において、可能な限り運転員が

とどまることができる設備を施設しなけ

ればならない。 

 

【修正理由】 

「基準規則第三十八条」は「基準規則第

二十六条」の誤植かと思われます。 

 

20 62  

第七十四条 基準規則第四十六条

の緊急時対策所は、重大事故等

が発生した場合において、原子力

事業所災害対策（原子力災害対

策特別措置法に基づき原子力事

業者が作成すべき原子力事業者

防災業務計画等に関する省令

（平成二十四年文部科学省・経済

産業省令第四号）第二条第二項

第一号に規定する原子力事業所

災害対策をいう。）の実施を統括

するための機能を維持できるもの

でなければならない。 

【修正案】 

第七十四条 基準規則第三十三条の緊

急時対策所は、重大事故等が発生し

た場合において、原子力事業所災害

対策（原子力災害対策特別措置法に

基づき原子力事業者が作成すべき原

子力事業者防災業務計画等に関する

省令（平成二十四年文部科学省・経済

産業省令第四号）第二条第二項第一

号に規定する原子力事業所災害対策

をいう。）の実施を統括するための機

能を維持できるものでなければならな

い。 

 

【修正理由】 

「基準規則第四十六条」は「基準規則第

三十三条」の誤植かと思われます。 
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添付１ 

「(８)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準を定める規則」の 53 条の条文に対する考え方について 

 

●国際安全基準について 

国際安全基準である IAEA SSR2/1 において、深層防護の第 4 層に対する対応として重

大事故の発生防止と発生した場合の影響緩和を求めている。すなわち、設計基準事故を超

える事象（設計基準事故対処設備の機能喪失）が発生した場合、炉心の損傷が防止されて

いることを確認し、かつ、炉心損傷が発生した場合においても格納機能喪失を防止し、災

害の防止上支障がないことの確認を求めている。 

 

●36 条の条文について 

36 条において、炉心の著しい損傷の防止と格納容器破損及び放射性物質の異常な水準で

の放出の防止を求めている。これらは、軽水炉においてシビアアクシデント対策が規制要

求されていなかったものが、東京電力福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、規制要

求となったことに対応したものと理解する。これらについては、もんじゅにおいても、確

率論的安全評価に基づく事故シーケンスの分析を行うなど、適切に対応する必要があると

考える。 

 

●設計基準事故を超える事象に対する従来の規制 

また、もんじゅの場合、従前より「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」において、運

転実績が僅少であることに鑑み、5 項事象として設計基準事故を超える事象の評価を実施

することが要求されている。すなわち、設計基準事故を超える事象として、ナトリウム冷

却型高速炉の特性を踏まえ、主炉停止系及び後備炉停止系が機能喪失した場合でも、格納

容器の健全性は維持され放射性物質の放散が適切に抑制されることが求められ、昭和 58 年

の設置許可において審議されている。 

 

●53 条の条文について 

一方、このたび、研究開発段階炉規則 53 条（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を

防止するための設備）として、「ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設には、炉

心における一次冷却材が減少し、かつ、原子炉停止系統が機能しない場合においても炉心

の著しい損傷及びそれにより発生する格納容器破損を防止するために必要な設備を設けな

ければならない。」が要求されている。これは、軽水炉にない考え方であり、ナトリウム冷

却型高速炉特有の要件として敢えて付加されたものと理解する。すなわち、ナトリウム冷

却型高速炉について、事故影響緩和特性の有効性等との関連において格納機能の健全性が

維持されることを追加的に特に要求しているものと理解する。その場合、発生する機械的

エネルギーの程度が重要な考慮因子になると考えられるが、それに基づく格納機能の健全

性への影響は、原子炉出力とともに、事故影響緩和特性の有効性（炉心損傷に伴う機械的
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エネルギーの原子炉容器内格納性）や格納機能の頑健性(ヒートシンク機能を含む)に応じ

て評価されるべきものと考える。従って、本要求は、それらの趣旨をより明確化する観点

から、設備要求ではなく、機能要求とすることが適切と考える。 

注）条文の解釈における説明では、「炉心の著しい損傷」とは機械的エネルギーを発生

させる炉心状態としている。 

 

●53 条の修文案 

53条は軽水炉と同様の要求とする場合には不要と考えられるが、ナトリウム冷却型高速炉

特有の要件として記載する方針であれば、以下の修正53条を提案する。 

53条（原子炉停止系統失敗時に格納容器破損を防止するための措置） 

「ナトリウム冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設には、炉心における一次冷却材流量

が減少し、かつ、原子炉停止系統が機能しない場合において、事故影響緩和特性の有効性

に応じて格納容器破損を防止するために必要な措置を講じなければならない。」 

 

●専門家の意見の反映 

研究開発段階炉規則を決定する前に、高速炉の専門家等の意見を聴取し、これまでに国

内外で得られている知見や経験を規則にできるだけ反映すべきと考える。 

 

 

以上 
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パブリックコメント対象文書： 

（10）研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質

管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全

体 

全体 本委員会規則（10）は、委員会規則の（６）「実用

発電用原子炉係る発電用原子炉設置者の設計

及び工事に係る品質管理の方法及びその検査の

ための組織の技術基準に関する規則（仮称）」と

比較して、規則名称以外同じ記載であることか

ら、パブリックコメントにより委員会規則（６）に変

更を加える場合には、本委員会規則（10）にも同

様の変更を反映していただくようお願いいたしま

す。 

【理由】 

実用発電用原子炉と研究開発段階炉に対する規

則の不整合をなくすため。 

 

2 5 第三条第２項八号 

社会科学及び行動科学の知

見を踏まえて、保安活動を促

進すること。 

「社会科学」及び「行動科学」の定義がなく、その

意図が明確ではないため、内規（25）「研究開発

段階における発電の用に供する原子炉に係る発

電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管

理の方法及びその検査のための組織の基準に関

する規則の解釈」において、「社会科学、行動科

学の知見を踏まえる」の解釈を記載していただくよ

うお願いいたします。 

【理由】 

運用にあたり、解釈の明確化が必要なため。 

 

 

3 5 第三条第６項 

 発電用原子炉設置者は、保

安のための重要度に応じて、

品質管理監督システムに係

る要求事項を適切に 

定めなければならない。 

第三条第７項 

 発電用原子炉設置者は、保

安のための重要度に応じて、

資源の適切な配分を行わな

ければならない。 

（品質管理監督システムの文

書化） 

７項の趣旨は6項に含めて、以下の修正案のとお

り修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

6.発電用原子炉設置者は、資源の適切な配分の

ために，保安のための重要度に応じて、品質管理

監督システムに係る要求事項を適切に定めなけ

ればならない。 

7.（削除） 

【理由】 

7 項は第二十条（資源の確保）と重複しているこ

と、及び、保安のための重要度に応じて要求事項

を適切に定め運用するためには、グレード分けの

考えに基づき、適切な資源の配分が前提となるた

め。 

 

 

4 7 第六条第２項三号 

品質管理監督文書の変更内

容及び最新の改訂状況が識

別できるようにすること。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

三 品質管理監督文書の変更内容及び現在有効

な版が識別できるようにすること。 
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【理由】 

JEAC4111-2009 の要求では、「現在有効な版」で

あり、必ずしも「最新」に限定されないため。 

 

5 7 第六条第２項七号 

廃止した品質管理監督文書

が意図に反して使用されるこ

とを防止すること。当該文書

を保持する場合においては、

その目的にかかわらず、適

切な識別表示による区分を

適用すること。 他 

本委員会規則（10）全体に渡って「識別表示によ

る区分」の表現がありますが、これは ISO9001 の

「識別」に相当するのであれば、内規（25）「研究開

発段階における発電の用に供する原子炉に係る

発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質

管理の方法及びその検査のための組織の基準に

関する規則の解釈」において、その旨を明確にし

ていただくようお願いいたします。 

【理由】 

用語の明確化のため。 

 

6 10 第十一条第２項 

 経営責任者は、品質目標

を、その達成状況を評価しう

るものであって、かつ、品質

方針との整合性のとれたも

のとしなければならない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

２ 経営責任者は、品質目標を、その達成状況を

評価しうるものであって、かつ、品質方針との整合

性がとれているようにしなければならない。 

【理由】 

上記要求事項は、経営責任者自らが行う事項で

はなく、経営責任者が確実にする事項であるた

め。 

 

 

7 11 第十二条第３項 

 経営責任者は、品質管理監

督システムの変更を計画し、

実施する場合においては、当

該品質管理監督システムが

不備のないものであることを

維持しなければならない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

３ 経営責任者は、品質管理監督システムの変更

を計画し、実施する場合においては、当該品質管

理監督システムが不備のないものであることを維

持されているようにしなければならない。 

【理由】 

上記要求事項は、経営責任者自らが行う事項で

はなく、経営責任者が確実にする事項であるた

め。 

 

 

8 11 第十三条 

経営責任者は、部門及び職

員の責任（保安活動の内容

について説明する責任を含

む。）及び権限が定められ、

文書化され、周知されている

ようにしなければならない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

経営責任者は、部門及び職員の責任（保安活動

の内容について説明する責任を含む。）及び権限

が定められ、文書化され、周知されているようにし

なければならない。 

【理由】 

責任（responsibility）は文書化されるが、「説明す

る責任」（accountability）は、必然的に責任に付随

するものであり、文書化まで求められるものでは

ないため。 

 

 

9 13 第十七条 以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。  
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経営責任者は、品質管理監

督システムについて、その妥

当性及び実効性の維持を確

認するための照査（品質管理

監督システム、品質方針及

び品質目標の改善の余地及

び変更の必要性の評価を含

む。以下「経営責任者照査」

という。）を第十二条第一項

の計画に定めた間隔で行わ

なければならない。 

【規則修正案】 

経営責任者は、品質管理監督システムについて、

その妥当性及び実効性の維持を確認するための

照査（品質管理監督システム、品質方針及び品質

目標の改善の余地及び変更の必要性の評価を

含む。以下「経営責任者照査」という。）をあらかじ

め定めた間隔で行わなければならない。 

【理由】 

規則案の「第十二条第一項の計画に定めた間

隔 」 は 手 段 を 限 定 し た 記 載 で あ り 、

JEAC4111-2009相当であれば「あらかじめ定めた

間隔」の要求で十分と考えられるため。 

 

10 15 第二十一条 

発電用原子炉設置者は、職

員に、次に掲げる要件を満た

していることをもってその能

力が実証された者を充てな

ければならない。 

一適切な教育訓練を受けて

いること。 

二所要の技能及び経験を有

していること。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

発電用原子炉設置者は、職員に、次に掲げる要

件を判断の根拠としてその能力が実証された者を

充てなければならない。 

一適切な教育訓練を受けていること。 

二所要の技能及び経験を有していること。 

【理由】 

規則案の「次に掲げる要件を満たしていることをも

って」とは「一」及び「二」の二つの要件が必須のよ

うに読めることから、教育、訓練、技能、経験を根

拠として力量を求める JEAC4111-2009 の記載の

方が適切であると考えます。 

 

 

11 20 第二十九条第２項 

 発電用原子炉設置者は、設

計開発計画の策定におい

て、次に掲げる事項を明確に

しなければならない。 

三設計開発に係る部門及び

職員の責任（保安活動の内

容についての説明をする責

任を含む。）及び権限 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

２ 発電用原子炉設置者は、設計開発計画の策

定において、次に掲げる事項を明確にしなければ

ならない。 

三設計開発に係る部門及び職員の責任（保安活

動の内容についての説明をする責任を含む。）及

び権限 

【理由】 

「説明する責任」（accountability）は、必然的に責

任（responsibility）に付随するものであり、敢えて

規則に記載する内容ではないため。 

 

 

12 22 第三十一条第３項 

 発電用原子炉設置者は、設

計開発に係るプロセス出力

情報を、次に掲げる条件に

適合するものとしなければな

らない。 

一設計開発に係るプロセス

入力情報たる要求事項に適

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

３ 発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプロ

セス出力情報を、次に掲げる条件に適合するもの

としなければならない。 

一（略） 

二（略） 

三 適否決定基準を含むか、又はそれを参照して
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合するものであること。 

二調達、個別業務の実施及

び発電用原子炉施設の使用

のために適切な情報を提供

するものであること。 

三適否決定基準を含むもの

であること。 

四発電用原子炉施設の安全

かつ適正な使用方法に不可

欠な当該発電用原子炉施設

の特性を規定している 

ものであること。 

いるものであること。 

四（略） 

 

【理由】 

規則案では、適否決定基準を必ず含めるような記

載となっており、JIS 等の規格を判定基準として引

用することが許容されないように読めることから、

JEAC4111-2009 の記載に合わせて、「又はそれ

を参照している」を追加することが適切であると考

えます。 

 

13 23 第三十三条 

発電用原子炉設置者は、設

計開発に係るプロセス出力

情報が当該設計開発に係る

プロセス入力情報たる要求

事項に適合している状態を

確保するために、設計開発

計画に従って検証を実施しな

ければならない。この場合に

おいて、設計開発計画に従っ

てプロセスの次の段階に進

む場合には、要求事項への

適合性を確保しなければなら

ない。 

 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプロセ

ス出力情報が当該設計開発に係るプロセス入力

情報たる要求事項に適合している状態を確保す

るために、設計開発計画に従って検証を実施しな

ければならない。この場合において、設計開発計

画に従ってプロセスの次の段階に進む場合には、

要求事項への適合性を確保しなければならない。 

【理由】 

最初の文章の「設計開発に係るプロセス出力情

報が当該設計開発に係るプロセス入力情報たる

要求事項に適合している状態を確保するために、

設計開発計画に従って検証を実施しなければな

らない。」と後段の文章の「要求事項への適合性

を確保」は同意であるため。また、後段の文章は

JEAC4111-2009 の要求事項にもないため。 

 

 

14 24 第三十三条第３項 

 発電用原子炉設置者は、当

該設計開発に係る部門又は

職員に、第一項の検証をさせ

てはならない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

３ 発電用原子炉設置者は、設計開発の検証を行

う場合には、対象となる当該設計開発を実施した

者又は部門以外の者が実施しなければならな

い。 

【理由】 

IAEA 基準との整合のため。 

 

 

15 24 第三十四条第２項 

 発電用原子炉設置者は、発

電用原子炉施設を使用する

に当たり、あらかじめ、設計

開発妥当性確認を完了しな

ければならない。ただし、当

該発電用原子炉施設の設置

の後でなければ妥当性確認

を行うことができない場合に

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

２ 発電用原子炉設置者は、発電用原子炉施設を

使用するに当たり、あらかじめ、設計開発妥当性

確認を完了しなければならない。ただし、当該発

電用原子炉施設の設置の後でなければ妥当性確

認を行うことができない場合においては、当該発

電用原子炉施設の使用を開始する前までに設計

開発妥当性確認を行わなければならない。 
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おいては、当該発電用原子

炉施設の使用を開始する前

までに設計開発妥当性確認

を行わなければならない。 

【理由】 

前段の「あらかじめ」と、後段の「当該発電用原子

炉施設の使用を開始する前までに」は同じ意味で

あり、同様の記載が繰り返し記載されているた

め。 

16 27 第三十七条 

発電用原子炉設置者は、他

の方法によることが適切であ

ることを文書により示すこと

ができる場合を除き、調達物

品等に関する情報に、次に

掲げる調達物品等要求事項

を含めなければならない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

発電用原子炉設置者は、調達物品等に関する情

報に、次のうち該当する調達物品等要求事項を

含めなければならない。 

【理由】 

JEAC4111-2009 の主旨は「該当するものを含め

る。」であり、一律に文書を要求するものではない

ため。 

 

 

17 27 第三十七条第３項 

 発電用原子炉設置者は、調

達物品等を受領する場合に

は、調達物品等の供給者に

対し、調達物品等要求事項

への適合状況を記録した文

書を提出させなければならな

い。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

３ 発電用原子炉設置者は、調達物品等が要求

事項に適合するように管理し、その証拠は調達物

品等を使用する前に入手可能でなければならな

い。 

【理由】 

「文書の提出」の主旨は「使用に先立って利用で

きる」ことであり、一般汎用品まで含め全ての調達

物品にまで文書の提出を要求するものではない

ため。 

 

 

18 28 第三十九条 

発電用原子炉設置者は、個

別業務の実施について、計

画を策定し、次に掲げる管理

条件（個別業務の内容等か

ら該当しないと認められる管

理条件を除く。）の下で実施

しなければならない。 

一保安のために必要な文書

が利用できる体制にあるこ

と。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

一 保安のために必要な情報が利用できる体制に

あること。 

【理由】 

「文書」は「情報」の１つに過ぎないため。 

 

 

19 28 第三十九条 

二 手順書が利用できる体制

にあること。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

二 必要に応じて、手順が利用できる体制にある

こと。 

【理由】 

「手順書」は「手順」の１つに過ぎないため。また、

JEAC4111-2009 との整合を図るため。 

 

 

20 30 第四十一条 

発電用原子炉設置者は、個

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 
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別業務の計画及び実施に係

る全てのプロセスにおいて、

適切な手段により、個別業務

及び発電用原子炉施設を識

別しなければならない。 

発電用原子炉設置者は、必要な場合には、個別

業務の計画及び実施に係る全過程において、適

切な手段により、個別業務及び発電用原子炉施

設を識別しなければならない。 

【理由】 

プロセスは、細分化が可能であり、「全て」のプロ

セスであることを証明することは困難であるため、

JEAC4111-2009 に合わせて「必要な場合には」を

付加することが適切であると考えます。 

 

21 31 （設備の管理） 

第四十五条 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

（監視及び測定のための設備の管理） 

【理由】 

第四十五条は、監視及び測定のための設備に対

する要求事項が定められているが、条文のタイト

ルが「設備」だけとなっており、要求事項の内容を

端的に表した表現ではないため。 

 

 

22 36 第五十条第５項 

 発電用原子炉設置者は、個

別業務計画に基づく検査及

び試験を支障なく完了するま

では、プロセスの次の段階に

進むことの承認をしてはなら

ない。 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

５ 発電用原子炉設置者は、個別業務計画に基づ

く検査及び試験を支障なく完了するまでは、プロ

セスの次の段階に進むことの承認をしてはならな

い。ただし、当該の権限をもつ者が承認したとき

は、この限りではない。 

【理由】 

工事認可における「使用承認」のように、許可が

あれば「検査及び試験」に該当する使用前検査が

完了していなくても次の段階に進むことができる

ため、JEAC4111-2009 に合わせて「ただし、当該

の権限をもつ者が承認したときは、この限りでは

ない。」を付加することが適切であると考えます。 

 

 

23 38 第五十二条第２項 

 発電用原子炉設置者は、前

項のデータの分析により、次

に掲げる事項に係る情報を

得なければならない。 

三プロセス、個別業務及び発

電用原子炉施設の特性及び

傾向（予防処置を行う端緒と

なるものを含む。） 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

２ 発電用原子炉設置者は、前項のデータの分析

により、次に掲げる事項に係る情報を得なければ

ならない。 

三プロセス、個別業務及び発電用原子炉施設の

特性及び傾向（予防処置を行う端緒となるものを

含む。） 

【理由】 

「個別業務」は「プロセス」の中に含まれ、同じ意

味の表現が重複した記載となっているため。 

 

 

24 39 第五十三条 

発電用原子炉設置者は、そ

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

の品質方針、品質目標、内

部監査の結果、データの分

析、是正処置、予防処置及

び経営責任者照査の活用を

通じて、品質管理監督システ

ムの妥当性及び実効性を維

持するために変更が必要な

事項を全て明らかにするとと

もに、当該変更を実施しなけ

ればならない。 

発電用原子炉設置者は、その品質方針、品質目

標、内部監査の結果、データの分析、是正処置、

予防処置及び経営責任者照査の活用を通じて、

品質管理監督システムの妥当性及び実効性を維

持するために変更が必要な事項を全て明らかに

するとともに、当該変更を実施しなければならな

い。 

【理由】 

品質目標や内部監査等の品質保証活動を通じ

て、その都度、変更（改善）が必要な事項を抽出

し、変更（改善）に取り組んでいますが、「全て」の

表現により、そこで改善が完了してしまう印象を与

え て し ま う こ と か ら 、 「 全 て 」 を 削 除 し 、

JEAC4111-2009 の「継続的改善」の記載表現に

合わせることが適切であると考えます。 

 

25 39 第五十四条 

発電用原子炉設置者は、発

見された不適合による影響

に照らし、適切な是正処置を

採らなければならない。この

場合において、原子力の安

全に影響を及ぼすものにつ

いては、発生した根本的な原

因を究明するために行う分析

（以下「根本原因分析」とい

う。）手順を確立して行わなけ

ればならない。 

「原子力の安全に影響を及ぼすもの」の定義が不

明確であり、全ての不適合事象に対して根本原因

分析を実施するように読めるため、内規（25）「研

究開発段階における発電の用に供する原子炉に

係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る

品質管理の方法及びその検査のための組織の基

準に関する規則の解釈」において、根本原因分析

については「事業者の根本原因分析実施内容を

規制当局が評価するガイドライン」に基づくもので

あることを明確にしていただくようお願いいたしま

す。 

 

26 39 第五十四条第２項 

 発電用原子炉設置者は、次

に掲げる要求事項を規定し

た是正処置手順書を作成し

なければならない。 

一 不適合の照査 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

一 不適合の内容確認 

【理由】 

JEAC4111-2009 との整合を図るため。 

 

 

27 39 第五十四条第２項 

 発電用原子炉設置者は、次

に掲げる要求事項を規定し

た是正処置手順書を作成し

なければならない。 

四 所要の是正処置（文書の

更新を含む。）の明確化及び

実施 

以下の修正案のとおり修正をお願いいたします。 

【規則修正案】 

四 所要の是正処置（文書の更新を含む。）の明

確化及び実施 

【理由】 

是正処置の手段が限定されており、文書の更新

を伴わない是正処置もありうるため。 
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パブリックコメント対象文書： 

（11）研究開発段階における発電の用に供する原子炉に燃料として使用する核燃料物質に関する技術基準を

定める規則(仮称) 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 14 第 10 条第 1項 

第六条（第二号、第四号、第五号

及び第八号を除く。）の規定は、マグ

ネシウム合金端栓に準用する。この

場合において、同条第六号中「割れ」

とあるのは「表面に割れ」と読み替え

るものとする。 

「第六条」ではなく「第七条」の誤記である

ため修正願う。 

 

2 16 第 11 条第 3項 

第七条（第二号、第四号、第五号、

第八号、第十号及び第十一号を除

く。）の規定は、ジルコニウム合金端

栓に準用する。ただし、第七条第三

号の日本工業規格Ｈ四七五一（一九

九八）「ジルコニウム合金管」の「四 

品質」の表３に掲げるニオブ及びカル

シウムを除く。 

「第七条」ではなく「第八条」の誤記である

ため修正願う。 

 

3 16 第 12 条第 1項 

第八条（第二号、第五号、第八号

及び第九号を除く。）の規定は、ステ

ンレス合金端栓に準用する。 

「第八条」ではなく「第九条」の誤記である

ため修正願う。 

 

4 7 第 6 条 

（ウラン・プルトニウム混合酸化物燃

料材） 

第 6 条三号 

 ウラン二三五、プルトニウム二三九

及びプルトニウム二四一の含有量の

合計のウラン及びプルトニウムの含

有量の合計に対する百分率の値の

偏差は、著しく大きくないこと。」 

もんじゅでは、ウラン・プルトニウム混合

酸化物燃料材の組成の管理値として等

価フィッサイル富化度注）を用いているが、

現条文ではこれが読めないため、読める

ように追記をお願いする。 

注）Pu-239 の反応度への寄与を 1 として

定めた他核種の係数に、各核種の組

成比を乗じて積算した値。 

 

【変更例】（下線部は追記部分） 

「三 ウラン二三五、プルトニウム二三

九及びプルトニウム二四一の含有量

の合計のウラン及びプルトニウムの含

有量の合計に対する百分率、又は、ウ

ラン、プルトニウム等の同位体毎の含

有量のウラン及びプルトニウム等の含

有量に対する百分率に核的な特性を

考慮し合計した値の偏差が著しく大き

くないこと。」に変更願う。 
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パブリックコメント対象文書： 

（14）核燃料物質の加工の事業に関する規則等の規定に基づき、線量限度等を定める告示 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 2 第一条（抜粋） 

～研究開発段階における発電の用に

供する原子炉及びその附属施設の技

術基準を定める規則第二条第二項第

十号及び第十一号並びに研究開発

段階における～ 

第一条(適用)では、研究開発段階におけ

る発電の用に供する原子炉及びその附

属施設の技術基準を定める規則(案) に

ついて第二条第二項第十号及び第十一

号のみを規定している。 

しかし、当該技術基準を定める規則(案)

第三十九条第一項に規定する濃度限度

は本告示(案)第九条に規定されているこ

とから、当該技術基準を定める規則(案) 

第三十九条第一項についても本告示(案)

第一条に規定するべきである。 

 

2 3 第九条（抜粋） 

～研究開発段階における発電の用に

供する原子炉及びその附属施設の技

術基準を定める規則第二十七条第一

項並びに～ 

(誤記)  

第二十七条第一項⇒第三十九条第一項 
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パブリックコメント対象文書： 

(15)核燃料物質の加工の事業に関する規則第七条の六等の規定に基づく核燃料物質等の工場又は事業所内

の運搬に関する措置等に係る技術的細目等を定める告示の一部を改正する告示（案） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 第 1 条第 1項（抜粋） 

「研究開発段階における発電の用に供

する原子炉及びその付属施設の技術

基準を定める規則～」 

「研究開発段階における発電の用に供す

る原子炉及びその付属施設の技術基準

を定める規則」ではなく「研究開発段階に

おける発電の用に供する原子炉及びそ

の付属施設に関する技術基準を定める

規則」の誤記であるため修正願う。 

 

2 1 第 1 条第 1項（抜粋） 

「第三十六条第六号～」 

「第三十六条第六号」ではなく「第二十六

条第六号」の誤記であるため修正願う。 

 

3 2 第 2 条第 1項（抜粋） 

「研究開発段階炉規則第八十四条第1

項第 2号イ～」 

「研究開発段階炉規則第八十四条第 1

項第 2号イ」ではなく「研究開発段階炉規

則第八十三条第 1項第 2号イ」の誤記で

あるため修正願う。 

 

4 3 第 4 条第 1項（抜粋） 

「研究開発段階炉基準第三十六条第

六号～」 

「研究開発段階炉基準第三十六条第六

号」ではなく「研究開発段階炉基準第二

十六条第六号」の誤記であるため修正願

う。 

 

5 3 第 4 条第 1項（抜粋） 

「運搬物（研究開発段階炉基準第三十

六条第五号～」 

「研究開発段階炉基準第三十六条第五

号」ではなく「研究開発段階炉基準第二

十六条第五号」の誤記であるため修正願

う。 
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パブリックコメント対象文書： 

(19)実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護規定（仮称） 

 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.1 適用範囲 

本規定は、発電用軽水型原子炉施

設に適用する。 

本規定が、研究開発段階炉に対して適

用できない場合は、研究開発段階炉の

火災防護規定を規定して頂きたい。 
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1 

 

 

パブリックコメント対象文書： 

(23) 研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準を定

める規則の解釈（仮称） 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体  「(23) 研究開発段階における発電の用に

供する原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準を定める規則の解釈」

（以下、「(23)研開炉設置許可基準規則解

釈」）にて定義されている又はタイトルと

して用いられている語句が「(8) 研究開発

段階における発電の用に供する原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準を定める規則（仮称）」（以下、「(8)研開

炉設置許可基準規則」）のものと異なるも

のが散見されますので、統一を取ったほう

がよいかと思います。 

 

 

 

2 全体  今回の新規制基準におけるハードとソフ

ト両面による対策の重視との趣旨に鑑み、

規則において「設備を設け」を「対策を講

じ」に変更することを提案していますの

で、解釈の提案もそれに合わせました。 

 

 

3 全体  解釈の中で「LMFBR の安全設計について」

の各項目を関連項目として記載する方針

のようですので、その方針に合わせて可能

な限り関連項目を追記しました。 

 

 

4 3 （準拠規格及び基準） 

第一条 

A 安全機能を有する構築物、系統及び機器

の設計、材料の選定、製作及び検査に当た

っては、原則として現行国内法規に基づく

規格及び基準によるものとする。ただし、

外国の規格及び基準による場合又は規格

及び基準で一般的でないものを適用する

場合には、それらの規格及び基準の適用の

根拠、国内法規に基づく規格及び基準との

対比並びに適用の妥当性を明らかにする

必要がある。 

 

＜修正案＞ 

 

A本規則が適用される発電用原子炉及びそ

の附属施設の安全機能を… 

 

＜修正理由＞ 

規則との関連を明確にするために、追記し

ました。 

 

 

5 4 第二条 

 

第二条に解釈がありませんので、軽水炉と

同様、以下のように記載したほうがよいか

と思います。 

 

＜修文案＞ 

１ この規則の解釈（内規）において使用

する用語は、原子炉等規制法、研究開発

段階における発電の用に供する原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備に

関する基準を定める規則において使用す

る用語の例による。 
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2 

 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

6 4 

5 

第二条第２項第三号 

 

規則条文には「三「重要安全施設」とは、

安全施設のうち、特に重要な安全機能を有

するものをいう。」とありますが、その中

の「特に重要な安全機能」は解釈が必要だ

と思います。 

 

 

7 5 第二条第２項第八号 

 

該当箇所に解釈がありませんので、軽水炉

と同様、以下のように記載したほうがよい

かと思います。 

 

＜修正案＞ 

２ 第２項第八号に関して、「単一故障」に

は従属要因に基づく多重故障を含む。 

 

 

8 5 第二条第２項第九号 

 

該当箇所に解釈がありませんので、軽水炉

と同様、以下のように記載したほうがよい

かと思います。 

 

＜修正案＞ 

３ 第２項第九号において「同一の設計に

基づく」とは、同一の性質で同一の機能

を有することをいう。 

 

 

9 5 第二条第２項第十号 該当箇所に解釈がありませんので、軽水炉

と同様、以下のように記載したほうがよい

かと思います。 

 

＜修正案＞ 

４ 第２項第十号に関して、「共通要因」と

は、二つ以上の系統又は機器に同時に作

用する要因であって、例えば環境の温度、

湿度、圧力、放射線等による影響因子、

系統又は機器に供給される電力、空気、

油、冷却水等による影響因子及び地震、

溢水、火災等の影響をいう。 

 

 

10 6 第二条第２項第十三号 該当箇所に解釈がありませんので、軽水炉

と同様、以下のように記載したほうがよい

かと思います。 

 

＜修正案＞ 

５ 第２項第十三号において「発電用原子

炉を安全に運転することができる限界」

とは、発電用原子炉の設計と関連して、

燃料体の損傷が安全上許容される程度で

あり、かつ、継続して発電用原子炉を運

転することができる限界をいう。ここで、

「継続して発電用原子炉を運転すること

ができる」とは、必ずしもそのままの状

態から発電用原子炉を運転することを意

味するものではなく、故障箇所の修理及

び必要な場合における燃料の検査・交換

を行った後に運転を再開することも含

む。 
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3 

 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

11 9 第二条第２項第三十七号 

 

・「原子炉冷却材バウンダリ」とは、原子

炉の通常運転時に、原子炉冷却材を内包

して、運転時の異常な過渡変化時及び設

計基準事故時において冷却材障壁を形成

するものであって、それが破壊すると原

子炉冷却材漏えい事故となる範囲の施設

をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

６ 第２項第三十七号において「原子炉冷

却材バウンダリ」とは、原子炉の通常運

転時に、一次原子炉冷却材を内包して、

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において冷却材障壁を形成するも

のであって、それが破壊すると一次原子

炉冷却材漏えい事故となる範囲の施設を

いう。 

 

＜修正理由＞ 

「原子炉冷却材」は規則条文と同様、既に

定義されている「一次冷却材」にしたほう

が適切です。また、軽水炉に合わせて、「第

２項第三十七号において」を追記したほう

がよいかと思います。 

 

 

12 9 第二条第２項第三十八号 

 

・「原子炉カバーガス等のバウンダリ」と

は、原子炉の通常運転時に、原子炉カバ

ーガスまたは原子炉冷却材を内包して、

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において原子炉内の放射性物質に

対する障壁を形成するものであって、そ

れが破壊すると原子炉カバーガスまたは

原子炉冷却材中の放射性物質が漏えいす

る事故となる範囲の施設から、原子炉冷

却材バウンダリに含まれる範囲の施設を

除いたものをいう。 

 

＜修正案＞ 

 

７ 第２項第三十八号において「原子炉カ

バーガス等のバウンダリ」とは、原子炉の

通常運転時に、原子炉カバーガスまたは一

次原子炉冷却材を内包して、運転時の異常

な過渡変化時及び設計基準事故時におい

て原子炉内の放射性物質に対する障壁を

形成するものであって、それが破壊すると

原子炉カバーガスまたは一次原子炉冷却

材中の放射性物質が漏えいする事故とな

る範囲の施設から、原子炉冷却材バウンダ

リに含まれる範囲の施設を除いたものを

いう。 

 

＜修正理由＞ 

「原子炉冷却材」は規則条文と同様、既に

定義されている「一次冷却材」にしたほう

が適切です。また、軽水炉に合わせて、「第

２項第三十八号において」を追記したほう

がよいかと思います。 

 

 

13 11 第三条 

 

＜修正(追記)案＞ 

別記１のとおりとする。 

 

＜修正理由＞ 

「(17)実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準を定める規

則の解釈（仮称）」(以下、「(17)実用炉設

置許可基準規則解釈」)と同様、解釈にて

「別記１」を参照することを追記しました 

 

 

14 12 第四条 

別記１のとおりとする。 

＜修正案＞ 

別記２別記１のとおりとする。 

 

＜修正理由＞ 

「別記１」は「別記２」の誤植だと思われ

ます。 
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15 12 第四条 

 

なお、ナトリウム冷却型高速炉について

は、軽水炉との構造上の相違 (低圧、薄肉、

高温構造)を考慮した耐震設計とするとと

もに、系統、機器の耐震設計上の重要度分

類は、LMFBR の設計の特徴を十分踏まえて

行う必要がある。（高速増殖炉の安全性の

評価の考え方「別紙： LMFBR の設計につ

いて（３）ナトリウム」関連） 

 

＜修正案＞ 

 

なお、ナトリウム冷却型高速炉について

は、軽水炉との構造上の相違 (低圧、薄肉、

高温構造)を考慮した耐震設計とするとと

もに、系統、機器の耐震設計上の重要度分

類は、LMFBR の設計の特徴を十分踏まえて

行う必要がある。（高速増殖炉の安全性の

評価の考え方「別紙： LMFBR の安全設計

について (11)耐震性（３）ナトリウム」

関連） 

 

＜修正理由＞ 

「LMFBR の安全設計について」の対応箇所

は「(3)ナトリウム」ではなく「(11)耐震

性」です。 

 

 

16 13 第五条 

 

別記２のとおりとする。 

 

＜修正案＞ 

 

別記２のとおりとする。 

 

＜修正理由＞ 

「(23)研開炉設置許可基準規則解釈」では

第五条が 2回現れていますが、「(8)研開炉

設置許可基準」から判断すると最初の「第

五条」は存在しないため、その条文の解釈

を削除したほうが適切です。 

 

 

17 14 第五条 

 

別記３のとおりとする。 

 

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」と異

なり、「(23)研開炉設置許可基準規則解釈」

には「別記３」が添付されていないので、

添付が必要です。 

 

 

18 15 

16 

第六条 

【外部からの衝撃による損傷の防止】 

（１）自然現象に対する設計上の考慮 

 

C 第２項における「大きな影響を及ぼす

おそれがあると想定される自然現象」

とは、対象となる自然現象に対応して、

最新の科学的技術的知見を踏まえて適

切に予想されるものをいう。なお、過

去の記録、現地調査の結果及び最新知

見等を参考にして、必要のある場合に

は、異種の自然現象を重畳させるもの

とする。 

 

D 第 2 項における「適切に考慮し」とは、

大きな影響を及ぼすおそれがある想定

される自然現象により当該重要安全施

設（仮）に作用する衝撃及び設計基準

事故が発生した場合に生じる応力を単

純に加算することを必ずしも要求する

ものではなく、それぞれの因果関係や

時間的変化を考慮して適切に組み合わ

せた場合をいう。 

 

 

 

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」では

「重要安全施設」は重要度分類指針で示さ

れるとありますが、研開炉の場合には記載

がありません。研開炉についても、どこで

示されるか記載があったほうがよいかと

思います。 
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19 16 第六条 

 

（２）外部人為事象に対する設計上の考慮 

 

A 第３項における「偶発であつて人為に

よる事象」とは、敷地及び敷地周辺の

状況をもとに選択されるものであり、

飛来物（航空機落下等）、ダムの崩壊、

爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、

船舶の衝突、電磁的障害等をいう。 

＜修正案＞ 

 

（２）外部人為事象に対する設計上の考慮 

 

A 第３項における「偶発的であって偶発

であつて人為による事象」とは、敷地

及び敷地周辺の状況をもとに選択され

るものであり、飛来物（航空機落下等）、

ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、

有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害等

をいう。 

 

＜修正理由＞ 

「偶発であつて」は誤植かと思われます。 

 

 

20 18 第八条 

 

ナトリウム冷却型高速炉については、化

学的に活性なナトリウムが漏えいした場

合に生じるナトリウムの燃焼を考慮する

必要がある。 

（高速増殖炉の安全性の評価の考え方「別

紙：LMFBR の設計について（３）ナトリ

ウム」関連） 

＜修正案＞ 

第八条の解釈を削除し、新たに規則に「第

八条の二」を立ててその解釈として以下を

記載することを提案します。 

 

「ナトリウムに対する設計上の考慮」と

は、原子炉冷却材として使用されるナトリ

ウムは、沸点が高く、そのため低圧でサブ

クール度が大きい冷却系の設計が可能で

あり、熱伝達特性が優れているが、ナトリ

ウムが化学的に活性であるためナトリウ

ム火災対策及びナトリウム液面上のカバ

ーガスの不活性化等を考慮した設計が必

要であること。また、ナトリウムと材料の

共存性（腐食や質量移行）について配慮し、

ナトリウムの凝固、ナトリウムの不透明性

及びナトリウムの放射化に関する考慮が

必要であることを設計上考慮することを

いう。 

「ナトリウムが化学的に活性であるため

ナトリウム火災対策」とは、ナトリウムが

水と急激な化学反応を起こすので、水を使

用しない不活性ガスによる延焼防止対策

や水との接触を回避する禁水措置及びナ

トリウム燃焼により発生するエアロゾル

や反応生成物による腐食等を考慮した対

策をいう。（高速増殖炉の安全性の評価の

考え方「別紙：LMFBR の安全設計について

（３）ナトリウム」関連） 

 

＜修正理由＞ 

「LMFBR の安全設計について」の「(3)ナ

トリウム」のうち、ナトリウム火災のみが

取り上げられていますが、ナトリウム冷却

型高速炉において「ナトリウムに対する設

計上の考慮」は極めて重要なことから、「火
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災」に含めるのではなく、「ナトリウムに

対する設計上の考慮」として別項目(例え

ば第八条の二)にした上で、上記のように

「LMFBR の安全設計について」の「(3)ナ

トリウム」を引用してまとめて記載したほ

うが望ましいと考えます。 

 

21 19 第九条 

【溢水による損傷の防止】 

 

＜修正案＞ 

【発電用原子炉施設内における溢水によ

る損傷の防止】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

22 19 第九条 

 

第１項における「発電用原子炉施設の安

全性を損なうおそれがないもの」とは、発

電用原子炉施設内部で発生が想定される

溢水に対し、原子炉を停止でき、並びに放

射性物質の閉じ込め機能を維持できるこ

と、また、停止状態にある場合は、引き続

きその状態を維持できることをいう。さら

に、使用済燃料貯蔵施設においては、貯蔵

施設の冷却の給水機能を維持できること

をいう。 

＜修正案＞ 

 

第１項における「発電用原子炉施設の安

全性を損なうおそれがないもの」とは、発

電用原子炉施設内部で発生が想定される

溢水に対し、原子炉を停止でき、並びに放

射性物質の閉じ込め機能を維持できるこ

と、また、停止状態にある場合は、引き続

きその状態を維持できることをいう。さら

に、水中に貯蔵する使用済燃料貯蔵施設に

おいては、貯蔵施設の冷却の給水機能を維

持できることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉にはナトリウ

ムを冷却材とする炉外燃料貯蔵設備と水

を冷却材とする燃料池があり、給水機能維

持が要求されるのは後者に限定されます。 

 

 

23 20 第十条 

【誤操作による損傷の防止】 

 

＜修正案＞ 

【誤操作による損傷の防止】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

24 20 第十条 

「容易に操作することができる」とは、当

該操作が必要となる理由となった事象が

有意な可能性をもって同時にもたらされ

る環境条件（たとえば、余震等）と、施設

で有意な可能性をもって同時にもたらさ

れる環境条件を想定しても、運転員が容易

に設備を運転できる設計であることをい

う。 

 

解釈において「有意な可能性」とあります

が曖昧な表現ですので、その定義を明確に

したほうがよいと思います。 

 

25 21 第十一条 

【安全避難通路等】 

 

「事故の対策のための照明」とは、昼夜、

場所を問わず、原子炉施設内で事故対策の

ための作業が生じた場合に、作業が可能と

なる照明でなければならない。なお、現場

作業の緊急性との関連において、仮設照明

 

＜修正案＞ 

 

「事故が発生した場合に用いる照明」

「事故の対策のための照明」とは、昼夜、

場所を問わず、原子炉施設内で事故対策の

ための作業が生じた場合に、作業が可能と

なる照明でなければならない。なお、現場
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の準備に時間的猶予がある場合には、仮設

照明（可搬式）による対応を考慮してもよ

い。 

 

作業の緊急性との関連において、仮設照明

の準備に時間的猶予がある場合には、仮設

照明（可搬式）による対応を考慮してもよ

い。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

26 22 第十二条 

 

A オーステナイト系ステンレス鋼を使用

する場合には、「構造及び材質は、通常運

転時及び運転時の異常な過渡変化時にお

いて、熱及び内圧に起因するクリープ歪

み及び膨張に起因する熱応力に対して充

分な耐力を有し、かつナトリウムに起因

する腐食を防止」とは、高温ナトリウム

下で使用する機器の設計に当たっては、

構造材料のクリープ特性や熱膨張率がフ

ェライト系鋼等他の材料に比べて大き

く、ナトリウムの熱容量が小さいため構

造材料の温度変化及び変化率も大きいこ

と、ナトリウムと材料の共存性（腐食や

質量移行）を踏まえた構造及び材料を使

用して防止する必要があること。 

 

＜修正案＞ 

 

第十七条第２項に係る解釈に移動させ

ることを提案します。 

 

 

＜修正理由＞ 

「LMFBR の安全設計について」の「(10)

高温構造」に係る記載の位置は、第十二条 

よりも第十七条第２項が適当かと思いま

す。 

 

27 24 第十三条 

【設計基準事故等の拡大の防止】 

A 発電用原子炉施設は、次の要件を満たす

ものであること。」については、運転時

の異常な過渡変化及び設計基準事故に

対する解析及び評価を「発電用軽水型原

子炉施設の安全評価に関する審査指

針」、「発電用原子炉施設の安全解析に関

する気象指針」（昭和 57 年１月 28 日原

子力安全委員会決定）等に基づいて実施

すること。 

 

＜修正案＞ 

【設計基準事故等の拡大の防止】 

A 第 1 項における「設計基準発電用原子炉

施設は、次の要件を満たすものであるこ

と。」については、運転時の異常な過渡

変化及び設計基準事故に対する解析及

び評価を「発電用軽水型原子炉施設の安

全評価に関する審査指針」、「発電用原子

炉施設の安全解析に関する気象指針」

（昭和 57 年１月 28 日原子力安全委員

会決定）等に基づいて実施すること。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 A項において、「発電用原子炉施設」

の前に「『設計基準」が抜けています。ま

た、「設計基準発電用原子炉施設は、次の

要件を満たすものであること。」は第 2 項

にも現れるため、解釈 A項は第 1項に限定

されることを追記したほうがよいと思い

ます。 

 

 

28 24 第十三条 

 

Ｂ 「運転時の異常な過渡変化時において

も一次冷却材の沸騰を生じさせないも

の」とは、ナトリウム冷却型高速炉の場

合、炉心中心領域に気泡（ボイド）が発

生することにより、正の反応度が生ずる

可能性があることから、沸騰又はカバー

ガス等の気体の流入による気泡の発生

を防止する設計が必要であること。 

＜修正案＞ 

第 2項に対する解釈に位置を移動し、以下

のように修正することを提案します。 

 

CＢ 「一次冷却材が、運転時の異常な過渡

変化時においても沸騰しないもの」「運転

時の異常な過渡変化時においても一次冷

却材の沸騰を生じさせないもの」とは、

ナトリウム冷却型高速炉の場合、炉心中

心領域に気泡（ボイド）が発生すること
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により、正の反応度が生ずる可能性があ

ることから、沸騰又はカバーガス等の気

体の流入による気泡の発生を防止する設

計が必要であること。（高速増殖炉の安全

性の評価の考え方「別紙：LMFBR の安全

設計について（４）ナトリウムボイド」

関連） 

 

＜修正理由＞ 

「ナトリウム冷却型高速炉の場合」とあり

ますので、第 2項についての解釈とするの

が適当です。なお、解釈で参照している文

言を規則条文に合致させ、関連記載として

「LMFBR の安全設計について」の「(4)ナ

トリウムボイド」を追記しました。 

 

29 25 第十三条第 2項に係る解釈 

 

＜修正(追記)案＞ 

B 第 2 項における「設計基準発電用原子炉

施設は、次の要件を満たすものであるこ

と。」については、運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故に対する解析及び評

価を「高速増殖炉の安全性の評価の考え

方」（昭和 55 年 11 月 6 日原子力安全委

員会決定）、「発電用原子炉施設の安全解

析に関する気象指針」（昭和 57 年１月 28 

日原子力安全委員会決定）等に基づき実

施すること。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉では、運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故につい

ては「高速増殖炉の安全性の評価の考え

方」の別紙を参照すべきなので、第 1項と

分けて記載したほうが適切です。 

 

 

30 25 第十三条第 2項 

 

A ナトリウム冷却型高速炉おいて、オース

テナイト系ステンレス鋼を使用する場合

には、高温ナトリウム下で使用する機器

の設計に当たって、構造材料のクリープ

特性や熱膨張率がフェライト系鋼等他の

材料に比べて大きく、ナトリウムの熱容

量が小さいため構造材料の温度変化及び

変化率も大きいこと、ナトリウムと材料

の共存性（腐食や質量移行）を踏まえた

構造及び材料を使用して防止する必要が

ある。（高速増殖炉の安全性の評価の考え

方「別紙：LMFBR の設計について（１０）

高温構造」関連） 

 

＜修正案＞ 

第十七条第２項に係る解釈の位置に移

動させることを提案します。 

 

 

＜修正理由＞ 

「LMFBR の安全設計について」の「(10)

高温構造」に係る記載の位置は、ここより

も第十七条第２項が適当かと思います。 

 

 

31 26 第十四条 

【全交流動力電源喪失対策設備】 

 

＜修正案＞ 

【全交流動力電源喪失時対策設備】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 
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32 26 第十四条 

 

A 全交流動力電源喪失（外部電源喪失と非

常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備

えて、非常用所内直流電源設備は、原子

炉の安全停止、停止後の冷却に必要な電

源を一定時間確保できる設計であるこ

と。 

 

B 「発電用原子炉を安全に停止し、かつ、

停止後に冷却するための設備が動作する

とともに、原子炉格納容器の健全性を確

保するための設備が動作すること」とは、

原子炉の停止、停止後の冷却、原子炉格

納容器の健全性の確保に係る機能を担う

ために、非常用所内直流電源設備によっ

て供給されるものとして設計されている

負荷に対して十分な容量を有する設計で

あることをいう。 

 

＜修正案＞ 

 

A 全交流動力電源喪失（外部電源喪失と非

常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備

えて、非常用所内直流電源設備は、原子

炉の安全停止、停止後の冷却に必要な電

源を一定時間確保できる設計であるこ

と。 

 

B 「発電用原子炉を安全に停止し、かつ、

停止後に冷却するための設備が動作す

るとともに、原子炉格納容器の健全性を

確保するための設備が動作すること」と

は、原子炉の停止、停止後の冷却、原子

炉格納容器の健全性の確保に係る機能

を担うために、非常用所内直流電源設備

によって供給されるものとして設計さ

れている負荷に対して十分な容量を有

する設計であることをいう。 

 

A 全交流動力電源喪失（外部電源喪失と非

常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備

えて、非常用所内直流電源設備は、原子

炉の安全停止、停止後の冷却、原子炉格

納容器の健全性の確保のために必要と

する電気容量を一定時間（重大事故のた

めに対処する電源設備から電力を供給

するまでの間）確保できること。 

 

＜修正理由＞ 

オリジナルの解釈 Aには「一定時間確保

できること」と書かれていますが、「一定

時間」の定義がありません。ここの要求は

実用炉と研開炉で違いはないはずなので、

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」の第

十四条の解釈そのままとするのが適切か

と思います。 

 

 

33 27 第十五条 

【炉心等】 

 

＜修正案＞ 

【発電用原子炉の炉心等】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

34 27 

28 

第十五条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜修正理由＞ 

水炉と高速炉の記載が混在していると適

用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両者

を分け、規則第1項～第3項は水炉を対象、

第4項～第6項は高速炉を対象とした記載

にし、解釈もそれに応じて分けたほうがよ

いかと思います。その場合、水炉を対象と

した部分の解釈の記載は「(17)実用炉設置

許可基準規則解釈」と同一にし、解釈 Dは

水炉を対象としたものなので、第 1項及び

第 2項に限定したほうがよいと思います。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

 

A 第１項において「固有の出力抑制特性を

有する」とは、予想されるすべての運転

範囲において、原子炉出力の過渡的変化

に対し、燃料の損傷を防止又は緩和する

ため、ドップラ係数、減速材温度係数（冷

却材温度係数）、減速材ボイド係数（冷

却材ボイド係数）、圧力係数等を総合し

た反応度フィードバックが、急速な固有

の出力抑制効果を持つことを意味する。 

 

B 第１項において「反応度を制御すること

により核分裂の連鎖反応を制御できる

能力を有する」とは、出力振動が発生し

た場合にあってもそれを容易に制御で

きることを含み。ここで、「容易に制御

できる」とは、燃料の許容損傷限界を超

える状態に至らないよう十分な減衰特

性を持つか、あるいは出力振動を制御し

得ることを意味する。また、ナトリウム

冷却型高速炉の場合、炉心中心領域で正

の反応度が生じた場合に制御できる設

計であること。 

 

C 第２項の燃料の許容損傷限界の設定は、

燃料ペレットの最高温度、燃料被覆管の

最高温度、最大線出力等が判断の基礎と

なる。 

 

＜修正案＞ 

 

A 第１項において「固有の出力抑制特性を

有する」とは、予想されるすべての運転

範囲において、原子炉出力の過渡的変化

に対し、燃料の損傷を防止又は緩和する

ため、ドップラ係数、減速材温度係数（冷

却材温度係数）、減速材ボイド係数（冷却

材ボイド係数）、圧力係数等を総合した反

応度フィードバックが、急速な固有の出

力抑制効果を持つことを意味する。 

 

B 第１項において「反応度を制御すること

により核分裂の連鎖反応を制御できる

能力を有する」とは、出力振動が発生し

た場合にあってもそれを容易に制御で

きることを含み。ここで、「容易に制御

できる」とは、燃料の許容損傷限界を超

える状態に至らないよう十分な減衰特

性を持つか、あるいは出力振動を制御し

得ることを意味する。また、ナトリウム

冷却型高速炉の場合、炉心中心領域で正

の反応度が生じた場合に制御できる設

計であること。 

 

C 第２項の燃料の許容損傷限界の設定は、

燃料ペレットの最高温度、燃料被覆管の

最高温度、最大熱流束、最小限界熱流束

比、最小限界出力比、燃料ペレットの最

大エンタルピ、燃料被覆管の最大変形

量、最大線出力密度最大線出力等が判断

の基礎となる。 

 

  D 具体的な評価は「発電用軽水型原子炉施

設の反応度投入事象に関する評価指針」

（昭和 59 年１月 19 日原子力安全委員

会決定、平成２年８月 30 日一部改訂）

等による。（ナトリウム冷却型高速炉は

除く） 

 

D第１項及び第２項に係る具体的な評価は

「発電用軽水型原子炉施設の反応度投

入事象に関する評価指針」（昭和 59 年

１月 19 日原子力安全委員会決定、平成

２年８月 30 日一部改訂）等による。（ナ

トリウム冷却型高速炉は除く） 

 

 

  E 第３項における「燃料体」とは、燃料集

合体以外の燃料集合体の構成要素をい

う。また、「減速材及び反射材並びに炉

心支持構造物」とは、原子炉圧力容器内

で炉心付近に位置する燃料集合体以外

の炉心構成要素をいう。 

 

E 第３項第一号における「燃料体」とは、

燃料棒燃料集合体以外の燃料集合体の

構成要素をいう。また、「減速材及び反

射材並びに炉心支持構造物」とは、原子

炉圧力容器内で炉心付近に位置する燃

料集合体以外の炉心構成要素をいう。 

 

「 燃 料集 合

体」-->「燃料

棒」について

は後述 

  F 第４項において「通常運転時における圧

力、温度及び放射線によつて起る最も厳

しい条件」とは、燃料棒の内外圧差、燃

料棒及び他の材料の照射、負荷の変化に

より起こる圧力・温度の変化、化学的効

果、静的・動的荷重、燃料ペレットの変

形、燃料棒内封入ガスの組成の変化等を

いう。 

 

 

 

F 第４項において「通常運転時における圧

力、温度及び放射線によつて起る最も厳

しい条件」とは、燃料棒の内外圧差、燃

料棒及び他の材料の照射、負荷の変化に

より起こる圧力・温度の変化、化学的効

果、静的・動的荷重、燃料ペレットの変

形、燃料棒内封入ガスの組成の変化等を

いう。 

 

F 第３項第三号における「通常運転時等」

とは、通常運転時及び運転時の異常な過
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

 

G 第３項、第４項及び第５項第１号の要求

は、所要の運転期間において、通常運転

時、運転時の異常な過度変化時に、燃料

被覆管の閉じ込め機能、燃料集合体の制

御棒挿入性及び冷却可能な形状が確保

される設計であることが求められる。 

 

渡変化時をいう。 

 

G 第３項、第４項及び第５項第１号の要求

は、所要の運転期間において、通常運転

時、運転時の異常な過度変化時に、第３

項第三号における「最高使用圧力、自重、

付加荷重等」とは燃料要素の内外圧差、

燃料要素及び他の材料の照射、負荷の変

化により起こる圧力・温度の変化、化学

的効果、静的・動的荷重、燃料ペレット

の変形、燃料要素内封入ガスの組成の変

化等をいう。「耐えるもの」とは燃料被

覆管の閉じ込め機能、燃料集合体の制御

棒挿入性及び冷却可能な形状が確保さ

れることをいう設計であることが求め

られる。 

 

＜修正理由＞ 

オリジナルの解釈 Fは「燃料体の材料」

ではなく「燃料体」に対する要求事項です

ので、規則第三号イに対する解釈 Gに移動

させました。なお、オリジナルの解釈 Gの

制御棒挿入性及び冷却可能形状維持に対

する要求は、規則第十五条第３項において

設計基準事故時までを含めて既に要求さ

れており、重複するので削除しました。 

「通常運転時」のみならず「運転時の異

常な過渡」も含まれる場合を「通常運転時

等」と定義するために解釈 Fを追記しまし

た。 

 

 

  H 具体的な評価は「発電用軽水型原子炉の

燃料設計手法について」（昭和 63 年５

月 12 日原子力安全委員会了承）等によ

る。 

 

H 第 3 項に係る具体的な評価は「発電用軽

水型原子炉の燃料設計手法について」

（昭和 63 年５月 12 日原子力安全委員

会了承）等による。 

 

解釈 H は水炉

を対象とした

ものなので、

第 3 項に限定

しました。 

35 27 

28 

第十五条 

 

＜修正(追記)理由＞ 

第十五条にて水炉と高速炉の記載が混在

していると適用範囲を明瞭に読み取りに

くいので、両者を分け、規則第 1項～第 3

項は水炉を対象、第 4項～第 6項は高速炉

を対象とした記載にし、解釈もそれに応じ

て分けたほうがよいかと思います。 

第4項～第6項の規則条文追記案と解釈案

は以下のとおりです。 

 

 

   ＜規則条文追記案＞ 

４ ナトリウム冷却型高速炉の設計基準発

電用原子炉施設は、高速炉の炉心の特徴

を考慮し、原子炉固有の出力抑制特性を

有するとともに発電用原子炉の反応度

を制御することにより核分裂の連鎖反

応を制御できる能力を有するものでな

ければならない。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

 

  ５ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子

炉の炉心は、通常運転時又は運転時の異

常な過渡変化により発電用原子炉の運

転に支障が生じる場合において、原子炉

停止系統、反応度制御系統、計測制御系

統及び安全保護系の機能と併せて機能

することにより燃料の許容損傷限界を

超えないものでなければならない。 

 

 

   ６ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子

炉の炉心は以下の各項を満足するもの

でなければならない。 

 

一 燃料体及び遮へい体並びに炉心支

持構造物は、通常運転時、運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準事故

時において発電用原子炉を安全に停

止し、かつ、停止後に発電用原子炉

の炉心の冷却機能を維持するための

ものでなければならない。 

 

 

   二 燃料体の材料は、通常運転時におけ

る圧力、温度及び放射線によって起

こる最も厳しい条件において必要な

物理的及び化学的性質を保持するも

のでなければならない。 

 

 

   三 燃料体は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

 

イ 通常運転時等の発電用原子炉内

において最高使用圧力、自重、付

加荷重等に耐えるものとするこ

と。 

 

ロ 輸送中及び取扱中において著し

い変形を生じるおそれがないもの

とすること。 

 

ハ燃料被覆管の内圧によるクリープ

歪み及び中性子照射による膨張に

より生ずる変形により炉心の冷却

機能を損なうおそれがないものと

すること。 

 

 

   ＜解釈追記案＞ 

I 第４項において、「高速炉の炉心の特徴

を考慮」とは、ＬＭＦＢＲの炉心は高速

中性子を利用し、増殖を目的としたもの

であって、炉心の中性子束密度、出力密

度及び燃料燃焼度が高く、また、このた

め材料の受ける放射線照射量が大きい

ことを考慮した設計が必要であること。

反応度の観点からは炉心の余剰反応度

及び燃焼に伴う反応度変化は小さいが、

ナトリウムボイド反応度が炉心中心領

域で正となりうることに配慮した設計

が必要であること等を考慮することを

解 釈 I は 、

「LMFBR の安

全設計につい

て」の「(1)

炉心」の内容

を記載してい

ます。 

60



13 

 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

いう。（高速増殖炉の安全性の評価の考

え方「別紙：LMFBR の安全設計について

（１）炉心」関連） 

 

   J 第４項において「固有の出力抑制特性を

有する」とは、予想されるすべての運転

範囲において、原子炉出力の過渡的変化

に対し、燃料の損傷を防止又は緩和する

ため、ドップラ係数、冷却材温度係数等

を総合した反応度フィードバックが、急

速な固有の出力抑制効果を持つことを

意味する。 

 

解釈 J～Oは、

水炉の記載を

ベースに高速

炉に適するよ

うにしていま

す。 

   K 第４項において「反応度を制御すること

により核分裂の連鎖反応を制御できる

能力を有する」とは、出力振動が発生し

た場合にあってもそれを容易に制御で

きることを含み。ここで、「容易に制御

できる」とは、燃料の許容損傷限界を超

える状態に至らないよう十分な減衰特

性を持つか、あるいは出力振動を制御し

得ることを意味する。 

 

 

   L 第５項の燃料の許容損傷限界の設定は、

燃料ペレットの最高温度、燃料被覆管の

最高温度等が判断の基礎となる。 

 

 

   M 第６項における「燃料体」とは、燃料棒

以外の燃料集合体の構成要素をいう。ま

た、「遮へい体並びに炉心支持構造物」

とは、原子炉容器内で炉心付近に位置す

る燃料集合体以外の炉心構成要素をい

う。 

 

 

   N 第６項第三号における「通常運転時等」

とは、通常運転時及び運転時の異常な過

渡変化時をいう。 

 

 

   O 第６項第三号における「最高使用圧力、

自重、付加荷重等」とは燃料要素の内外

圧差、燃料要素及び他の材料の照射、負

荷の変化により起こる圧力・温度の変

化、化学的効果、静的・動的荷重、燃料

ペレットの変形、燃料要素内封入ガスの

組成の変化等をいう。「耐えるもの」と

は燃料被覆管の閉じ込め機能確保され

ることをいう。 

 

 

36 28 第十五条 

【炉心等】 

E 第３項における「燃料体」とは、燃料集

合体以外の燃料集合体の構成要素をい

う。また、「減速材及び反射材並びに炉

心支持構造物」とは、原子炉圧力容器内

で炉心付近に位置する燃料集合体以外

の炉心構成要素をいう。 

＜修正案＞ 

 

E 第一号第３項における「燃料体」とは、

燃料棒燃料集合体以外の燃料集合体の

構成要素をいう。また、「減速材及び反

射材並びに炉心支持構造物」とは、原子

炉圧力容器内で炉心付近に位置する燃

料集合体以外の炉心構成要素をいう。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

＜修正理由＞ 

「燃料体」の定義で「燃料集合体以外の

燃料集合体の」と矛盾した記述となってい

ますので、「(17)実用炉設置許可基準規則

解釈」に倣って「燃料棒以外の」と修正し

たほうが適切です。なお、「(2)研開炉規則」

第三条第二号ハでは、「燃料要素」との用

語が用いられていますので、「燃料棒」と

「燃料要素」の関係を明確にすべきかと思

います。 

なお、第二条第２項第二十一号にて「『燃

料体』とは、規則第二条第二項第三号に規

定する燃料体をいう。」と定義されており、

「(2)研開炉規則」第二条第２項第三号に

は「『燃料体』とは、発電用原子炉に燃料

として使用できる形状又は組成の核燃料

物質をいう。」とありますので、「燃料体」

とは「燃料ペレット」を指すことになり、

矛盾した表現になっています。 

 

「第３項」-->

「第一号」に

ついては前述 

37 29 第十六条 

 

C 第 3 項第 1 号における「その情報を原

子炉制御室に伝える」とは、異常時にお

いて燃料取扱場所への立ち入りが制限

される場合においても、原子炉制御室で

モニタリングが可能であることをいう。 

＜修正案＞ 

 

C 第 3 項第一号第 1 号における「それを

その情報を原子炉制御室に伝える」と

は、異常時において燃料取扱場所への立

ち入りが制限される場合においても、原

子炉制御室でモニタリングが可能であ

ることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

38 32 第十七条 

 

【原子炉冷却材圧力バウンダリ】 

＜修正案＞ 

 

【原子炉冷却材圧力バウンダリ等】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

39 34 第十七条 

 

D 具体的な評価は「発電用軽水型原子炉施

設の反応度投入事象に関する評価指針」

（昭和 59 年１月 19 日原子力安全委員

会決定、平成２年８月 30 日一部改訂）

等による。 

＜修正案＞ 

 

D 第 1 項に係る具体的な評価は「発電用軽

水型原子炉施設の反応度投入事象に関

する評価指針」（昭和 59 年１月 19 日原

子力安全委員会決定、平成２年８月 30 

日一部改訂）等による。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Dについては、ナトリウム冷却高速

炉は対象外ですので、その旨が分かるよう

に「第 1項に係る」と追記したほうが適切

です。 

 

 

40 32 

33 

第十七条第 2項関係 

 

「LMFBR の安全設計について」を基に高温

ナトリウム環境下での使用についての要

求を記載したほうがよいので、規則第 2項

第一号で 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

--------------------------------- 

一 高温ナトリウム環境下での使用を考慮

し、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び設計基準事故時に生じる… 

--------------------------------- 

 

と追記した上で、解釈にて以下のように

「LMFBR の安全設計について」の「(10)

高温構造」の記述を引用することを提案し

ます。 

 

＜修正(追記)案＞ 

E 「高温ナトリウム環境下での使用を考

慮」とは、下記について考慮することを

いう。 

 

イ 高温ナトリウム下で使用する機器

の設計に当たっては、構造材料のクリ

ープ特性に対する考慮が必要である

こと。また、オーステナイト系ステン

レス鋼が使用される場合には、オース

テナイト系ステンレス鋼の熱膨張率

がフェライト系鋼等他の材料に比べ

て大きく、また、ナトリウムの熱容量

が小さいので構造材料の温度変化及

び変化率も大きく、従って定常的及び

過渡的熱応力の対策が必要であるこ

と。また、使用期間中検査については、

検査方法及び設計等に関し、冷却材と

してナトリウムを使用することに対

する考慮が必要であること。（高速増

殖炉の安全性の評価の考え方「別紙：

LMFBR の安全設計について(１０) 高

温構造」関連） 

 

41 33 第十七条第 2項関係 

 

この箇所において「LMFBR の安全設計につ

いて」を基に原子炉冷却材バウンダリの機

能を記載することが適当ですので、規則第

2項第二号で 

 

--------------------------------- 

二 一次冷却材の流出を制限する機能を

有するものとすること。 

--------------------------------- 

 

と追記した上で、解釈にて以下のように

「LMFBR の安全設計について」の「(6)原

子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス等

のバウンダリ」の記述を引用することを提

案します。 

 

＜修正(追記)案＞ 

F 「一次冷却材の流出を制限する機能を有

するもの」とは、下記の機能を有するも

のをいう。 

 

イ原子炉冷却材バウンダリは、冷却材
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

の漏えい又はバウンダリの破損の発

生する可能性が極めて小さくなるよ

う考慮された設計であるとともに、

冷却材の漏えいがあった場合、安全

を損なうことなく、その漏えいを確

実に検出できる設計が必要であるこ

と。（高速増殖炉の安全性の評価の考

え方「別紙：LMFBR の安全設計につ

いて(６) 原子炉冷却材バウンダリ

及びカバーガス等のバウンダリ」関

連） 

 

42 36 第十九条 

【非常用炉心冷却系】 

＜修正案＞ 

【非常用炉心冷却設備系】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

43 37 第二十条 

【原子炉冷却材補給系】 

 

 

A 「原子炉冷却材補給系」とは、原子炉冷

却材系へ原子炉冷却材を補給する系統

をいう。 

 

＜修正案＞ 

【一次冷却材の減少分を自動的に補給す

る設備】【原子炉冷却材補給系】 

 

A 「一次冷却材の減少分を自動的に補給す

る設備」「原子炉冷却材補給系」とは、

原子炉冷却材系へ原子炉冷却材を補給

する系統をいう。 

 

＜修文理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。 

 

 

44 37 第二十条 

 

C ナトリウム冷却型高速炉は、軽水炉と異

なり構造上、残留熱を除去するために必

要な原子炉容器液位を下回って原子炉

冷却材が喪失しない設計であるため、冷

却材を補給する必要は無いため当該条

項は規定せず、残留熱を除去する系統で

担保 

 

＜修正案＞ 

 

削除 

 

＜修正理由＞ 

第二十条はナトリウム冷却型高速炉に

対して適用外とされているので、そもそも

解釈 Cは不要です。 

 

 

45 38 第二十一条 

 

【残留熱を除去できる系統】 

 

 

A 「炉心の健全性を維持するために必要な

パラメータが設計上定める条件を超え

ないようにするため」とは、燃料の許容

損傷限界及び原子炉冷却材圧力バウン

ダリの設計条件をを超えないことをい

う。 

＜修正案＞ 

 

【残留熱を除去することができる設備系

統】 

 

A 「炉心の健全性を維持するために必要な

パラメータが設計上定める条件を超え

ないようにするため」とは、燃料の許容

損傷限界及び原子炉冷却材圧力バウン

ダリの設計条件をを超えないことをい

う。 

 

＜修文理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

46 38 第二十一条 

 

B 「原子炉圧力容器内において発生した残

留熱」には、燃料の核分裂生成物の崩壊

熱、機器等から発生する熱に加えて通常

運転中に炉心、原子炉冷却材系等の構成

材、原子炉冷却材及び二次冷却材に蓄積

された熱を含む。 

 

＜修正案＞ 

 

B 第 1 項における「原子炉圧力容器内にお

いて発生した残留熱」には、燃料の核分

裂生成物の崩壊熱、機器等から発生する

熱に加えて通常運転中に炉心、原子炉冷

却材系等の構成材、原子炉冷却材及び二

次冷却材に蓄積された熱を含む。 

 

C 第 2 項における「原子炉容器内において

発生した残留熱」には、燃料の核分裂生

成物の崩壊熱、機器等から発生する熱に

加えて通常運転中に炉心、一次冷却系及

び二次冷却系等の構成材、原子炉冷却材

及び二次冷却材に蓄積された熱を含む。 

 

＜修正理由＞ 

「原子炉圧力容器内において発生した

残留熱」については、解釈の対象を明確に

するために、解釈 Bは水炉、解釈 Cはナト

リウム冷却型高速炉のように分離し、それ

ぞれ要件を記載したほうが適切です。 

 

 

47 38 第二十一条 

 

C ナトリウム冷却型高速炉の残留熱除去

系統は、冷却材を喪失しない設計である

ことから、軽水炉の原子炉冷却材補給系

と非常用炉心冷却系統に求められる機

能を炉心の「残留熱を除去できる機能を

有する設計」として担保する設計である

こと。 

 

＜修正案＞ 

 

C ナトリウム冷却型高速炉の残留熱除去

系統は、冷却材を喪失しない設計である

ことから、軽水炉の原子炉冷却材補給系

と非常用炉心冷却系統に求められる機

能を炉心の「残留熱を除去できる機能を

有する設計」として担保する設計である

こと。 

 

E 「一次冷却材が漏えいした場合に残留熱

を除去できる機能」とは、一次冷却材が

漏えいした状態においても、原子炉冷却

材の循環に必要な液位をガードベッセ

ル等の静的な機器で確保し、炉心を冷却

する機能をいう。（高速増殖炉の安全性

の評価の考え方「別紙：LMFBR の安全設

計について(８) 崩壊熱の除去」関連） 

 

F 「炉心の健全性を維持するために必要な

パラメータを超えないものとする」と

は、燃料の許容損傷限界及び原子炉冷却

材バウンダリの設計条件を超えないこ

とをいう。 

 

＜修正理由＞ 

残留熱を除去できる機能については、

「LMFBR の安全設計について」の「(8)崩

壊熱の除去」に記載がありますので、そち

らを用いるのが適切です。 

また、規則第 2 項第一号の解釈として、

「炉心の健全性を維持するために必要な

パラメータが設計上定める条件を超えな

いようにするため」の解釈がありませんの

で、水炉に準じて記載するのが適切です。 
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48 38 第二十一条第 2項関係 

 

規則第第 2項第四号、第五号の内容は、「残

留熱を除去することができる設備」よりも

むしろ、「中間冷却系」ですので、新たに

項目を立てるのが適切です。それに合わ

せ、解釈 d 項、e 項は、A 項、B 項として

います。 

 

 

49 38 ｄ 「二次冷却系統への漏えいのおそれが

ないものとすること」とは、熱交換器の

細管が破損した場合、早期に漏えいを検

知できるとともに、放射性物質を帯びた

一次冷却材が二次冷却材系に漏えいし

ないような設計とすることをいう。ま

た、炉心の冷却を確保できるように、原

子炉容器内の一次冷却材液位を維持で

きること。 

 

＜修正案＞ 

Aｄ 「一次冷却材が二次冷却系統に漏れな

いものとすること」「二次冷却系統への

漏えいのおそれがないものとすること」

とは、二次冷却系統側を一次冷却系統側

よりも高圧に保持することにより、熱交

換器の伝熱管細管が破損した場合、早期

に漏えいを検知できるとともに、放射性

物質を帯びた一次冷却材が二次冷却材

系に漏えいしないような設計とするこ

とをいう。また、炉心の冷却を確保でき

るように、原子炉容器内の一次冷却材液

位を維持できること。（高速増殖炉の安

全性の評価の考え方「別紙：LMFBR の安

全設計について(７) 中間冷却系」関連） 

 

＜修正理由＞ 

仮に二次冷却材が一次冷却系統に漏れ

たとしても炉心の液位が確保されますの

で、漏えいを早期に検出する必要はありま

せん。また、熱交換器の細管の漏えいの早

期検出は困難です。なお、内容として

「LMFBR の安全設計について」の「(7)中

間冷却系」に関連していますのでその旨追

記しました。また、解釈で参照している文

言を規則条文に合致させました。 

 

 

50 38 

39 

ｅ 「炉心の冷却機能を維持するものであ

ること」とは、早期に水の漏えいを検知

できるとともに、当該ループを隔離し、

残りのループで炉心の冷却を維持でき

る設計とすることをいう。 

＜修正案＞ 

Bｅ 「炉心の冷却機能を維持するものとす

ることであること」とは、蒸気発生器の

伝熱管破損による水の漏えいを早期に

水の漏えいを検知できるとともに、当該

蒸気発生器部ループを隔離し、残りの健

全なループで炉心の冷却を維持できる

設計とすることをいう。（高速増殖炉の

安全性の評価の考え方「別紙：LMFBR の

安全設計について(７) 中間冷却系」関

連） 

 

＜修正理由＞ 

高速炉固有の重要事項ですので、以下の

ように解釈をより丁寧にしたほうが適切

です。なお、「LMFBR の安全設計について」

の「(7)中間冷却系」に関係する内容です

ので、その旨、追記しました。また、解釈

で参照している文言を規則条文に合致さ

せました。 
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51 39 第二十一条第 2項関係 

 

ｄ 炉心の「残留熱を除去する系統」とは、

ナトリウム冷却型高速炉においては補

助冷却設及びメンテナンス冷却系をい

う。 

＜修正案＞ 

D 第 2 項における「残留熱を除去すること

ができる設備」とは、一次冷却系、二次

冷却系、補助冷却設備及びメンテナンス

冷却系をいう。 

 

＜修正理由＞ 

第二十一条第 2 項の解釈と考えられる

ので、記載を第 2項の位置に変更し、かつ、

「残留熱を除去することができる設備」に

は、一次冷却系、二次冷却系も入りますの

で、それらを追記するのが適当です。 

 

 

52 40 第二十二条 

 

【熱を最終的な熱の逃がし場へ輸送する

ことができる設備】 

 

 

A 「最終的な熱の逃がし場」とは、海、河、

池、湖又は大気をいう。 

＜修正案＞ 

 

【最終ヒートシンクへ熱を輸送すること

ができる設備】【熱を最終的な熱の逃が

し場へ輸送することができる設備】 

 

A 「最終ヒートシンク」とは、最終的な熱

の逃がし場を意味しており、「最終的な

熱の逃がし場」とは、海、河、池、湖又

は大気をいう。 

 

＜修正理由＞ 

規則では「最終的な熱の逃がし場」では

なく、「最終ヒートシンク」との用語を使

っていますので、解釈もそれに合わせるの

が適切です。なお、「最終ヒートシンク」

の定義は実用炉と違いはないはずですの

で、「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」

に記載を合わせました。 

 

 

53 40 第二十二条 

 

B 「最終的な熱の逃がし場へ輸送すること

ができる設備」とは、非常用炉心冷却系、

残留熱を除去する系統等から最終的な

熱の逃がし場へ熱を輸送する系統（補助

冷却設備、原子炉補機冷却設備、原子炉

補機冷却海水設備等）をいう。 

＜修正案＞ 

 

B 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高

速炉を除く）の「最終ヒートシンクへ熱

を輸送することができる設備」「最終的

な熱の逃がし場へ輸送することができ

る設備」とは、非常用炉心冷却系、残留

熱を除去する系統等から最終的な熱の

逃がし場へ熱を輸送する系統（補助冷却

設備、原子炉補機冷却設備、原子炉補機

冷却海水設備等）をいう。 

 

C ナトリウム冷却型高速炉の「最終ヒート

シンクへ熱を輸送することができる設

備」とは、残留熱を除去する系統等から

最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する

系統（補助冷却設備、メンテナンス冷却

系、原子炉補機冷却設備、原子炉補機冷

却海水設備等）をいう。 

 

 

＜修正理由＞ 

水炉と高速炉の記載が混在していると

適用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両

者を分けて記載するのが適切です。 
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54 41 第二十三条 

【計測制御系統施設】 

 

A 「健全性を確保するために必要なパラメ

ータ」とは、炉心の中性子束、中性子束

分布、原子炉水位、原子炉冷却材系の圧

力・温度・流量、原子炉冷却材の水質、

原子炉格納容器内の圧力・温度・雰囲気

ガス濃度等をいう。 

 

 

＜修正案＞ 

【計測制御系統施設】 

 

A 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高

速炉を除く）の「健全性を確保するため

に必要なパラメータ」とは、炉心の中性

子束、中性子束分布、原子炉水位、原子

炉冷却材系の圧力・温度・流量、原子炉

冷却材の水質、原子炉格納容器内の圧

力・温度・雰囲気ガス濃度等をいう。 

 

B ナトリウム冷却型高速炉の「健全性を確

保するために必要なパラメータ」とは、

炉心の中性子束、原子炉液位、原子炉冷

却材系の温度・流量、原子炉等カバーガ

ス系の圧力、原子炉冷却材の不純物濃

度、二次冷却材の温度・流量、原子炉格

納容器内の圧力・温度・雰囲気ガス濃度

等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

水炉と高速炉の記載が混在していると

適用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両

者を分けて記載したほうが適切です。な

お、解釈 Bを追加したことに伴い、以後の

解釈の項番号が変更になります。 

 

 

55 41 第二十三条 

 

B 「当該事故の状況を把握し対策を講じる

ために必要なパラメータ」とは、原子炉

格納容器内雰囲気の圧力、温度、水素ガ

ス濃度、放射性物質濃度等をいう。 

＜修正案＞ 

 

CB 「設計基準事故が発生した場合当該事

故の状況を把握し対策を講じるために

必要なパラメータ」とは、原子炉格納容

器内雰囲気の圧力、温度、水素ガス濃度、

放射性物質濃度等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

56 41 第二十三条 

 

C 第五号における「必要なパラメータ」と

は、安全確保上最も重要な原子炉停止、

炉心冷却、及び放射能閉じ込めの三つの

＜修正案＞ 

 

DC 第五号における「必要なパラメータ」

とは、安全確保上最も重要な原子炉停

止、炉心冷却、及び放射能閉じ込めの三
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機能の状況を監視するのに必要な炉心

の中性子束、原子炉水位、原子炉冷却材

系の圧力・温度等をいう。 

 

つの機能の状況を監視するのに必要な

炉心の中性子束、原子炉水位又は液位、

原子炉冷却材系の圧力・温度等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

「水位」等は水炉を対象にした用語ですの

で、ナトリウム冷却高速炉を対象とした用

語に修正するのが適切です。 

 

57 41 第二十三条 

 

D 「記録及び保存」とは、事象の経過後に

おいて、解釈 C の「必要なパラメータ」

が参照可能であることをいう。 

 

E 設計基準事故時における計測制御系に

ついて「発電用軽水型原子炉施設におけ

る事故時の放射線計測に関する審査指

針」（昭和 56 年 7 月 23 日原子力安全

委員会決定、平成 18 年 9 月 19 日一部

改訂）に定めるところによる。 

＜修正案＞ 

 

ED 「記録及び保存」とは、事象の経過後

において、解釈 D 解釈 C の「必要なパ

ラメータ」が参照可能であることをい

う。 

FE 設計基準事故時における計測制御系に

ついて「発電用軽水型原子炉施設におけ

る事故時の放射線計測に関する審査指

針」（昭和 56 年 7 月 23 日原子力安全

委員会決定、平成 18 年 9 月 19 日一部

改訂）に定めるところによる。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Bを追加したことに伴い、以後の解

釈の項番号が変更になりました。 

 

 

58 

 

43 

 

第二十四条 

【安全保護系】 

G 「不正アクセス行為等を防止すること」

とは、ハードウェアの物理的分離、機能

的分離に加え、システムの導入段階、更

新段階、試験段階でコンピュータウイル

スが混入することを防止するなど、承認

されていない動作や変更を防ぐ設計の

ことをいう。 

 

＜修正案＞ 

G 「不正アクセス行為その他不正指令電磁

的記録による被害等を防止すること」と

は、ハードウェアの物理的分離、機能的

分離に加え、システムの導入段階、更新

段階、試験段階でコンピュータウイルス

が混入することを防止するなど、承認さ

れていない動作や変更を防ぐ設計のこ

とをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。なお、「ハードウェアの

物理的分離、機能的分離」の具体的な解釈

が必要かと思います。 

 

 

59 44 

45 

第二十五条 

【反応度制御系統】 

 

水炉と高速炉の記載が混在していると

適用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両

者を分けて記載したほうが適切です。規則

第 2項が水炉、第 3項がナトリウム冷却高

速炉を対象とした条文となるようにした

場合の解釈の修文案を提案します。 

 

 

60 

 

44 

 

第二十五条 

 

A 「制御棒の最大反応度価値」の評価に当

たっては、原子炉の運転状態との関係

で、制御棒の挿入の程度及び配置状態を

制限するなど、反応度価値を制限する装

置が設けられている場合には、その効果

を考慮してもよい。 

 

解釈 A,B の記載場所を規則の内容に合

わせて新しい第3項の解釈I,Jに移行させ

ることを提案します。 
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B 「想定される反応度投入事象」とは、原

子炉に反応度が異常に投入される事象

をいい、「発電用軽水型原子炉施設の安

全評価に関する審査指針」（平成２年８

月３０日 原子力安全委員会決定 平成

１３年３月２９日 一部改訂）及び「発

電用軽水型原子炉施設の反応度投入事

象に関する評価指針」（平成１０年４月

１３日 原子力安全委員会了承）におい

て定めるところによる。 

 

61 44 第二十五条 

 

C 第２項第１号において「高温状態におい

ても未臨界を維持できる」とは、過渡状

態が収束した後、キセノン崩壊により反

応度が添加されるまでの期間、臨界未満

を維持することをいい、さらにそれ以降

の長期の臨界未満の維持は、他の系統の

作動を期待してよいことをいう。 

 

＜修正案＞ 

 

AC 第２項第二号第１号において「高温状

態においても未臨界を維持できる」と

は、過渡状態が収束した後、キセノン崩

壊により反応度が添加されるまでの期

間、臨界未満を維持することをいい、さ

らにそれ以降の長期の臨界未満の維持

は、他の系統の作動を期待してよいこと

をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している号番号がずれてい

ます。 

 

 

62 44 第二十五条 

 

D 第２項第２号において「低温状態におい

て、少なくとも一つは、発電用原子炉を

未臨界に移行し未臨界を維持できる」と

は、高温臨界未満の状態からキセノン崩

壊及び原子炉冷却材温度変化による反

応度添加を補償しつつ、低温未臨界状態

を達成し、かつ、維持することをいう。 

＜修正案＞ 

 

BD 第２項第三号第２号において「低温状

態において、少なくとも一つは、発電用

原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を

維持できる」とは、高温臨界未満の状態

からキセノン崩壊及び原子炉冷却材温

度変化による反応度添加を補償しつつ、

低温未臨界状態を達成し、かつ、維持す

ることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している号番号がずれてい

ます。また、解釈で参照している文言を規

則条文に合致させました。 

 

 

63 45 第二十五条 

 

水炉と高速炉の記載が混在していると適

用範囲を明瞭に読み取りにくいので、両者

を分けて記載したほうが適切なので、規則

第 3 項がナトリウム冷却高速炉を対象と

した条文となるように修正し、 

 

--------------------------- 

＜規則修文案＞ 

３ ナトリウム冷却型高速炉の発電用原子

炉施設の反応度制御系統は、次に掲げる

ものでなければならない。 

 

一 原子炉停止系は制御棒による二つ

以上の独立した系統を有するもので

あること。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

二 通常運転時において、二つ以上の独

立した系統がそれぞれ発電用原子炉

を未臨界に移行し、及び未臨界を維

持できるものであり、かつ、運転時

の異常な過渡変化時においても原子

炉停止系統のうち少なくとも一つ

は、燃料の許容損傷限界を超えるこ

となく発電用原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持できるものと

すること。 

 

三 一次冷却材漏えい等の設計基準事

故時において、少なくとも一つは、

発電用原子炉を未臨界へ移行するこ

とができ、少なくとも一つは、発電

用原子炉を未臨界に維持できるもの

であること。 

 

四 制御棒を用いる場合にあっては、反

応度価値の最も大きな制御棒一本が

固着した場合においても第二号から

第四号までの規定に適合するものと

すること。 

 

--------------------------- 

 

それに応じて、解釈を以下のように記載す

ることを提案します。 

 

E 原子炉停止系を含む反応度制御系統は

制御棒により構成されるが、相互に独立

な複数の系統により原子炉を確実に停

止できるよう信頼性の高い設計が必要

であること。（高速増殖炉の安全性の評

価の考え方「別紙：LMFBR の設計につい

て(５) 原子炉停止系」関連） 相互に独

立した複数の系統として、主炉停止系と

後備炉停止系を設けるものとする。 

 

F 第３項第二号において「運転時の異常な

過渡変化時においても未臨界を維持で

きる」とは、過渡状態が収束した後、臨

界未満を維持することをいい、さらにそ

れ以降の長期の臨界未満の維持は、他の

系統の作動を期待してよいことをいう。 

 

G 第３項第三号の設計基準事故時におけ

る反応度制御系の能力について、原子炉

の停止能力を備えた系統の作動が期待

できる場合には、その寄与を考慮してよ

い。 

 

H「反応度価値の最も大きな制御棒一本が

固着した場合」とは主炉停止系におい

て、固着した場合を想定する。 
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64 45 第二十五条 ＜修正案＞ 

 

I 「制御棒の最大反応度価値」の評価に当

たっては、原子炉の運転状態との関係

で、制御棒の挿入の程度及び配置状態を

制限するなど反応度価値を制限する装

置が設けられている場合には、その効果

を考慮してもよい。 

 

J 「想定される反応度投入事象」とは、発

電用原子炉施設（ナトリウム冷却型高速

炉を除く）にあっては、原子炉に反応度

が異常に投入される事象をいい、「発電

用軽水型原子炉施設の安全評価に関す

る審査指針」（平成２年８月３０日 原子

力安全委員会決定 平成１３年３月２９

日 一部改訂）及び「発電用軽水型原子

炉施設の反応度投入事象に関する評価

指針」（平成１０年４月１３日 原子力安

全委員会了承）において定めるところに

よる。ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、ＬＭＦＢＲの特徴を考慮して制御棒

引抜き事象及び制御棒急速引抜き事故

を想定すること。（高速増殖炉の安全性

の評価の考え方「別紙：ＬＭＦＢＲの安

全評価について  (2.1) ＬＭＦＢＲの

「運転時の異常な過渡変化」及び(2.2) 

ＬＭＦＢＲの「事故」関連」） 

 

＜修正理由＞ 

解釈 I,J の記載場所を規則の内容に合

わせて第 1項から第 3項に移動しました。

なお、高速炉においては、「想定される反

応度投入事象」は「高速増殖炉の安全性の

評価の考え方『別紙：ＬＭＦＢＲの安全評

価について』」における制御棒引抜き事象

及び制御棒急速引抜き事故が相当します。 

 

 

65 46 第二十六条 

【原子炉制御室等】 

 

B 「発電用原子炉施設外の状況を把握する

ことができるもの」とは、制御室から、

原子炉施設に影響を及ぼす可能性のあ

る自然現象等を把握できることをいう。 

 

C 「必要な手動による操作」とは、急速な

手動による原子炉の停止及び停止後の

原子炉冷却の確保のための操作をいう。 

 

D 「発電用原子炉の急速な高温停止の状態

に移行」とは、直ちに原子炉を停止し、

残留熱を除去し、高温停止状態に安全に

維持することをいう。 

 

 

（制御室等（居住性に限る）） 

A 「従事者等が支障なく原子炉制御室に入

 

＜修正案＞ 

 

B 「発電用原子炉施設の外の状況を把握す

ることができるもの」とは、制御室から、

原子炉施設に影響を及ぼす可能性のあ

る自然現象等を把握できることをいう。 

 

C 「必要な手動による操作」とは、急速な

手動による原子炉の停止及び停止後の

原子炉冷却の確保のための操作をいう。 

 

D 「発電用原子炉を高温停止の状態に直ち

に移行」「発電用原子炉の急速な高温停

止の状態に移行」とは、直ちに原子炉を

停止し、残留熱を除去し、高温停止状態

に安全に維持することをいう。 

 

（制御室等（居住性に限る）） 

EA 「従事者等が支障なく原子炉制御室に
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り、かつ、一定期間とどまることができ

る」とは、事故発生後、事故対策操作を

すべき従事者が制御室に接近できるよ

う通路が確保されていること、及び従事

者が制御室に適切な期間滞在できるこ

と、並びに従事者が交替のため接近する

場合においては、放射線レベルの減衰及

び時間経過とともに可能となる被ばく

防護策が採り得ることをいう。 

 

入り、かつ、一定期間とどまることがで

きる」とは、事故発生後、事故対策操作

をすべき従事者が制御室に接近できる

よう通路が確保されていること、及び従

事者が制御室に適切な期間滞在できる

こと、並びに従事者が交替のため接近す

る場合においては、放射線レベルの減衰

及び時間経過とともに可能となる被ば

く防護策が採り得ることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、項番号を修正しま

した。 

 

66 48 第二十七条 

 

【放射性廃棄物の処理施設】 

 

＜修正案＞ 

 

【放射性廃棄物の処理施設等】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

67 48 第二十七条 

 

D 第 1 項第 2 号における「液体状の放射

性廃棄物を処理する施設」とは、原子炉

施設の運転に伴い発生する放射性液体

廃棄物のほか、スラッジ等の固体が混入

している液体状の放射性廃棄物を分

離・収集し、廃液の性状により、適切な

ろ過、蒸発処理、イオン交換、貯留、減

衰、管理等を行う施設をいう。 

 

 

 

E 第 1 項第 2 号における「液体状の放射

性廃棄物を処理する施設等」の「等」と

は、処理施設を収納する建屋又は区域を

いう。 

＜修正案＞ 

 

D 第 1 項第二号第 2 号における「液体状

の放射性廃棄物の処理に係るを処理す

る施設」とは、原子炉施設の運転に伴い

発生する放射性液体廃棄物のほか、スラ

ッジ等の固体が混入している液体状の

放射性廃棄物を分離・収集し、廃液の性

状により、適切なろ過、蒸発処理、イオ

ン交換、貯留、減衰、管理等を行う施設

及び処理施設を収納する建屋又は区域

をいう。 

 

E 第 1 項第 2 号における「液体状の放射

性廃棄物を処理する施設等」の「等」と

は、処理施設を収納する建屋又は区域を

いう。 

 

EF 第 1 項第二号第 2 号における「流体状

の放射性廃棄物が漏えいすることを防

止し、及び敷地外へ流体状の放射性廃棄

物が漏えいすることを防止できるもの」

「液体状の放射性物質の漏えいを防止

及び敷地外へ放射性物質を管理されな

い放出を防止できるもの」については、

「放射性液体廃棄物処理施設の安全審

査に当たり考慮すべき事項ないしは基

本的な考え方」（昭和 56 年 9 月 28 日

原子力安全委員会決定）において定める

ところによる。 

 

＜修正理由＞ 

現在の規則条文では、「施設『等』」とは

なっておりませんので、「(17)実用炉設置

許可基準規則解釈」に倣い、解釈 Eを削除

し、解釈 Dにマージしました。なお、この
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ため第二十七条解釈の項番号が以下 1 つ

ずつずれます。また、解釈で参照している

文言を規則条文に合致させました。 

 

68 50 第二十八条 

 

【周辺の放射線防護施設】 

 

 

A 第二十九条における「十分下回る」とは、

ALARA の考え方の下、｢発電用軽水型原

子炉施設の安全審査における一般公衆

の線量評価について｣（平成元年 3 月 27 

日原子力安全委員会了承）を踏まえ、空

気カーマで一年間当たり50 マイクログ

レイ以下となるように施設を設計し管

理することをいう。このように設計及び

管理されている場合においては線量を

評価する必要はない。 

＜修正案＞ 

 

【敷地周辺における直接ガンマ線等から

の防護】【周辺の放射線防護施設】 

 

A 第二十八条第二十九条における「十分に

低減できる」「十分下回る」とは、ALARA 

の考え方の下、｢発電用軽水型原子炉施

設の安全審査における一般公衆の線量

評価について｣（平成元年 3 月 27 日原

子力安全委員会了承）を踏まえ、空気カ

ーマで一年間当たり50 マイクログレイ

以下となるように施設を設計し管理す

ることをいう。このように設計及び管理

されている場合においては線量を評価

する必要はない。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、参照している条文

番号が誤っていましたので修正しました。 

 

 

69 51 第二十九条 

 

【放射線業務従事者の防護】 

A 第 1 項第 1 号の「放射線から防護がで

きる」とは、ALARA の考え方の下、放射

線業務従事者の作業性等を考慮して、遮

へい、機器の配置、遠隔操作、放射性物

質の漏えい防止、換気等、所要の放射線

防護上の措置を講じた設計をいう。 

＜修正案＞ 

 

【放射線からの放射線業務従事者の防護】 

A 第 1 項第一号第 1号の「放射線をから防

護ができる」とは、ALARA の考え方の下、

放射線業務従事者の作業性等を考慮し

て、遮へい、機器の配置、遠隔操作、放

射性物質の漏えい防止、換気等、所要の

放射線防護上の措置を講じた設計をい

う。 

 

＜修正理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。 

 

 

70 51 第二十九条 

 

C 第 3 項における「必要な情報を制御室

又は適当な場所に表示できる」とは、制

御室において放射線管理に必要なエリ

ア放射線モニタによる空間線量率を、ま

た、適切な場所において管理区域におけ

る空間線量率、空気中の放射性物質の濃

度及び床面等の放射性物質の表面密度

をそれぞれ表示できることをいう。 

＜修正案＞ 

 

C 第 3 項における「放射線管理に必要な情

報を制御室その他伝達する必要がある

場所に表示できる」「必要な情報を制御

室又は適当な場所に表示できる」とは、

制御室において放射線管理に必要なエ

リア放射線モニタによる空間線量率を、

また、適切な場所において管理区域にお

ける空間線量率、空気中の放射性物質の

濃度及び床面等の放射性物質の表面密

度をそれぞれ表示できることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

71 51 第二十九条 

 

D 高速増殖炉においては、冷却材のナトリ

ウムが不透明かつ放射化する特徴を有

していることに配慮した設計が必要で

あること。（高速増殖炉の安全性の評価

の考え方「別紙：LMFBR の設計について

（３）ナトリウム」関連） 

＜修正案＞ 

第八条の二「ナトリウムに対する設計上

の考慮」に移動させることを提案します。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 D はナトリウムに関する記述なの

で、第八条の二「ナトリウムに対する設計

上の考慮」に移動させたほうが適切です。 

 

 

72 52 第三十条 

【監視設備】 

A 第 30 条における「放射性物質の濃度を

測定及び監視し」とは、原子炉格納容器

内雰囲気、原子炉施設の周辺監視区域周

辺において、サンプリングや放射線モニ

タ等により放射性物質の濃度及び空間

線量率の測定及び監視し、かつ、設計基

準事故時に迅速な対策処理が行えるよ

うに放射線源、放出点、原子力発電所周

辺、予想される放射性物質の放出経路等

の適切な場所を測定及び監視すること

をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

A 第三十条第 30 条における「放射性物質

の濃度を監視及び測定測定及び監視し」

とは、原子炉格納容器内雰囲気、原子炉

施設の周辺監視区域周辺において、サン

プリングや放射線モニタ等により放射

性物質の濃度及び空間線量率の測定及

び監視し、かつ、設計基準事故時に迅速

な対策処理が行えるように放射線源、放

出点、原子力発電所周辺、予想される放

射性物質の放出経路等の適切な場所を

測定及び監視することをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

73 53 第三十一条 

【原子炉格納施設】 

 

A 第１項において「想定される最大の圧

力、最高の温度及び適切な地震荷重」と

は、原子炉格納容器の設計の妥当性につ

いて判断するための想定事象をいい、原

子炉格納容器の機能の確保に障害とな

る圧力・温度の上昇、動荷重の発生、可

燃性ガスの発生及び放射性物質の濃度

について評価した結果が、それぞれの判

断基準に対し最も厳しくなる事象をい

う。具体的には、「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針」（平

成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決

定、平成 13 年３月 29 日一部改訂）に

定める。 

＜修正案＞ 

 

 

A 第１項において「想定される最大の圧

力、最高の温度及び適切な地震力地震荷

重」とは、原子炉格納容器の設計の妥当

性について判断するための想定事象を

いい、原子炉格納容器の機能の確保に障

害となる圧力・温度の上昇、動荷重の発

生、可燃性ガスの発生及び放射性物質の

濃度について評価した結果が、それぞれ

の判断基準に対し最も厳しくなる事象

をいう。具体的には、「発電用軽水型原

子炉施設の安全評価に関する審査指針」

（平成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会

決定、平成 13 年３月 29 日一部改訂）に

定める。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

74 53 第三十一条 

 

＜修正(追記)案＞ 

B 原子炉格納容器は、一次冷却系統に係る

施設の損壊又は故障の場合を含め、想定

される事故条件において放射性物質の

放散を抑制することが可能であること。

（高速増殖炉の安全性の評価の考え方

「別紙：LMFBR の安全設計について(９) 

格納容器」関連） 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

＜修正理由＞ 

条文が「LMFBR の安全設計について」の

「(9)格納容器」に係る内容ですので、解

釈にその旨を追記しました。 

 

75 53 第三十一条 

 

＜修正(追記)案＞ 

C 事故の収束に必要な二次主冷却系、メン

テナンス冷却系の配管には隔離弁を設

置しない。 

 

＜修正理由＞ 

2次系のように通常時及び事故の収束に

必要な系統で、通常時開、事故時も開にな

るような系統には隔離弁は設置しません。

文言については「(18)実用発電用原子炉及

びその附属施設に関する技術基準を定め

る規則の解釈（仮称）」（以下、「(18)研開

炉技術基準規則」）に倣いました。また、

解釈の追加記載を提案に伴い、以下、第三

十一条の解釈の項番号が変わります。 

 

 

76 54 第三十一条 

 

E 第４項における「事故の収束に必要な系

統の配管系を除き」とは、非常用炉心冷

却系の配管等、その系統に期待される安

全機能を阻害しないために、自動隔離信

号によって閉止することを要しないこ

とをいう。ただし、その場合であっても、

それらの配管系により、原子炉格納容器

の隔離機能が失われてはならない。 

 

＜修正案＞ 

 

GE 第４項における「事故の収束に必要な

系統の配管系を除く除き」とは、非常用

炉心冷却系の配管等、その系統に期待さ

れる安全機能を阻害しないために、自動

隔離信号によって閉止することを要し

ないことをいう。ただし、その場合であ

っても、それらの配管系により、原子炉

格納容器の隔離機能が失われてはなら

ない。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

77 54 第三十一条 

 

G 第５項第２号における「貫通箇所の外側

で閉じていない配管系」とは、設計基準

事故時の配管系の状態を考慮し、隔離さ

れない場合、原子炉格納容器内雰囲気か

ら外部への放射性物質の許容されない

放出の経路となるものをいう。 

＜修正案＞ 

 

IG 第５項第二号第２号における「原子炉

格納容器の外側で閉じていないもの」

「貫通箇所の外側で閉じていない配管

系」とは、設計基準事故時の配管系の状

態を考慮し、隔離されない場合、原子炉

格納容器内雰囲気から外部への放射性

物質の許容されない放出の経路となる

ものをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

78 55 第三十一条 

 

J 「原子炉格納容器熱除去施設」とは、原

子炉格納容器設計用の想定事象に対し、

原子炉格納容器内の圧力及び温度を十

分に低下させ得る機能を有するもので、

＜修正案＞ 

 

LJ 「格納容器熱除去設備」「原子炉格納容

器熱除去施設」とは、原子炉格納容器設

計用の想定事象に対し、原子炉格納容器

内の圧力及び温度を十分に低下させ得
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

例えば、原子炉格納容器スプレイ系及び

その熱除去系をいう。 

る機能を有するもので、例えば、原子炉

格納容器スプレイ系及びその熱除去系

をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

79 55 第三十一条 

 

K 「雰囲気浄化系」とは、沸騰水型軽水炉

においては、非常用ガス処理系、非常用

再循環ガス処理系、原子炉格納容器スプ

レイ系等を、加圧水型軽水炉において

は、アニュラス空気再循環設備、原子炉

格納容器スプレイ系等をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

MK 「原子炉格納施設内の雰囲気の浄化系」

「雰囲気浄化系」とは、沸騰水型軽水炉

においては、非常用ガス処理系、非常用

再循環ガス処理系、原子炉格納容器スプ

レイ系等を、加圧水型軽水炉において

は、アニュラス空気再循環設備、原子炉

格納容器スプレイ系等を、ナトリウム冷

却型高速炉においてはアニュラス循環

排気系をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、ナトリウム冷却型

高速炉では、BWR や PWR と異なり、アニュ

ラス循環排気系が雰囲気浄化系です。 

 

 

80 55 第三十一条 

 

Ｋ「水素又は酸素の濃度を抑制する」とは、

原子炉格納容器の内部を不活性な雰囲

気に保つこと、又は必要な場合再結合等

により水素若しくは酸素の濃度を燃焼

限界以下に抑制することをいう。 

＜修正案＞ 

 

N「水素及び又は酸素の濃度を抑制する」

とは、原子炉格納容器の内部又は一次冷

却系統に係る施設を不活性な雰囲気に

保つこと、又は必要な場合再結合等によ

り水素若しくは酸素の濃度を燃焼限界

以下に抑制することをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、ナトリウム冷却型

高速炉では一次収納構造を不活性化しま

すのでその旨を追記しました。 

 

 

81 57 第三十二条 

 

【電気系統】 

＜修正案＞ 

 

【保安電源設備】【電気系統】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

82 57 第三十二条 

 

A 「高い信頼性のもとに電力の供給を受け

られるもの」とは、重要度の特に高い安

全機能を有する構築物、系統及び機器に

対して、その多重性を損なうことがない

ように、電気系統についても系統分離を

考慮して母線が構成されるとともに、電

気系統を構成する個々の機器が信頼性

の高いものであって、非常用所内電源系

＜修正案＞ 

 

A 「保安を確保するために必要な装置への

電力の供給が停止することがない」「高

い信頼性のもとに電力の供給を受けら

れるもの」とは、重要安全施設重要度の

特に高い安全機能を有する構築物、系統

及び機器に対して、その多重性を損なう

ことがないように、電気系統についても

系統分離を考慮して母線が構成される
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

からの受電時等の母線の切替操作が容

易な設計をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 「外部電源（電力系統）」とは、原子力

発電所内開閉所の外の電力系統のこと

であり、当該原子炉施設の主発電機及び

当該原子力発電所内の他の原子炉施設

の主発電機は含まない。 

 

C 「機器の損壊又は故障等の異常を検知す

るとともに、当該事象の拡大を防止する

ことができる」とは、電気系統の機器の

短絡や地絡、母線の低電圧や過電流など

を検知し、遮断器等により故障箇所を隔

離し、故障による影響を局所化できると

ともに、他の安全機能への影響を限定で

きる設計であることをいう。 

とともに、電気系統を構成する個々の機

器が信頼性の高いものであって、非常用

所内電源系からの受電時等の母線の切

替操作が容易なこと設計をいう。なお、

「非常用所内電源系」とは、非常用所内

電源設備（非常用ディーゼル発電機、バ

ッテリ等）及び工学的安全施設を含む重

要安全施設への電力供給設備（非常用母

線スイッチギヤ、ケーブル等）をいう。 

 

B 「外部電源（電力系統）」とは、原子力

発電所内開閉所の外の電力系統のこと

であり、当該原子炉施設の主発電機及び

当該原子力発電所内の他の原子炉施設

の主発電機は含まない。 

 

BC 「機器の損壊又は故障等の異常を検知

するとともに、当該事象の拡大を防止す

ることができる」とは、電気系統の機器

の短絡や地絡、母線の低電圧や過電流な

どを検知し、遮断器等により故障箇所を

隔離し、故障による影響を局所化できる

とともに、他の安全機能への影響を限定

できる設計であることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

「第三十二条：保安電源設備」につきま

しては、実用炉と研開炉で差はないと考え

られますので、規則条文同様、解釈も「(17)

実用炉設置許可基準規則解釈」と統一した

ほうがよいと考えます。 

解釈 Aについては、「(17)実用炉設置許可

基準規則解釈」を拝見すると、第二条第２

項第三号で定義されている「重要安全施

設」を用いているようですので、それに合

わせました。また、「非常用所内電源系」

の定義がありませんでしたので、「(17)実

用炉設置許可基準規則解釈」に倣い記載し

ました。 

解釈 B については、規則中に「外部電源

（電力系統）」との用語は用いられており

ませんので、解釈から削除しました。 

 

83 57 第三十二条 

 

D 「外部電源系」とは、外部電源（電力系

統）に加えて当該原子炉施設の主発電機

からの電力を原子炉施設に供給するた

めの一連の設備をいう。 

 

E 「独立した異なる２以上の変電所又は開

閉所」とは、異なる２つ以上の変電所又

は開閉所であって、これらの変電所又は

開閉所がその電力系統における上流側

の接続先において１つの変電所又は開

閉所のみに連系し、当該変電所又は開閉

＜修正案＞ 

 

オリジナルの解釈 D～G を削除して、以

下の解釈 C,D に置き換えることを提案し

ます。 

 

C 「少なくとも二回線」とは、送受電可能

な回線または受電専用の回線の組み

合わせにより、電力系統と非常用所内

配電設備とを接続する外部電源受電

回路を 2 つ以上設けることにより達

成されることをいう。 
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所が停止することにより原子力発電所

に接続された送電線がすべて停止する

事態にならないことをいう。 

 

F 外部電源系の「2 回線以上」は、送受電

可能な回線または受電専用の回線の組

み合わせにより、電力系統と非常用所内

配電設備とを接続する外部電源受電回

路を 2 つ以上設けることにより達成さ

れていること。「物理的に分離」とは、

同一の送電鉄塔等に架線されていない

ことをいう。 

 

G 原子力発電所内の開閉所及び当該開閉

所から主発電機側の送受電設備は、不等

沈下や傾斜などが起きないような十分

な支持性能をもつ地盤に設置されると

ともに、碍子、遮断器等は耐震性の高い

ものが使用されること。また、津波によ

る影響に対して隔離又は防護すること。

塩害を考慮すること。 

 

D 「互いに独立したもの」とは、発電用原

子炉施設に接続する電線路の上流側の

接続先において１つの変電所又は開閉

所のみに連系し、当該変電所又は開閉所

が停止することにより当該原子炉施設

に接続された送電線がすべて停止する

事態にならないことをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言が規則と異な

っていますので、解釈を書いた時点から規

則が変更になったかと思います。「(4)実用

炉設置許可基準規則」と同じ規則条文です

ので、解釈も「(17)実用炉設置許可基準規

則解釈」に合わせるのが適当だと考えま

す。 

84 58 第三十二条 

 

I 「非常用所内電源系」とは、非常用所内

電源設備（非常用ディーゼル発電機、バ

ッテリ等）及び工学的安全施設を含む重

要度の特に高い安全機能を有する設備

への電力供給設備（非常用母線スイッチ

ギヤ、ケーブル等）をいう。 

 

＜修正案＞ 

削除 

 

＜修正理由＞ 

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」に

倣い、「非常用所内電源系」は解釈 A にて

定義しましたので、解釈 Iは必要なくなり

ました。 

 

85 58 

59 

第三十二条 

 

J 「「非常用電源設備及びその附属設備を

利用」」とは、２基以上の原子炉施設の

間で共用することにより、必要な容量の

確保が可能となるのではなく、それぞれ

の非常用所内電源設備で必要な容量が

確保されていることをいう。 

 

 

＜修正案＞ 

 

FJ 「他の発電用原子炉施設に属する非常

用電源設備及びその附属設備から電気

の供給を受ける」とは、各原子炉施設ご

とに、非常用電源設備が必要な電気容量

を確保している上で、安全性の向上が認

められる設計であることを条件として、

認められ得る非常用電源設備の共用を

いう。「「非常用電源設備及びその附属設

備を利用」」とは、２基以上の原子炉施

設の間で共用することにより、必要な容

量の確保が可能となるのではなく、それ

ぞれの非常用所内電源設備で必要な容

量が確保されていることをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言が規則と異な

っていますので、解釈を書いた時点から規

則が変更になったかと思います。「(4)実用

炉設置許可基準規則」と同じ規則条文です

ので、解釈も「(17)実用炉設置許可基準規

則解釈」に合わせるのが適当だと考えま

す。 
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86 59 第三十二条 

 

K 非常用所内交流電源設備（非常用ディー

ゼル発電機等）の「一定時間の外部電源

喪失」とは、７日間の外部電源喪失を仮

定しても、非常用ディーゼル発電機等の

連続運転により電力を供給できること

をいう。非常用ディーゼル発電機等の燃

料を貯蔵する設備（耐震Ｓクラス）は、

７日分の連続運転に必要な容量以上を

敷地内に貯蔵できる設計であること。 

 

＜修正案＞ 

 

GK 「当該発電用原子炉施設が必要とする

電気容量」非常用所内交流電源設備（非

常用ディーゼル発電機等）の「一定時間

の外部電源喪失」とは、７日間の外部電

源喪失を仮定しても、非常用ディーゼル

発電機等の連続運転により電力を供給

できることをいう。非常用ディーゼル発

電機等の燃料を貯蔵する設備（耐震Ｓク

ラス）は、７日分の連続運転に必要な容

量以上を敷地内に貯蔵できる設計であ

ること。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

87 59 第三十二条 

 

L 「重要度の特に高い安全機能」について

は、別に「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」

を踏まえて定める。 

 

＜修正案＞ 

削除 

 

＜修正理由＞ 

第三十二条の解釈を「(17)実用炉設置許

可基準規則解釈」に倣ったことにより、解

釈 Lは不要となりました。 

 

 

88 59 第三十二条 

 

（原子力発電工作物に係る基本的要求事

項） 

A 「原子力発電工作物」とは、原子力を原

動力とする発電用の電気工作物をいい

（電気事業法第 106 条の規定による）、

ここでは、原子力発電所内の開閉所内の

機器（遮断器、断路器、避雷器、碍子他）、

外部電源の送受電を行う大型変圧器、主

発電機、これらの電気工作物を相互に接

続する電路、外部電源と接続する電路、

電力保安通信設備を規定対象とする。 

 

＜修正案＞ 

削除 

 

＜修正理由＞ 

解釈にある「（原子力発電工作物に係る

基本的要求事項）」は、対象記述（「原子力

発電工作物」）が条文中に存在しません。 

 

 

89 61 第三十四条 

【通信連絡設備】 

 

B 「必要な箇所に通信ができる」とは、通

信連絡設備並びに、所内（制御室等）か

ら所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータを伝送できる

設備をいう。 

 

 

C 「専用であって多様性を有する通信回

線」とは、衛星専用 IP 電話など、原子

炉設置者が独自に構築する専用の通信

回線又は電気通信事業者が提供する特

定顧客専用の通信回線など、輻輳等によ

る制限を受けることなく使用できる回

線であるとともに通信方式の多様性（例

えばケーブル、無線）を備えた回線にて

 

＜修正案＞ 

 

B 「連絡する必要がある場所と通信連絡が

できる」「必要な箇所に通信ができる」

とは、通信連絡設備並びに、所内（制御

室等）から所外の緊急時対策支援システ

ム（ERSS）等へ必要なデータを伝送でき

る設備をいう。 

 

C 「多様性を有する専用通信回線」「専用

であって多様性を有する通信回線」と

は、衛星専用 IP 電話など、原子炉設置

者が独自に構築する専用の通信回線又

は電気通信事業者が提供する特定顧客

専用の通信回線など、輻輳等による制限

を受けることなく使用できる回線であ

るとともに通信方式の多様性（例えばケ
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

構成された設計をいう。 ーブル、無線）を備えた回線にて構成さ

れた設計をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

90 62 第三十五条 

 

【補助ボイラ】 

 

「必要な蒸気を供給する能力」とは、安全

機能を有する構築物、系統及び機器が、

使用するだけの蒸気を供給できること

をいう。 

 

A 本規定における「発電用原子炉施設の安

全性に影響を与えない設計」とは、補助

ボイラの損傷時においても原子炉施設

の安全性に影響を与えないことをいう。 

＜修正案＞ 

 

【補助ボイラー】 

 

「必要な蒸気を供給する能力」とは、安

全施設安全機能を有する構築物、系統及び

機器が、使用するだけの蒸気を供給できる

ことをいう。 

 

A 本規定における「発電用原子炉施設の安

全性に影響を与えない設計」とは、補助

ボイラーの損傷時においても原子炉施

設の安全性に影響を与えないことをい

う。 

 

＜修正理由＞ 

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」を

拝見すると、第二条第２項第二号で定義さ

れている「安全施設」を用いているようで

すので、それに合わせました。また、規則

に合わせて「ボイラ」を「ボイラー」にし

ました。 

 

 

91 63 第三十六条 

 

A 「炉心の著しい損傷のおそれがある設計

基準事故を超える事故」とは、運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故に対

して原子炉の安全性を損なうことがな

いよう設計することを求められる構築

物、系統及び機器がその安全機能を喪失

した場合であって、著しい炉心損傷に至

る可能性のある以下の事故シーケンス

グループとする。なお、(a)の事故シー

ケンスグループについては、(b)におけ

る事故シーケンスグループの検討結果

如何に関わらず、必ず対象に含めなけれ

ばならない。 

 

＜修正案＞ 

 

A ナトリウム冷却型高速炉において「重

大事故に至るおそれがある事故」「炉心の

著しい損傷のおそれがある設計基準事故

を超える事故」とは、運転時の異常な過渡

変化及び設計基準事故に対して原子炉の

安全性を損なうことがないよう設計する

ことを求められる構築物、系統及び機器が

その安全機能を喪失した場合であって、著

しい炉心損傷に至る可能性のある以下の

事故シーケンスグループとする。なお、(a)

の事故シーケンスグループについては、

(b)における事故シーケンスグループの検

討結果如何に関わらず、必ず対象に含めな

ければならない。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、例示されている事

故シーケンスグループはナトリウム冷却

型高速炉のものなので、その旨追記しまし

た。 
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92 63 

64 

第三十六条解釈第 A項 

 

(a) 原子力規制委員会が指定する事故シ

ーケンスグループ 

 全電源喪失（SBO） 

 大口径配管破断（LOPI） 

 崩壊熱除去機能喪失(PLOHS) 

 格納容器バイパス（CVBP：IHX

伝熱部破損） 

 液位確保機能喪失（LORL) 

 原子炉停止機能喪失（ATWS） 

 流量減少時スクラム失敗

（ATWS/LOF） 

 反応度挿入時スクラム失敗

（ATWS/TOP) 

 除熱機能喪失時スクラム失

敗（ATWS/LOHS) 

 流量減少時炉停止機能全喪

失（ULOF） 

 反応度挿入時炉停止機能全

喪失（UTOP） 

 除熱機能喪失時停止機能全

喪失（ULOHS） 

 炉心大気泡通過（LBCP) 

 炉心局所事故（LF） 

 燃料集合体大規模入口閉塞

（TIB) 

 燃料集合体流路閉塞 

 炉心外事象 

 炉外燃料貯蔵槽(EVST)崩壊

熱 除 去 機 能 喪 失

（EVST/PLOHS） 

 使用済燃料貯蔵プール（SFP）

崩壊熱崩壊熱除去機能喪失

（SFP/PLOHS） 

 燃料取扱施設燃料損傷 

 地震 

 地 震 時 燃 料 集 合 体 変 移

（STOP） 

 地震時炉停止機能全喪失

（SULOF、SUTOP、SULOHS) 

地震時ポンプ軸固着事象

（STPS) 

 

＜修正案＞ 

 

(a) 原子力規制委員会が指定する事故シ

ーケンスグループ 

 全交流電源喪失 

 一次主冷却系配管大口径破損 

 崩壊熱除去機能喪失 

 原子炉容器液位確保機能喪失 

 原子炉主炉停止機能喪失 

 流量減少時主炉停止系スク

ラム失敗 

 反応度挿入時主炉停止系ス

クラム失敗 

 除熱機能喪失時主炉停止系

スクラム失敗 

 炉心局所事故 

 燃料集合体流路閉塞 

 

＜修正理由＞ 

以下の観点から事故シーケンスグルー

プを整理しました。 

 

・主炉停止系及び後備炉停止系が不作

動の事象は第五十三条に移動させま

した。 

 

・CVBP については、格納容器破損防止

対策の有効性評価に係るものなの

で、規則第 2 項に係る解釈 F に移動

させました。 

 

・LBCP と TIB につきましては、少なく

とも PRAからは抽出されない(事故想

定が人為的すぎて実際には考えがた

い)ので、事故シーケンスグループか

らは削除しました。 

 

・炉心外事象は規則第 3 項で取り扱わ

れているので、解釈 K に移動させま

した。 

 

・地震に起因する事象は、軽水炉と同

様、内的事象とシナリオは同一にな

るので、結果として内的事象の事故

シーケンスグループに含まれるとの

観点から削除しました。 

 

・実用炉に合わせて英字略語は削除し

ました。 

 

修正箇所が多

く、見え消し

で記載すると

余りに煩雑な

ので、この欄

は清書版のみ

を記載しまし

た 
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93 65 第三十六条 

 

B 「炉心は著しい損傷に至ることなく、か

つ、十分な冷却が可能であること」とは、

以下に掲げる事故シーケンスグループ

ごとの要件を満たすものであること。 

 

＜修正案＞ 

 

B 「炉心の著しい損傷を防止するために必

要な措置を講じたもの」「炉心は著しい

損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却

が可能であること」とは、以下に掲げる

事故シーケンスグループごとの要件を

満たすものであること。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

94 65 第三十六条解釈第 B項 

 

(ア) 反応度挿入型の事故シーケンス

グループ（UTOP、STOP、LBCP など）：

炉心内で最大出力を有する燃料ピン

の中心溶融なし。 

 

 

(イ) 炉心流量減少型の事故シーケン

スグループ（ULOF など）：出力/流量

比が最大となる燃料集合体のナトリ

ウム沸騰なし。 

 

 

＜修正案＞ 

 

(ア) 反応度挿入型の事故シーケンス

グループ（反応度挿入時主炉停止系

スクラム失敗事象 UTOP、STOP、LBCP

など）：炉心内で最大出力を有する燃

料ピンの中心溶融なし。 

 

(イ) 炉心流量減少型の事故シーケン

スグループ（流量減少時主炉停止系

スクラム失敗事象 ULOF など）：出力/

流量比が最大となる燃料集合体のナ

トリウム沸騰なし。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Aの修正に合わせ、例示を主炉停止

系スクラム失敗事象にしました。 

 

 

95 65 第三十六条解釈第 B項 

 

(ウ) 除熱機能喪失型の事故シーケン

スグループ（SBO、PLOHS、ULOHS な

ど）：冷却材バウンダリを構成する構

造材温度が７５０℃/１００時間以

下。 

 

＜修正案＞ 

 

(ウ) 除熱機能喪失型の事故シーケン

スグループ（崩壊熱除去機能喪失事

象 SBO、PLOHS、ULOHS など）：冷却材

バウンダリを構成する構造材温度が

７５０℃/１００時間以下（750℃の

場合は 100 時間以内を指し、750℃よ

り低い温度や高い温度の場合には

750℃/100 時間と同等と見なされる

時間以内をいう、以下同様）。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 A の修正に合わせ、例示を崩壊熱

除去機能喪失事象にしました。また、単

に「750℃/100 時間以下」とだけすると、

記述が不正確で種々解釈可能となるた

め、追記のとおり、丁寧に記載しました。 

 

 

83



36 

 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

96 65 第三十六条解釈第 B項 

 

(エ)冷却材液位喪失型の事故シーケン

スグループ（LORL など）：冷却材バウ

ンダリを構成する構造材温度が７５

０℃/１００時間以下。 

 

 

＜修正案＞ 

 

(エ)冷却材液位喪失型の事故シーケン

スグループ（原子炉容器液位確保機

能喪失 LORL など）：冷却材バウンダ

リを構成する構造材温度が７５０℃

/１００時間以下。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Aの修正に合わせ、例示に英字略語

を用いないようにしました。 

 

 

97 65 第三十六条解釈第 B項 

 

(オ)炉心局所事故シーケンスグループ

（LF、TIB など）：燃料集合体のナト

リウム沸騰なし。 

 

＜修正案＞ 

 

(オ)炉心局所事故シーケンスグループ

（燃料集合体流路閉塞事象 LF、TIB

など）：燃料集合体の流路閉塞の規模

に応じてナトリウム沸騰が適切に抑

制されることなし。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Aの修正に合わせ、例示燃料集合体

流路閉塞事象にしました。なお、事故想定

の仕方に大きく依存しますので、流路閉塞

規模と沸騰の規模を合わせて評価するよ

うにしました。 

 

 

98 65 第三十六条解釈第 B項 

 

(カ)炉外燃料貯蔵槽(EVST)及び使用済

燃料貯蔵プール（SFP）の崩壊熱崩壊

熱除去機能喪失事故シーケンスグル

ープ（EVST/PLOHS、SFP/PLOHS など)：

冷却材バウンダリを構成する構造材

温度が７５０℃/１００時間以下。 

 

(キ)燃料取扱い設備の事故シーケンス

グループ：燃料被覆管温度が XXX℃以

下。 

＜修正案＞ 

 

規則第 3 項に係る解釈の位置に移動さ

せました。 

 

＜修正理由＞ 

炉心外事象は規則第 3 項で取り扱われ

ているので、そちらに移動させました。 

 

 

99 66 第三十六条 

 

C LOCA のように原子炉冷却材圧力バウン

ダリの喪失を起因事象とする場合には、

第 1 項第二号の基準を適用する必要は

ない。 

＜修正案＞ 

削除 

 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Cで参照されている「第 1項二号」

は存在しません。また、ナトリウム冷却型

高速炉には当てはまらない要求ですので

不要です。 

 

 

100 66 第三十六条 

 

E 炉心損傷防止対策の有効性の評価につ

いては、別途定める「炉心損傷防止対策

の有効性の評価に係る標準評価手法（仮

称）」によること。 

＜修正案＞ 

 

E 炉心損傷防止対策の有効性の評価につ

いては、別途定める「炉心損傷防止対策

の有効性の評価に係る標準評価手法（仮

称）」によること。（ナトリウム冷却型高
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

速炉を除く） 

 

＜修正理由＞ 

現在パブコメに掛けられている「炉心損

傷防止対策の有効性の評価に係る標準評

価手法（仮称）」は水冷却炉を対象とした

ものなので、適用範囲を明確化しました。 

 

101 66 第三十六条 

 

（格納容器破損防止対策に係る有効性評

価） 

F 第 2 項の「格納容器破損モード」とは、

以下のものとする。なお、(a)の格納容

器破損モードについては、(b)における

格納容器破損モードの検討結果如何に

関わらず、必ず対象に含めなければなら

ない。 

 

＜修正案＞ 

 

 

 

F 第 2 項の「重大事故が発生した場合」

において想定する「格納容器破損モー

ド」とは、以下(a)及び(b)の格納容器破

損モード（以下、「想定する格納容器破

損モード」という。）のものとする。な

お、(a)の格納容器破損モードについて

は、(b)における格納容器破損モードの

検討結果如何に関わらず、必ず対象に含

めなければならない。 

 

＜修正理由＞ 

解釈 Fでは「格納容器破損モード」の定

義がされておりますが、規則条文には「格

納容器破損モード」の用語自体がございま

せんので、解釈 F を「(17) 実用炉設置許

可基準規則解釈」の記載に合わせました。 

 

 

102 66 

67 

第三十六条解釈 F項 

 

(a) 原子力規制委員会が指定する格納容

器破損モード 

 

i) 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損） 

 

ii) ナトリウム燃焼 

 

iii) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱 

 

iv) 炉外の溶融燃料－冷却材相互作用 

 

v) 水素燃焼 

 

vi) 格納容器直接接触（シェルアタッ

ク） 

 

vii) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

 

 

＜修正案＞ 

 

(a) 原子力規制委員会が指定する格納容

器破損モード 

 

i) 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損） 

 

ii) ナトリウム燃焼 

 

iii) 格納容器バイパス高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱 

 

iv) 炉外の溶融燃料－冷却材相互作用 

 

iv) 水素燃焼 

 

vi) 格納容器直接接触（シェルアタッ

ク） 

v)vii) 溶融炉心・ナトリウム・コンク

リート相互作用 

 

 

＜修正理由＞ 

「格納容器破損モード」には、発電用軽

水型原子炉に対して「(17) 実用炉設置許

可基準規則解釈」で要求されているものは

すべて含まれておりますが、冷却材が低圧
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

のナトリウム冷却型高速炉では以下のも

のは該当しません。 

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱 

・炉外の溶融燃料－冷却材相互作用 

・格納容器直接接触（シェルアタック） 

 

解釈 A に記載されていた格納容器バイ

パス事象は「格納容器破損モード」として

考えたほうが適当なので、こちらに移動さ

せました。 

ナトリウム冷却型高速炉の特徴として、

「溶融炉心・ナトリウム・コンクリート相

互作用」を追記しました。 

 

103 67 第三十六条 

 

G 「格納容器破損防止対策の有効性」とは、

上記の格納容器破損モードに対して、以

下の各号のうち必要なものについて、要

件を満足することをいう。 

 

＜修正案＞ 

 

G 「格納容器破損及び放射性物質の異常放

出を防止するために必要な措置を講じ

たもの」とは、次に掲げる要件を満たす

ものであること。 

 

(a)想定する格納容器破損モードに対

して、格納容器の破損を防止し、か

つ、放射性物質が異常な水準で敷地

外への放出されることを防止する対

策に有効性があることを確認する。 

 

HG 「有効性があることを確認する」「格納

容器破損防止対策の有効性」とは、想定

する上記の格納容器破損モードに対し

て、以下の各号のうち必要なものについ

て、要件を満足することをいう。 

 

＜修正理由＞ 

「格納容器破損防止対策の有効性」の用

語自体が存在しませんでしたので、「(17) 

実用炉設置許可基準規則解釈」と同じ形式

に修正しました。なお、「想定する格納容

器破損モード」については、解釈 Fで定義

されております。 

 

 

104 68 第三十六条 

 

H 限界圧力又は限界温度を判断基準とし

て用いる場合には、その根拠と妥当性を

示すこと。 

 

I 前項(f)の「格納容器が破損する可能性

のある水素の爆轟を防止すること」と

は、以下の要件を満たすこと。 

 

＜修正案＞ 

 

IH 限界圧力又は限界温度を判断基準とし

て用いる場合には、その根拠と妥当性を

示すこと。 

 

JI H 項(e)前項(f)の「格納容器が破損す

る可能性のある水素の爆轟を防止する

こと」とは、以下の要件を満たすこと。 

 

＜修正理由＞ 

 項番号を合わせました。 

 

 

105 68 第三十六条 

 

J 格納容器損傷防止対策の有効性の評価

＜修正案＞ 

 

J 格納容器損傷防止対策の有効性の評価
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については、別途定める「格納容器損傷

防止対策の有効性の評価に係る標準評

価手法（仮称）」によること。 

については、別途定める「格納容器損傷

防止対策の有効性の評価に係る標準評

価手法（仮称）」によること。（ナトリウ

ム冷却型高速炉を除く） 

 

＜修正理由＞ 

現在パブコメに掛けられている「格納容

器損傷防止対策の有効性の評価に係る標

準評価手法（仮称）」は水冷却炉を対象と

したものなので、適用範囲を明確化しまし

た。 

 

106 63 第三十六条第 3項に相当する解釈 

 

＜修正案(追記案)＞ 

 

K「貯蔵槽内燃料体の著しい損傷」につい

ては、下記の重大事故を考慮して必要な

対策を講じること。 

 

一 炉外燃料貯蔵槽崩壊熱除去機能喪

失 

二 使用済燃料貯蔵プール崩壊熱除去

機能喪失 

 

三 燃料取扱施設燃料損傷 

 

L 有効性評価を行う場合の判断基準は、解

釈 Bに準ずること。 

 

＜修正理由＞ 

規則第三十六条第 3 項の解釈に相当す

るものを解釈 A(a)からこちらに移行させ

ました。 

 

 

107 64 第三十六条第 4項に相当する解釈 

 

＜修正案(追記案)＞ 

 

M 「運転停止中における発電用原子炉の燃

料体の著しい損傷」については、下記の

重大事故を考慮して必要な対策を講じ

ること。 

 

一 崩壊熱除去機能喪失 

 

二 全交流電源喪失 

 

三 原子炉冷却材の漏えい 

 

N 有効性評価を行う場合には下記を判断

基準とすること。 

 

一 燃料有効長頂部が液位より下にあ

ること。 

 

二 放射線の遮蔽が維持される液位を

確保すること。 

 

三 未臨界が維持されていること。 

 

＜修正理由＞ 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

規則第三十六条第 4 項の解釈に相当す

るものとして軽水炉の例に倣い解釈を記

載しました。ただし、ナトリウム冷却高速

炉は BWR と異なり、制御棒が上から挿入さ

れますので「反応度の誤投入」は当てはま

りません。 

 

108 69 第三十七条 

 

（容量） 

 

B 可搬式重大事故対処設備の容量は、可搬

式代替電源設備及び可搬式注水設備に

対し、次によること。 

 

(a) 必要な容量を賄うことができる可

搬式重大事故対処設備を１基あたり

２セット以上。 

 

 

＜修正案＞ 

 

（容量） 

 

B 可搬型可搬式重大事故対処設備の容量

は、可搬式代替電源設備及び可搬式注水

設備に対し、次によること。 

 

(a) 必要な容量を賄うことができる可

搬型可搬式重大事故対処設備を１基

あたり２セット以上。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉においては、炉

心への注水はありませんので、まとめて

「可搬型重大事故対処設備」としました。

なお、規則では「可搬式」ではなく「可搬

型」との用語が使われていますので修正し

ました。 

 

 

109 69 

70 

第三十七条 

 

（耐震性・耐津波性等） 

 

C 「代替する設計基準対応設備と同等に第

５条１項の地震力、第５条第３項による

地震力及び第６条の津波その他の外部

からの事象に対して必要な機器に大き

な影響を及ぼすおそれがない」とは、同

等の地震力、津波その他の外部事象に対

して機能維持できることをいう。 

 

D その他の外部事象とは、第７条で規定す

る外部事象をいう。 

＜修正案＞ 

 

削除 

 

＜修正理由＞ 

解釈が適用される条文が規則に見当た

りませんでしたので、解釈 C,D は不要だと

思います。 

 

110 70 第三十七条 

 

（保管場所） 

E 可搬式重大事故対処設備の保管場所は、

意図的な航空機衝突も考慮すること。例

えば原子炉建屋から100m 以上離隔をと

り、原子炉建屋と同時に影響を受けない

こと。または、航空機衝突に対して頑健

性を有すること。 

＜修正案＞ 

 

（保管場所） 

E 可搬型可搬式重大事故対処設備の保管

場所は、意図的な航空機衝突も考慮する

こと。例えば原子炉建屋から 100m 以上

離隔をとり、原子炉建屋と同時に影響を

受けないこと。または、航空機衝突に対

して頑健性を有すること。 

 

＜修正理由＞ 

規則では「可搬式」ではなく「可搬型」

との用語が使われています。 

 

 

111 74 

75 

第四十条 

 

【特定安全施設】 

＜修正案＞ 

 

【特定安全施設】 
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76 

77 

１ 第一号における「原子炉建屋への故意

の大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムに対して必要な機能が損なわれない

ものであること」とは、以下に規定する

設備又はこれと同等以上の効果を有す

る設備とする。 

 

 

２ 第二号における「第５条第一項の地震

力」を適用する場合の耐震重要度分類

は、Ｓクラスとする。 

 

 

３ 第三号における「第５条第三項の地震

力及び第６条に規定する津波に対して

必要な機能に大きな影響を及ぼすおそ

れがないものであること」とは、基準地

震動及び基準津波に対する設計基準上

の許容限界は設計基準と同じものを適

用する（例えば、基準地震動に対して設

計基準上の許容値を適用する）が、可能

な限り、設計基準における防護措置とは

性質の異なる対策（多様性）を講じるこ

と等により、基準地震動を一定程度超え

る地震動及び基準津波を一定程度超え

る津波に対して頑健性を高めること。 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

５ 第三号における「格納容器の破損を防

止するために必要な設備」とは、以下に

規定する設備又はこれと同等以上の効

果を有する設備をいう。 

１ 第一号における「原子炉建屋への故意

の大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムに対して重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれないものであ

ること」とは、以下に規定する設備又は

これと同等以上の効果を有する設備と

する。 

 

２ 第二号における「第四条第二項により

算定する地震力第５条第一項の地震力」

を適用する場合の耐震重要度分類は、Ｓ

クラスとする。 

 

３ 第三号における「第四条第三項の地震

力及び第五条の津波に対して重大事故

等に対処するために必要な機能に大き

な影響を及ぼすおそれがないものであ

ること第５条第三項の地震力及び第６

条に規定する津波に対して必要な機能

に大きな影響を及ぼすおそれがないも

のであること」とは、基準地震動及び基

準津波に対する設計基準上の許容限界

は設計基準と同じものを適用する（例え

ば、基準地震動に対して設計基準上の許

容値を適用する）が、可能な限り、設計

基準における防護措置とは性質の異な

る対策（多様性）を講じること等により、

基準地震動を一定程度超える地震動及

び基準津波を一定程度超える津波に対

して頑健性を高めること。 

 

（中略） 

 

５ 第四号第三号における「格納容器の破

損を防止するために必要な設備」とは、

以下に規定する設備又はこれと同等以

上の効果を有する設備をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。また、解釈で参照してい

る号番号を規則条文に合致させました。 
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112 75 

76 

第四十条解釈第 5項 

 

(a) 以下の機能を有すること。 

 

 

ⅰ 炉内の溶融炉心の冷却機能 （例え

ば、原子炉内への冷却資源注入設備 

 

 

 

 

ⅱ 格納容器下部に落下した溶融炉心

の冷却機能 （例えば、格納容器下部

炉室冷却設備 

 

 

ⅲ 格納容器の冷却・減圧・放射性物質

低減機能（例えば、格納容器冷却設

備 

 

ⅳ 格納容器の除熱・減圧機能 （例え

ば、フィルタ・ベント（排気筒を除

く） 

 

 

ⅴ 格納容器内の水素爆轟防止機能（必

要な炉型） （例えば、水素濃度制御

設備 

 

ⅵ サポート機能 （例えば、電源設備、

計装設備、通信連絡設備 

 

ⅶ 上記設備の関連設備（例：減圧弁、

配管等） 

 

 

＜修正案＞ 

 

(a) 以下の機能を考慮し、必要に応じ対

策が講じられていること有すること。 

 

ⅰ 炉内の溶融炉心の冷却機能 （例え

ば、原子炉冷却系の自然循環冷却、

炉内液面低下時のメンテナンス冷却

系設備又は原子炉内への冷却資源入

設備） 

 

ⅱ 格納容器下部に落下した溶融炉心

の冷却機能 （例えば、格納容器内雰

囲気ガスの自然対流又は格納容器下

部炉室冷却設備） 

 

ⅲ 格納容器の冷却・減圧・放射性物質

低減機能（例えば、格納容器外部冷

却設備） 

 

ⅳ 格納容器の除熱・減圧機能 （例え

ば、アニュラス空間へのガス放出設

備又はフィルタ・ベント（排気筒を

除く）） 

 

ⅴ 格納容器内の水素爆轟防止機能（必

要な炉型） （例えば、水素濃度制御

設備又は窒素ガスパージ設備） 

 

ⅵ サポート機能 （例えば、電源設備、

計装設備、通信連絡設備 

 

ⅶ 上記設備の関連設備（例：減圧弁、

配管等） 

 

＜修正理由＞ 

必要となる機能と対策の具体例として、

ナトリウム冷却型高速炉の特徴を踏まえ、

現在検討中のものを追記しました。なお、

現在検討中であることに鑑み、「必要に応

じ対策が講じられていること」としまし

た。 

 

 

113 76 第四十条解釈第 5項 

 

(c) 上記の機能を有する設備は、設計基

準事故対処設備及び２．重大事故対策

における要求事項によって整備された

設備に対して、可能な限り、多重性又

は多様性及び独立性を有し、位置的分

散を図ること。 

＜修正案＞ 

 

(c) 上記の機能を有する設備は、設計基

準事故対処設備と及び２．重大事故対

策における要求事項によって整備され

た設備にして、可能な限り、多重性又

は多様性及び独立性を有し、位置的分

散を図ること。 

 

＜修正理由＞ 

「及び２．重大事故対策における要求事項

によって整備された設備」は該当する個所

がないため削除しました。 
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114 76 第四十条解釈第 5項 

 

(d) 格納容器破損防止対策が有効に機能

しなかった場合は、制御室から移動し

緊急時制御室で対処することを想定

し、緊急時制御室の居住性について、

同様の評価を行うこと。この場合に想

定する放射性物質の放出量等は東京電

力福島第一原子力発電所事故と同等と

すること。 

 

＜修正案＞ 

 

(d) 格納容器破損防止対策が有効に機能

しなかった場合は、制御室から移動し

緊急時制御室で対処することを想定

し、緊急時制御室の居住性について、

同様の評価を行うこと。この場合に想

定する放射性物質の放出量等は東京電

力福島第一原子力発電所事故と出力規

模当たり同等とすること。 

 

＜修正理由＞ 

福島第一原子力発電所とはインベント

リ・出力が異なりますので、放出量は「出

力規模当たり」同等としたほうがよいかと

思います。 

 

 

115  第四十条解釈第 5項 

 

(f) 電源設備は、「格納容器の破損を防止

するために必要な設備」に電力を供給

するものであり、特定安全施設の第一

号及び第二号の要件を満たすこと。同

電源設備には、可搬式代替電源及び恒

設代替電源のいずれからも接続できる

こと。なお、電源設備は、特定安全施

設であるが、著しい炉心損傷のおそれ

が生じた場合にも活用可能である。 

 

＜修正案＞ 

 

(f) 電源設備は、「格納容器の破損を防止

するために必要な設備」に電力を供給

するものであり、特定安全施設の第一

号及び第二号の要件を満たすこと。同

電源設備には、可搬型可搬式代替電源

及び常設恒設代替電源のいずれからも

接続できること。なお、電源設備は、

特定安全施設であるが、著しい炉心損

傷のおそれが生じた場合にも活用可能

である。 

 

＜修正理由＞ 

規則では「可搬式」「恒設」ではなく、

「可搬型」「常設」との用語を用いていま

すので、解釈もそれに合わせました。 

 

 

116 77 第四十条解釈第 5項 

 

E 第四号における「一定期間」とは、外部

からの支援が受けられるまでの期間（例

えば、少なくとも 7 日間）必要な設備

が機能するに十分な容量を有するよう

設計を行うことをいう。 

＜修正案＞ 

 

E 第五号第四号における「一定期間」とは、

外部からの支援が受けられるまでの期

間（例えば、少なくとも 7 日間）必要

な設備が機能するに十分な容量を有す

るよう設計を行うことをいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している号番号を規則条文

に合致させました。 

 

 

117 78 第四十一条 

 

【原子炉緊急停止失敗時に原子炉を臨界

未満にするための設備】 

 

１ 「原子炉を緊急に停止することができ

ない事象のおそれがある場合」とは、原

子炉が緊急停止していなければならな

い状況にもかかわらず、原子炉出力、原

子炉圧力等のパラメータの変化から緊

急停止していないことが推定される場

＜修正案＞ 

 

【原子炉緊急停止失敗時に原子炉を未臨

界臨界未満にするための設備】 

 

１ 「原子炉を緊急に停止することができ

ない事象が発生する場合のおそれがあ

る場合」とは、原子炉が緊急停止してい

なければならない状況にもかかわらず、

原子炉出力、原子炉圧力等のパラメータ

の変化から急停止していないことが推
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

合のことをいう。 

 

２ 「原子炉を臨界未満にするために必要

な設備」とは、以下に規定する措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備等をいう。 

 

ａ)センサー出力から最終的な作動装

置の入力までの主炉停止系統から独

立した後備炉停止系（BCR）をするこ

と。 

 

ｂ）ATWS の兆候を検知した場合には、

原子炉出力を抑制するため、後備炉

停止系を自動させる装置を装備する

こと。後備炉停止系が自動的に作動

しない場合には、手動による原子炉

スクラム操作を行うこと。 

 

ｃ）ATWS の兆候を検した場合には、制

御棒保持電源のしゃ断操作を実施す

ること。 

 

ｄ）ATWS の兆候を検知した場合には、

制御棒駆動機構駆動軸の挿入操作を

行うこと。 

 

定される場合のことをいう。 

 

２ 「原子炉を未臨界臨界未満にするため

に必要な対策設備」とは、以下に規定す

る措置又はこれと同等以上の効果を有

する措置を行うための設備等をいう。 

 

ａ)センサー出力から最終的な作動装

置の入力までのロジック回路及び作

動装置が主炉停止系統から独立した

後備炉停止系（BCR）を整備すること。 

 

ｂ）原子炉主炉停止機能喪失 ATWS の兆

候を検知した場合には、原子炉出力

を抑制するため、後備炉停止系を自

動させる装置を装備すること。後備

炉停止系が自動的に作動しない場合

には、手動による原子炉スクラム操

作を行うこと。 

 

ｃ）原子炉主炉停止機能喪失 ATWS の兆

候を検した場合には、制御棒保持電

源のしゃ断操作を実施すること。 

 

ｄ）原子炉主炉停止機能喪失 ATWS の兆

候を検知した場合には、制御棒駆動

機構駆動軸の挿入操作を行うこと。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉では、センサー

出力～作動装置入力という回路部分だけ

でなく、作動装置（制御棒）そのものも独

立させて安全性を高めています。 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。また、事象

について、実用炉に合わせて英字略語では

なく正式名称で記載しました。 

 

118 81 第四十四条 

 

【圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却

するための設備】 

 

「原子炉を冷却するために必要な設備」

とは、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための設

備等をいう。 

 

 

（１）重大事故防止設備 

 

ａ）重大事故防止設備は、設計基準事

故対処設備に対して、多様性及び独

立性を有し、位置的分散を図ること。 

 

ｂ）可搬式重大事故防止設備を配備す

ること。 

 

＜修正案＞ 

 

【冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉

を冷却するための設備】 

 

「原子炉を冷却するために必要な対策

設備」とは、第四十五条に規定される措置

とあいまって、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備等をいう。 

 

（１）重大事故防止設備 

 

ａ）重大事故防止設備は、設計基準事

故対処設備に対して、多様性及び独

立性を有し、位置的分散を図ること。 

 

ｂ）可搬型可搬式重大事故防止設備を

配備すること。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

ｃ）炉心の著しい損傷に至るまでの時

間的余裕のない場合に対応するた

め、恒設重大事故防止設備を設置す

ること。 

ｃ）炉心の著しい損傷に至るまでの時

間的余裕のない場合に対応するた

め、常設恒設重大事故防止設備を設

置すること。 

 

＜修正理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。 

ナトリウム冷却型高速炉では、メンテナ

ンス冷却系等、「原子炉を冷却するための

設備」と「最終ヒートシンクへ熱を輸送す

るために必要な設備」とで共通のものが多

く、記載の区別が困難なため、「第四十五

条に規定される措置とあいまって」と追記

しました。また、規則では「可搬式」「恒

設」ではなく、「可搬型」「常設」との用語

を用いていますので、解釈もそれに合わせ

ました。 

 

119 82 第四十五条 

 

【最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の設備】 

炉心の残留熱を「最終的な熱の逃がし場

へ熱を輸送するために必要な設備」とは、

以下に規定する措置又はこれと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備等

をいう。 

＜修正案＞ 

 

【最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の設備】 

「最終ヒートシンクへ熱を輸送するた

めに必要な対策」炉心の残留熱を「最終的

な熱の逃がし場へ熱を輸送するために必

要な設備」とは、以下に規定する措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

120 82 第四十五条解釈(1) 

 

d）フィルタ・ベントを整備する場合は、

第４９条第１項(a)を準用すること。

また、その使用に際しては、敷地境

界での線量評価を行うこと。 

＜修正案＞ 

 

ｆｄ）フィルタ・ベントを整備する場

合は、解釈第四十九条第１項 a)第４

９条第１項(a)を準用すること。ま

た、その使用に際しては、敷地境界

での線量評価を行うこと。 

 

＜修正理由＞ 

 d)ではなく、f)の誤植かと思われます。 

 

 

121 83 第四十六条 

 

【原子炉格納容器内雰囲気を冷却等する

ための設備】 

 

１ 「格納容器内雰囲気の圧力及び温度を

低下させるために必要な設備」とは、以

下に規定する措置又はこれと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備

等をいう。 

 

（１）重大事故対処設備 

炉心の著しい損傷が発生した場合

＜修正案＞ 

 

【原子炉格納容器内雰囲気を冷却等する

ための設備】 

 

１ 「格納容器内雰囲気の圧力及び温度を

低下させるために必要な対策設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための

設備等をいう。 

 

（１）重大事故対処設備 

炉心の著しい損傷が発生した場合
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に、格納容器の破損を防止するため、

格納容器内雰囲気の圧力及び温度、放

射性物質濃度を低下させる設備とし

て、原子炉格納容器の冷却設備等（ア

ニュラス循環排気系空調設備）を設置

すること。 

に、格納容器の破損を防止するため、

格納容器内雰囲気の圧力及び温度、放

射性物質濃度を低下させる設備とし

て、原子炉格納容器の冷却設備等（ア

ニュラス循環排気系空調設備）を設置

すること。 

 

 

＜修正理由＞ 

水冷却炉においては、格納容器スプレイ

を念頭に置いた条文かと思われますが、ナ

トリウム冷却型高速炉では該当しないか

と思われます。また、格納容器の過圧破損

防止対策については、第四十七条と重複し

ますので、そちらで記載するのが適当で

す。 

したがって、規則には「（ナトリウム冷

却型高速炉に係る発電用原子炉施設を除

く）」と追記し、解釈では、ナトリウム冷

却型高速炉に関係する部分を削除しまし

た。 

また、タイトル及び解釈の文言を規則条

文に合致させました。 

 

122 84 第四十七条 

 

【原子炉格納容器の過圧破損を防止する

ための設備】 

 

１ 「格納容器内雰囲気の圧力及び温度を

低下させるために必要な設備」とは、以

下に規定する措置又はこれと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備

等をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

【原子炉格納容器の過圧破損を防止する

ための設備】 

 

１ 「格納容器内雰囲気の圧力及び温度を

低下させるための対策に必要な設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための

設備等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

123 84 第四十七条解釈第 1項 

 

ａ）格納容器フィルタ・ベント設備又

は格納容器再循環ユニットを設置す

ること。格納容器フィルタ・ベント

設備を設置する場合には、以下に規

定する措置又はこれと同等以上の効

果を有する措置を行うための設備等

をいう。 

＜修正案＞ 

 

ａ）格納容器フィルタ・ベント設備、

又は格納容器再循環ユニット又はア

ニュラス空間への放出設備を設置す

ること。格納容器フィルタ・ベント

設備を設置する場合には、以下に規

定する措置又はこれと同等以上の効

果を有する措置を行うための設備等

をいう。 

 

（中略） 

 

b）アニュラス空間への放出する設備を

設置する場合には、以下に規定する

措置又はこれと同等以上の効果を有

する措置を行うための設備等をい

う。 
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i) アニュラス空間へ放出された排ガ

スはアニュラス雰囲気の浄化系を

経由して放出すること。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉ではアニュ

ラス循環排気系の浄化系に期待できる

ので追記しました。 

 

124 86 第四十八条 

 

【原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却

するための設備】 

 

１ 「原子炉格納容器の下部に落下した溶

融炉心を冷却するために必要な設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための

設備等をいう。なお、格納容器下部に落

下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コ

ンクリート相互作用(MCCI)を抑制する

こと及び溶融炉心が拡がり格納容器バ

ウンダリに接触することを防止するた

めに行われるものである。 

 

＜修正案＞ 

 

【原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却

するための設備】 

 

１ 「原子炉格納容器の下部に落下し、及

び溶融した発電用原子炉の炉心を冷却

するために必要な対策」「原子炉格納容

器の下部に落下した溶融炉心を冷却す

るために必要な設備」とは、以下に規定

する措置又はこれと同等以上の効果を

有する措置を行うための設備等をいう。

なお、格納容器下部に落下した溶融炉心

の冷却は、溶融炉心・ナトリウム・コン

クリート相互作用(MCCI)を抑制するこ

と及び溶融炉心が拡がり格納容器バウ

ンダリに接触することを防止するため

に行われるものである。 

 

a) 溶融炉心によるコンクリート浸食を

抑制するために、ナトリウムによる溶

融炉心冷却に配慮したものであるこ

と。 

 

b) 溶融炉心等により昇温したコンクリ

ートから乖離する水分やその他の水分

と漏えいしたナトリウムとの反応を抑

制するものであること。 

 

＜修正理由＞ 

第三十六条第2項の解釈Fにも追記しま

したように、ナトリウム冷却型高速炉の特

徴として、「溶融炉心・ナトリウム・コン

クリート相互作用」に係る記載を追記しま

した。 

また、解釈で参照している文言を規則条

文に合致させました。 

 

 

125 86 第四十八条解釈第 1項 

 

ａ）格納容器下部注水設備を設置するこ

と。格納容器下部注水設備を設置する

場合には、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。 

 

 

ⅰ）格納容器下部炉室冷却設備（例え

ば、ポンプ車、耐圧ホース等）を整

＜修正案＞ 

 

cａ）格納容器下部炉室冷却注水設備を設

置すること。格納容器下部炉室冷却注

水設備を設置する場合には、以下に規

定する措置又はこれと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備等をい

う。 

 

ⅰ）格納容器下部炉室又はこれと連通

する部屋の冷却設備（例えば、ポン
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備すること。（可搬式の格納容器炉室

冷却設備の場合は、接続する建屋内

の流路は、予め敷設すること。） 

 

 

 

ⅱ）格納容器下部炉室冷却設備（例え

ば、窒素ガスあるいは炭酸ガスなど

の冷媒や砂、金属粒子などの紛体を

活用するもの）を整備することとし、

多重性又は多様性及び独立性を有

し、位置的分散を図ること。（ただし、

建屋内の構造上の流路及び配管を除

く。） 

 

ｂ）これらの設備は、代替交流電源から

の給電を可能とすること。 

プ車、耐圧ホース等）を整備するこ

と。（可搬型可搬式の格納容器炉室

又はこれと連通する部屋の冷却設

備の場合は、接続する建屋内の流路

は、予め敷設すること。） 

 

ⅱ）格納容器下部炉室冷却設備（例え

ば、窒素ガスあるいは炭酸ガスなど

の冷媒や砂、金属粒子などの紛体を

活用するもの）を整備することと

し、多重性又は多様性及び独立性を

有し、位置的分散を図ること。（た

だし、建屋内の構造上の流路及び配

管を除く。） 

 

dｂ）これらの設備は、代替交流電源から

の給電を可能とすること。 

 

＜修正理由＞ 

ナトリウム冷却型高速炉の特徴を踏ま

えて解釈 c)を修正しました。また、「多重

性又は多様性及び独立性を有し、位置的分

散を図ること。」の要件は、一般的要件で

あり、ここだけ記載するのはバランスがよ

くないので削除するのが適当だと考えま

す。 

 

126 87 第四十九条 

 

【水素爆発による格納容器破損を防止す

るための設備】 

 

１ 「原子炉格納容器内における水素爆発

を防止するために必要な設備」とは、以

下に規定する措置又はこれと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備

等をいう。 

 

＜FBR＞ 

a）水素濃度制御設備を設置すること。 

 

＜修正案＞ 

 

【水素爆発による格納容器破損を防止す

るための設備】 

 

１ 「原子炉格納容器内における水素爆発

を防止するために必要な対策設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための

設備等をいう。 

 

＜FBR＞ 

a）水素濃度制御設備を設置すること。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

また、この条文だけ唐突に「＜FBR＞」

となっているのは不自然なので「＜FBR＞」

は削除したほうがよいかと思います。 

 

 

127 88 第五十条 

 

【原子炉建屋等の水素爆発を防止するた

めの設備】 

 

 

 

 

 

＜修正案＞ 

 

【水素爆発による原子炉建屋等の損傷を

防止するための設備原子炉建屋等の水

素爆発を防止するための設備】 

 

１ 「原子炉建屋等」とはナトリウム冷却

型高速炉においては、格納容器外部のア

ニュラス部及び原子炉補助建屋をいう。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

１ 「原子炉建屋等内における水素爆発を

防止するために必要な設備」とは、以下

に規定する措置又はこれと同等以上の

効果を有する措置を行うための設備等

をいう。 

 

ａ）水素濃度制御設備（制御により原子

炉建屋、原子炉建屋等で水素爆発のお

それがないことを示すこと）、又は水素

排出設備（動的機器等に水素爆発を防

止する機能を付けること。放射性物質

低減機能を付けること。）を設置するこ

と。 

 

 

 

２１ 「原子炉建屋等内における水素爆発

による損傷を防止するために必要な対

策設備」とは、以下に規定する措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備等をいう。 

 

ａ）水素濃度制御設備（制御により原子

炉建屋、原子炉建屋等で水素爆発のお

それがないことを示すこと）、又は水素

排出設備（水素爆発が生じないよう希

釈すること動的機器等に水素爆発を防

止する機能を付けること。放射性物質

低減機能を付けること。）を設置するこ

と。 

 

＜修正理由＞ 

タイトル及び解釈の文言を規則条文に

合致させました。また、ナトリウム冷却型

高速炉では格納容器外部のアニュラス循

環排気系で水素を希釈放出しますので、そ

の旨を追記しました。 

 

128 89 第五十一条 

 

【使用済燃料貯蔵槽を冷却等するための

設備】 

＜修正案＞ 

 

【使用済燃料貯蔵槽を冷却等するための

設備】 

 

＜修正理由＞ 

タイトルを規則に合致させました。 

 

 

129 89 

90 

第五十一条 

 

＜修正理由＞ 

炉外燃料貯蔵槽（EVST）と使用済燃料貯

蔵プールとでは特徴・対策が異なりますの

で別々に記載したほうが適切です。なお、

この修正に伴い、オリジナルの解釈第 5項

は不要となりました。 

オリジナルの解釈 1における、規則第 2

項の事象想定に係る解釈部分は解釈 D と

して独立させました。 

また、解釈で参照している文言を規則条

文に合致させました。特に、規則では「可

搬式」ではなく「可搬型」との用語が使わ

れていますので修正しました。 

 

 

＜修正案＞ 

 

A 炉外燃料貯蔵槽においては、第 1 項の

「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯

蔵槽から水（ナトリウム冷却型高速炉に

あっては、液体）が流出した場合」とは、

設計基準対処応設備の冷却機能が喪失

した場合又は使用済燃料貯蔵槽から冷

却材が漏えいし、使用済燃料貯蔵槽中の

ナトリウム液位が低下した状態を示す。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

  １ 第 1 項の「使用済燃料貯蔵槽の冷却機

能若しくは注水機能が喪失し、又は使用

済燃料貯蔵槽から水が流出した場合」と

は、プール水の漏えいのことである。第

2 項の「使用済燃料貯蔵槽から大量の水

が漏えいした場合」とは、想定事故２に

おいて想定するプール水の漏えいを超

える漏えいである。 

 

B１ 水中に貯蔵する使用済燃料貯蔵槽に

おいては、第 1項の「使用済燃料貯蔵槽

の冷却機能若しくは注水機能が喪失し、

又は使用済燃料貯蔵槽から水（ナトリウ

ム冷却型高速炉にあっては、液体）が流

出した場合」とは、プール水の漏えいの

ことである。第 2 項の「使用済燃料貯

蔵槽から大量の水が漏えいした場合」と

は、想定事故２において想定するプール

水の漏えいを超える漏えいである。 

 

 

  ２ 第 1 項の「使用済燃料貯蔵槽内の燃料

体を冷却し、放射線を遮へいし、及び臨

界を防止するために必要な設備」とは、

以下に規定する措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を行うための設

備等をいう。 

 

 

ａ）代替注水設備として、可搬式代替注

水設備（例、注水ライン、ポンプ車）

を配備すること。 

 

ｂ）代替注水設備は、設計基準対応の冷

却、注水設備が機能喪失し及び小規模

な漏えいがあった場合でも、貯蔵槽水

位を維持できるものであること。 

 

C２ 水中に貯蔵する使用済燃料貯蔵槽に

おいては、第 1項の「使用済燃料貯蔵槽

内の燃料体を冷却し、放射線を遮へい

し、及び臨界を防止するために必要な対

策設備」とは、以下に規定する措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備等をいう。 

 

ａ）代替注水設備として、可搬型可搬式

代替注水設備（例、注水ライン、ポン

プ車）を配備すること。 

 

ｂ）代替注水設備は、設計基準対応の冷

却、注水設備が機能喪失し及び小規模

な漏えいがあった場合でも、貯蔵槽水

位を維持できるものであること。 

 

 

   D 第２項の「使用済燃料貯蔵槽から大量の

水（ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、液体）が漏えいした場合」とは、使

用済燃料貯蔵槽から水（ナトリウム冷却

型高速炉にあっては、液体）が漏えいし、

使用済燃料貯蔵槽中の水位（ナトリウム

冷却型高速炉にあっては、液位）が低下

した状態をいう。 

 

 

  ３ 第 2 項の「貯蔵槽内の燃料損傷を緩和

し、臨界を防止するために必要な設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備

等をいう。 

 

 

ａ）スプレイ設備として、可搬式スプレ

イ設備（例、スプレイヘッダ、スプレ

イライン、ポンプ車）を配備すること。 

 

 

ｂ）スプレイ設備は、代替注水設備によ

って使用済燃料貯蔵槽の水位維持でき

ない場合でも、燃料損傷を緩和できる

ものであること。 

 

E３ 水中に貯蔵する使用済燃料貯蔵槽に

おいては、第 2項の「貯蔵槽内の燃料損

傷を緩和し、臨界を防止するために必要

な対策設備」とは、以下に規定する措置

又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備等をいう。 

 

ａ）スプレイ設備として、可搬型可搬式

スプレイ設備（例、スプレイヘッダ、

スプレイライン、ポンプ車）を配備す

ること。 

 

ｂ）スプレイ設備は、代替注水設備によ

って使用済燃料貯蔵槽の水位維持でき

ない場合でも、燃料損傷を緩和できる

ものであること。 

 

 

  ４ 第 1 項及び第 2 項の設備等として、使

用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によるこ

と。 

F４ 第 1項及び第 2項の設備等として、使

用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によるこ

と。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、貯蔵槽水

温度、貯蔵槽上部の空間線量率につい

て、設計基準を超える事故により変動

する可能性のある範囲にわたり測定可

能であること。 

 

 

 

ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流

電源が必要な場合には、代替電源から

の給電を可能とすること。 

 

ｃ）貯蔵槽の状態をカメラにより監視で

きること。 

 

 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位（ナトリウ

ム冷却型高速炉にあっては、液位）、貯

蔵槽水（ナトリウム冷却型高速炉にあ

っては、液体）温度、貯蔵槽上部の空

間線量率について、設計基準を超える

事故により変動する可能性のある範囲

にわたり測定可能であること。 

 

ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流

電源が必要な場合には、代替電源から

の給電を可能とすること。 

 

ｃ）貯蔵槽の状態をカメラにより監視で

きること。 

 

  ５ 炉外燃料貯蔵槽については、上記に規

定する措置又はこれと同等以上の効果

を有する措置を行うこと。 

５ 炉外燃料貯蔵槽については、上記に規

定する措置又はこれと同等以上の効果

を有する措置を行うこと。 

 

不要になりま

した。 

130 91 第五十二条 

 

【工場又は事業所外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備】 

 

「敷地外への放射性物質の拡散を抑制す

る設備、手順等」とは、以下に規定する措

置又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備、手順等をいう。 

 

 

 

(a) 水素爆発を防止するための設備を、

炉外燃料貯蔵槽（EVST）及び燃料池（使

用済燃料貯蔵プール）を配置した建屋

に設置すること。 

 

 

 

 

 

(b) 使用済燃料貯蔵プールの燃料損傷に

至った場合のために、原子炉補助建物

に放水できる設備を配備すること。 

 

(c) 放水設備は、航空機燃料火災に対応

できること。 

 

(d) 放水設備は、移動する等して、複数

の方向から原子炉補助建屋に向けて放

水することが可能なこと。 

 

(e) 放水設備は、複数プラント同時使用

を想定し、所内プラント基数の半数分

（端数は切り上げ）を配備すること。 

 

(f) 海洋への放射性物質の拡散を抑制す

る設備、手順等を整備すること。 

＜修正案＞ 

 

【工場又は事業所外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備】 

 

「工場又は事業所の外への放射性物質の

拡散を抑制するために必要な対策」「敷

地外への放射性物質の拡散を抑制する

設備、手順等」とは、以下に規定する措

置又はこれと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備、手順等をいう。 

 

(a) 水素爆発を防止するための設備を、

炉外燃料貯蔵槽（EVST）及び燃料池（使

用済燃料貯蔵プール）を配置した建屋

に設置すること。 

 

(a) 炉外燃料貯蔵槽は水素爆発を防止す

るため不活性ガス雰囲気の部屋に設置

すること。 

 

(b) 使用済燃料貯蔵プールの燃料損傷に

至った場合のために、原子炉補助建物

に放水できる設備を配備すること。 

 

(c) 放水設備は、航空機燃料火災に対応

できること。 

 

(d) 放水設備は、移動する等して、複数

の方向から原子炉補助建屋に向けて放

水することが可能なこと。 

 

(e) 放水設備は、複数プラント同時使用

を想定し、所内プラント基数の半数分

（端数は切り上げ）を配備すること。 

 

(e)(f) 海洋への放射性物質の拡散を抑

制する設備、手順等を整備すること。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

(g) EVST については、上記と同等以上の

対応を行うこと。 

 

(g) EVST については、上記と同等以上の

対応を行うこと。 

 

＜修正理由＞ 

炉外燃料貯蔵槽と使用済燃料貯蔵プー

ルとでは特徴・対策が異なりますので別々

に記載するほうが適切です。 

また、解釈で参照している文言を規則条

文に合致させました。 

 

131 92 第五十三条 

 

【全ての原子炉緊急停止機能の失敗時に

格納容器破損を防止するための設備】 

 

 

「全ての原子炉停止機能が喪失した事象」

とは、以下の事故シーケンスグループに所

属する事故とする。 

 

 

 

１）原子力規制委員会が指定する事故シー

ケンスグループ 

① 流量減少時炉停止機能全喪失事象（一

次冷却材流量減少時反応度抑制機能喪

失事象：ULOF） 

 

② 反応度挿入時炉停止機能全喪失事象

（制御棒誤引抜時反応度抑制機能喪失

事象：UTOP） 

 

＜修正案＞ 

 

【原子炉停止系統全ての原子炉緊急停止

機能の失敗時に格納容器破損を防止す

るための措置設備】 

 

「炉心における一次冷却材流量が減少し、

かつ、全ての原子炉停止系統が機能しな

い場合が喪失した事象」とは、以下の事

故シーケンスグループに所属する事故

とする。 

 

 

１）原子力規制委員会が指定する事故シー

ケンスグループ 

① 流量減少時炉停止機能全喪失事象（一

次冷却材流量減少時反応度抑制機能喪

失事象：ULOF） 

 

② 反応度挿入時炉停止機能全喪失事象

（制御棒誤引抜時反応度抑制機能喪失

事象：UTOP） 

 

なお、「原子炉停止系統が機能しない場

合」とは、主炉停止系と後備炉停止系

の機能喪失をいう。 

 

＜修正理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。 

また、「原子炉停止系統が機能しない場

合」の定義を明確にする必要がありますの

で、解釈にて定義しました。 
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132 93 第五十四条 

 

【水源及び供給設備】 

 

第五十六条 

 

１ 「設計基準事故対処設備の対処に必要

な水源に加え、重大事故等の対処に必要

な十分な量の水源を確保し、及び設計基

準対処設備及び重大事故対処設備に十

分な量の水を供給するために必要な設

備」とは、以下に規定する措置又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備等をいう。 

 

 

＜修正案＞ 

 

【重大事故等の収束に必要な水源及び水

の供給設備水源及び供給設備】 

 

第五十六条 

 

１ 「設計基準事故の収束に必要な水源に

加え、重大事故等に対処するために必要

かつ十分な量の水源を確保し、かつ、設

計基準事故対処設備及び重大事故対処

設備に重大事故等の収束に必要かつ十

分な量の水を供給するために必要な対

策」「設計基準事故対処設備の対処に必

要な水源に加え、重大事故等の対処に必

要な十分な量の水源を確保し、及び設計

基準対処設備及び重大事故対処設備に

十分な量の水を供給するために必要な

設備」とは、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

タイトル及び解釈で参照している文言

を規則条文に合致させました。また、不要

な「第五十六条」を削除しました。 

 

 

133 94 第五十五条 

 

【電源設備】 

1「必要な電力を確保するために必要な設

備」とは、以下に規定する措置又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備等をいう。 

 

 

（代替電源設備） 

 

2 代替電源設備を設けること。 

 

ａ）重大事故防止設備は、設計基準事故

対処設備に対して、独立性を有し、位

置的分散を図ること。 

 

ｂ）可搬式代替電源（例、電源車、バッ

テリ）を配備すること。 

 

ｃ）恒設代替電源として交流電源及び直

流電源を設置すること。 

 

 

（所内直流電源の容量） 

 

ａ）所内恒設蓄電式直流電源設備は、負

荷切り離しを行わずに 8 時間、電気の

供給が可能であること。ただし、「負荷

切り離しを行わずに」には、中央制御

室又は隣接する電気室等において簡易

＜修正案＞ 

 

【電源設備】 

1 「必要な電力を確保する対策」「必要な

電力を確保するために必要な設備」と

は、以下に規定する措置又はこれと同等

以上の効果を有する措置を行うための

設備等をいう。 

 

（代替電源設備） 

 

2 代替電源設備を設けること。 

 

ａ）重大事故防止設備は、設計基準事故

対処設備に対して、独立性を有し、位

置的分散を図ること。 

 

ｂ）可搬型可搬式代替電源（例、電源車、

バッテリ）を配備すること。 

 

ｃ）常設恒設代替電源として交流電源及

び直流電源を設置すること。 

 

 

（所内直流電源の容量） 

 

ａ）所内常設恒設蓄電式直流電源設備は、

負荷切り離しを行わずに 8 時間、電気

の供給が可能であること。ただし、「負

荷切り離しを行わずに」には、中央制

御室又は隣接する電気室等において簡
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

な操作で負荷の切り離しを行う場合を

含まない。加えて、必要な負荷以外を

切り離して残り 16 時間の合計 24 時

間にわたり、電気の供給を行うことが

可能であること。 

 

ｂ）24 時間にわたり、事故の対応に必要

な設備に電気の供給を行うことが可能

である可搬式直流電源設備を整備する

こと。 

 

 

易な操作で負荷の切り離しを行う場合

を含まない。加えて、必要な負荷以外

を切り離して残り 16 時間の合計 24 

時間にわたり、電気の供給を行うこと

が可能であること。 

 

ｂ）24 時間にわたり、事故の対応に必要

な設備に電気の供給を行うことが可能

である可搬型可搬式直流電源設備を整

備すること。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。特に、規則では「可搬式」

「恒設」ではなく、「可搬型」「常設」との

用語を用いていますので、解釈もそれに合

わせました。 

 

134 95 第五十五条 

 

ｃ）更なる信頼性を向上するため、負荷

切り離し（中央制御室又は隣接する電

気室等において簡易な操作で負荷の切

り離しを行う場合を含まない）を行わ

ずに 8 時間、加えて、必要な負荷以外

を切り離して残り 16 時間の合計 24 

時間にわたり、事故の対応に必要な設

備に電気の供給を行うことが可能であ

るもう１系統の特に高い信頼性を有す

る所内恒設直流電源設備（3 系統目）

を整備すること。 

 

＜修正案＞ 

 

ｃ）更なる信頼性を向上するため、負荷

切り離し（中央制御室又は隣接する電

気室等において簡易な操作で負荷の切

り離しを行う場合を含まない）を行わ

ずに 8 時間、加えて、必要な負荷以外

を切り離して残り 16 時間の合計 24 

時間にわたり、事故の対応に必要な設

備に電気の供給を行うことが可能であ

るもう１系統の特に高い信頼性を有す

る所内恒設直流電源設備（3 系統目）

を整備すること。 

 

（中略） 

 

3 第２項に規定する「常設の直流電源設

備」とは、以下に規定する設備又はこれ

と同等以上の効果を有する設備とする。 

 

a）更なる信頼性を向上するため、負荷切

り離し（中央制御室又は隣接する電気

室等において簡易な操作で負荷の切り

離しを行う場合を含まない）を行わず

に 8 時間、加えて、必要な負荷以外を

切り離して残り 16 時間の合計 24 時

間にわたり、事故の対応に必要な設備

に電気の供給を行うことが可能である

もう１系統の特に高い信頼性を有する

所内常設直流電源設備（3 系統目）を

整備すること。 

 

＜修正理由＞ 

オリジナルの解釈 c)が当初の位置「（所

内直流電源の容量）」にあると、「第五十五

条：電源設備」第１項で代替電源設備とし

て、常設代替直流電源の設置を要求し、第

２項で更に加えて常設の直流電源の設置

を要求することになってしまいますので、

「(17)実用炉設置許可基準規則解釈」同
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

様、別項目（解釈第 3項）にし、規則第 2

項に限定する解釈としたほうが適切だと

考えます。 

 

135 96 

 

第五十六条 

 

【計装設備】 

１ 「発電用原子炉施設の必須の情報を計

測することが困難になった場合であつ

ても当該情報を推定することができる

設備」とは、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。なお、「原子炉

施設の必須の情報」とは、事業者が検討

すべき炉心損傷防止対策及び格納容器

破損防止対策を成功させるために把握

することが必要な原子炉施設の状態を

意味する。 

 

 

＜修正案＞ 

 

【計装設備】 

１ 「必要な情報を計測することが困難に

なった場合であつても当該情報を推定

するために有効な情報を把握できる対

策」「発電用原子炉施設の必須の情報を

計測することが困難になった場合であ

つても当該情報を推定することができ

る設備」とは、以下に規定する措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備等をいう。なお、「事故

に対処するために必要な情報」「原子炉

施設の必須の情報」とは、事業者が検討

すべき炉心損傷防止対策及び格納容器

破損防止対策を成功させるために把握

することが必要な原子炉施設の状態を

意味する。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

136 97 

 

第五十七条 

 

【原子炉制御室】 

 

１ 「可能な限り運転員がとどまることが

できる設備」とは、以下に規定する措置

又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備等をいう。 

 

ａ）制御室用の電源（空調、照明他）は、

代替交流電源からの給電を可能とする

こと。 

 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の

制御室の居住性について、次のとおり、

評価すること。 

 

① 有効性評価で想定する格納容器破

損モードのうち、制御室の運転員の

被ばくの観点から結果が最も厳しく

なる事故収束に成功した事故シーケ

ンス（例えば、炉心の著しい損傷の

後、格納容器フィルタ・ベント等の

格納容器破損防止対策が有効に機能

した場合）を想定 

＜修正案＞ 

 

【原子炉制御室】 

 

１ 「可能な限り運転員がとどまることが

できる対策設備」とは、以下に規定する

措置又はこれと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備等をいう。 

 

ａ）制御室用の電源（空調、照明他）は、

代替交流電源からの給電を可能とする

こと。 

 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の

制御室の居住性について、次のとおり、

評価すること。 

 

① 解釈第三十六条有効性評価で想定

する格納容器破損モードのうち、制

御室の運転員の被ばくの観点から結

果が最も厳しくなる事故収束に成功

した事故シーケンス（例えば、炉心

の著しい損傷の後、格納容器フィル

タ・ベント等の格納容器破損防止対

策が有効に機能した場合）を想定 

 

＜修正理由＞ 

現在の知見では水素蓄積による格納容

器破損までには年オーダを要しますが、そ

の間に放射性ヨウ素の壊変してしまいま
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

す。代表的な事故シーケンスについては現

在検討中ですので、例示からは削除したほ

うが適当です。 

また、解釈で参照している文言を規則条

文に合致させました。 

 

137 98 第五十八条 

 

【監視測定設備】 

１ 「放出される放射性物質の濃度及び放

射線量を計測又は監視及び記録できる

設備」とは、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。 

 

 

ａ）モニタリング設備は、炉心損傷及び

格納容器破損した場合に放出されると

想定される放射性物質及び放射線を測

定できるものであること。 

 

ｂ）恒設モニタリング設備（例：モニタ

リングポスト）が機能喪失しても代替

し得る十分な台数のモニタリングカー

又は可搬式代替モニタリング設備を配

備すること。 

 

ｃ）恒設モニタリング設備は、代替交流

電源からの給電を可能とすること。 

＜修正案＞ 

 

【監視測定設備】 

１ 「放出される放射性物質の濃度及び放

射線量の監視及び測定を実施し、並びに

を計測又は監視及び記録できる対策設

備」とは、以下に規定する措置又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備等をいう。 

 

ａ）モニタリング設備は、炉心損傷及び

格納容器破損した場合に放出されると

想定される放射性物質及び放射線を測

定できるものであること。 

 

ｂ）常設恒設モニタリング設備（例：モ

ニタリングポスト）が機能喪失しても

代替し得る十分な台数のモニタリング

カー又は可搬型可搬式代替モニタリン

グ設備を配備すること。 

 

ｃ）常設恒設モニタリング設備は、代替

交流電源からの給電を可能とするこ

と。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。特に、規則では「可搬式」

「恒設」ではなく、「可搬型」「常設」との

用語を用いていますので、解釈もそれに合

わせました。 

 

 

138 99 第五十九条 

 

【緊急時対策所】 

１ 「当該事故に対処するための本部とし

ての機能を維持できるもの」とは、以下

に規定する措置又はこれと同等以上の

効果を有する措置を行うための設備等

をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

【緊急時対策所】 

１ 「原子力事業所災害対策の実施を統括

するための機能を維持できるもの」「当

該事故に対処するための本部としての

機能を維持できるもの」とは、以下に規

定する措置又はこれと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備等をい

う。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 

 

 

139 99 第五十九条解釈第 1項 

 

ｆ）B-DBA 時の緊急時対策所の居住性に

ついては、次のとおり評価すること。 

 

＜修正案＞ 

 

ｆ）B-DBA 時の緊急時対策所の居住性に

ついては、次のとおり評価すること。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

① 想定する放射性物質の放出量等は

東京電力福島第一原子力発電所事故

と同等とすること 

① 想定する放射性物質の放出量等は

出力規模当たり東京電力福島第一原

子力発電所事故と同等とすること 

 

＜修正理由＞ 

福島第一原子力発電所とはインベント

リ・出力が異なりますので、放出量は「出

力規模当たり」同等としたほうがよいかと

思います。 

 

140 101 第六十条 

 

【通信連絡設備】 

１ 「連絡をとるために必要な措置」とは、

以下に規定する措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を行うための設

備等をいう。 

 

＜修正案＞ 

 

【通信連絡設備】 

１ 「工場又は事業所の外と事故に対処す

るために必要な通信連絡を行うことが

できる対策」「連絡をとるために必要な

措置」とは、以下に規定する措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備等をいう。 

 

＜修正理由＞ 

解釈で参照している文言を規則条文に

合致させました。 
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パブリックコメント対象文書： 

(24)研究開発段階における発電の用に供する原子炉及びその附属施設に関する技術基準を定める規則の解

釈（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体  ・本解釈では、「(18)実用炉の技術基準を

定める解釈」とは異なり、(9)研開炉の技

術基準を定める規則における全ての解

釈がない状況である。そのため、「(18)実

用炉の技術基準を定める解釈」と同様な

ものを制定願う。 

 

 

2 全体  ・今回の改正においては、法令則が性能

規定化された条文となっていることから、

性能達成に必要な手段が解釈に相当す

るため、解釈がない場合に、今後の改造

工事の手続きができない可能性があるた

め、何らかの対応策を早急に提示願いた

い。 

（例：「(18)実用炉の技術基準を定める解

釈」では、第３２条に発火基準の適用範

囲に関する記載（Ｐ７３）があり、具体的な

実用炉の範囲図が添付されているのに

対して、高速炉の範囲図がないため、改

造場所によっては、どの基準を使用する

のか判断出来ないところがある。） 
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パブリックコメント対象文書： 

（25）研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品

質管理の方法及びその検査のための組織の基準に関する規則の解釈（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体 全体 本内規（25）は、内規の（20）「実用発電用原

子炉係る発電用原子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の方法及びその検査の

ための組織の基準に関する規則の解釈（仮

称）」と比較して、規則名称以外同じ記載であ

ることから、パブリックコメントにより内規（20）

に変更を加える場合には、本内規（25）にも

同様の変更を反映していただくようお願いい

たします。 

【理由】 

実用発電用原子炉と研究開発段階炉に対す

る内規の不整合をなくすため。 

 

 

2 全体 全体 新たな品質保証の基準を導入するに当たっ

て、事業者が原子力安全のための品質保証

活動を継続的かつ円滑に遂行するために

は、これまで規制がエンドースし事業者が品

質 保 証 活 動 の 基 礎 と し て き た

「JEAC4111-2009」と新たな品質保証に係る

「技術基準に関する規則」との関係を明確し

ておく必要がある。したがって、本内規には、

JEAC4111-2009 をベースとする該当項目

に、「JEAC4111-2009 相当である。」ことを記

載していただくようお願いいたします。 

【理由】 

事業者が原子力安全のための品質保証活

動を継続的かつ円滑に遂行できるようにする

ため 

 

 

3 全体 全体 委員会規則（10）「研究開発段階における発

電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉

設置者の設計及び工事に係る品質管理の方

法及びその検査のための組織の技術基準に

関する規則」においては、安全文化醸成活動

に関する多岐に渡る要求が付加されている

が、これは事業者を対象とした規制要求であ

ると理解する。一方、同委員会規則（10）の

第三十七条第１項五においては、事業者が

調達先にも安全文化醸成活動を要求するこ

とが記載されているが、この要求は、調達先

にまで事業者と同等の多岐に渡る安全文化

醸成活動を要求しているものではないと考え

ます。具体的な調達先への要求事項は、事
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

業者がグレードに応じて安全文化醸成活動

の程度を決めるものであると考えますので、

このことを本内規（25）において明確化してい

ただくようお願いいたします。 

【理由】 

安全文化醸成活動の運用を明確化するた

め。 

 

4 全体 全体 委員会規則（10）「研究開発段階における発

電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉

設置者の設計及び工事に係る品質管理の方

法及びその検査のための組織の技術基準に

関する規則」において、主語として使用され

て い る 「 発 電用原子炉設置者 」 は 、

JEAC4111-2009 における「組織」のことと理

解しますが、設計及び工事段階を規制する

本技術基準と運転段階を規制する研究開発

段階炉則（品質保証）との等価性を明確にす

るために、「発電用原子炉設置者」が「組織」

と同等であることを本内規（25）において明確

化していただくようお願いいたします。 

【理由】 

「発電用原子炉設置者」が「組織」と同等であ

ることは自明であるが、解釈に明記していた

だき、運用時の混乱を防止するため。 

 

 

5 1/15 第２条（定義） 

２ 第２項第１号に規定する「安全文

化を醸成する活動」には、例えば以

下のような活動がある。 

・原子力安全に対する個人及び集

団としての決意を表明し、実践する

こと。 

・原子力安全に対する当事者意識を

高めること。 

・信頼、協働、自由なコミュニケーシ

ョンを奨励し、より良い労働環境条

件の改善に努め、人的・組織的問 

題の報告を重視する開かれた文化

を構築すること。 

・原子力安全が損なわれることのな

いように、構築物、系統及び機器の

欠陥に関する報告を適切に行う 

こと。 

・特定された問題及び改善提案に対

する迅速な対応を行うこと。 

・組織が、継続的に、安全と安全文

化を高め、改善するための手段を持

つこと。 

・原子力安全に対する組織及び個

安全文化の例示は、既存の安全文化ガイド

ラインと不整合となっていることから、両者の

関係を明確にしていただくようお願いいたし

ます。 

【理由】 

安全文化の例示が、既存の安全文化ガイド

ラインと不整合となっているため。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

人の責任と説明責任を果たすこと。 

・原子力安全に関し、組織のあらゆ

る階層において問い掛ける姿勢及

び学習する姿勢を奨励し、慢心を 

戒めるための方策を模索し実施す

ること。 

・組織内での安全及び安全文化に

関する重要な要素について共通な

理解を促進すること。 

・自らの業務及び職場環境に関連し

たリスクを認識し、起こりうる結果を

理解すること。 

・全ての活動において慎重な意志決

定をすること。 

6 2/15 第３条（品質管理監督システムに係

る要求事項） 

１ 第１項に規定する「品質管理監督

システムを確立し、実施するととも

に、その実効性を維持しなければな 

らない」とは、「品質管理監督システ

ムで規定した一連のプロセスの運用

と管理の結果、保安の確保が維持

されているとともに、品質管理監督

システムの不備について、当該シス

テムの原因を究明し、是正処置や予

防処置を通じて原因の除去を継続

的に行うこと」をいう。 

委員会規則（10）において「実効性の維持」

「実効性の確保」「実効性の評価」等の記載

が用いられていますが、これらの「実効性」

が、委員会規則（10）の全体に渡って、

ISO9001 の「有効性」に相当するのであれ

ば、本内規（25）において、その旨を明確にし

ていただくようお願いいたします。 

【理由】 

用語の明確化のため。 

 

 

7 4/15 第１０条（品質方針） 

１ 「組織運営に関する方針と整合

性の と れ た も の 」 と は 、 「 The 

Management System for Facilities 

and Activities, Safety Standards 

Series No.GS-R-3(2006)」の統合マ

ネジメントシステムの目的を達成す

るため、本規則で定める品質方針

がその他の方針と整合が図られて

いることをいう。 

「統合マネジメントシステム」の表現は、委員

会規則（10）の要求事項を超える要求をして

いるように読めるため、「統合マネジメントシ

ステムの目的を達成するために」の表現は

削除していただくようお願いいたします。 

【理由】 

解釈に記載された「統合マネジメントシステ

ム」の表現が、委員会規則（10）の要求事項

を超える要求をしているように読めるため。 
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パブリックコメント対象文書： 

（26）研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準(案) 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 － （全体・共通事項） 実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準(案) (以下

「実用発電用原子炉の審査基準」という)

において、適用文章及び「Ⅰ.定義」の項

目の記載がある。 

本審査基準に適用文章及び定義の項

目の記載がないので追加願う。 

 

2 2 目次 

Ⅰ要求事項 1.7 最終的な熱の逃が

し場へ熱を輸送するための手順等 

研究開発段階における発電の用に供

する原子炉及びその付属施設の位置、

構造及び設備の基準を定める規則

(案)(以下「基準規則」という。)基準規則

第四十五条の表題について「最終ヒート

シンクへ熱を輸送するための～」となって

いる。本項目の表題は「最終的な熱の逃

がし場へ熱を輸送するための～」となっ

ているので整合願う。 

3頁、6頁及び18

頁の表題並びに

28 項の解釈第

二項（表題を引

用）についても同

様の記載 

3 2 目次 

Ⅰ要求事項 1.14 水源及び水供給

設備 

基準規則第五十四条の表題について

「重大事故等の収束に必要な水源及び

水の供給設備」となっている。本項目の

表題は「水源及び水供給設備」となって

いるので整合願う。 

3頁、7頁及び22

頁の表題につい

ても同様の記載 

4 2 目次 

Ⅰ要求事項 1.16 制御室 

基準規則第五十七条の表題について

「原子炉制御室」となっている。本項目の

表題は「制御室」となっているので整合願

う。 

3頁、8頁及び24

頁の表題につい

ても同様の記載 

5 2 目次 

Ⅰ要求事項 2.1 可搬設備等による

対応 

実用発電用原子炉の審査基準におい

て、表題において「可搬型設備等の対

応」となっている。本項目の表題は「可搬

設備等の対応」となっているが区別化し

ているのか。 

3頁、9頁及び28

頁の表題につい

ても同様の記載 

6 3 目次 

Ⅱ要求事項の解釈 1.5 冷却材圧力

バウンダリを減圧するための手順等 

基準規則第四十三条において、表題

が「冷却材バウンダリ～」となっている。

本項目の表題は「冷却材圧力バウンダリ

～」となっているので整合願う。 

6頁及び17頁の

表題並びに 28

項の解釈第二項

（表題を引用）に

ついても同様の

記載 

7 3 目次 

Ⅱ要求事項の解釈 1.6 冷却材圧力

バウンダリ低圧時に原子炉を冷却

するための手順等 

基準規則第四十四条において、表題

が「冷却材バウンダリ～」となっている。

本項目の表題は「冷却材圧力バウンダリ

～」となっているので整合願う。 

6頁及び18頁の

表題並びに 28

項の解釈第二項

（表題を引用）に

ついても同様の

記載 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

8 4 Ⅰ 1. 1(1)②の内容 

「原子炉設置者において、可搬式の

重大事故対処設備～」 

基準規則第三十七条第五項において

は「可搬型重大事故対処設備」となって

いる。本記載は「可搬式」となっているの

で整合願う。 

4頁及び 11頁に

ついても同様の

記載 

9 5 Ⅰ 1. 1(2)③の内容 

「～必要となるアクセスルートを確保

するよう、実効性のある設計対応及

び運用管理を行う方針であること。」 

『1. 1(1)②アクセスルートの確保』の項

目では「～必要となるアクセスルートを確

保するよう、実効性のある運用管理を行

う方針であること。」となっている。本文に

おいて「設計対応」と記載されているが

「設計対応」とはどの様なことを示すのか

解釈にて記載願う。 

 

10 5 Ⅰ 1.4 の内容 

「原子炉設置者～において、冷却材

圧力バウンダリが高圧の状態で～」 

基準規則第四十二条では「冷却材バ

ウンダリ」と記載されており、「冷却材圧

力バウンダリ」ではないことから整合願

う。 

 

11 6 Ⅰ 1.5 の内容 

「原子炉設置者～において、冷却材

圧力バウンダリ～を防止するため、

冷却材圧力バウンダリ～」 

基準規則第四十三条では「冷却材バ

ウンダリ」と記載されており、「冷却材圧

力バウンダリ」ではないことから整合願

う。 

 

12 6 Ⅰ 1.6 の内容 

「原子炉設置者(ナトリウム冷却型高

速炉に係る発電用原子炉施設を除

く。)において、冷却材圧力バウンダ

リ～」 

基準規則第四十四条では「冷却材バ

ウンダリ」と記載されており、「冷却材圧

力バウンダリ」ではないことから整合願

う。 

 

13 6 Ⅰ 1.6 の内容 

「原子炉設置者(ナトリウム冷却型高

速炉に係る発電用原子炉施設を除

く。)において、冷却材圧力バウンダ

リ～」 

基準規則第四十四条では (ナトリウム

冷却型高速炉に係る発電用原子炉施設

を除く。)の記載がないので整合願う。 

 

14 6 Ⅰ 1.7 の内容 

「原子炉設置者において、設計基準

事故対処設備の最終的な熱の逃が

し場へ熱を輸送する～を防止するた

め、最終的な熱の逃がし場へ熱を輸

送する～」 

基準規則第四十五条では「最終ヒート

シンクへ熱を輸送する～」となっており

「最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する

～」となっていないので整合願う。 

 

15 6 Ⅰ 1.7 の内容 

「～格納容器破損（炉心損傷前に生

じるものに限る。）～」 

 

 基準規則第四十五条では「～格納容器

破損（炉心の著しい損傷後に発生するも

のに限る。）～」となっているので整合願

う。 

 

16 6 Ⅰ 1.9 の内容 

「～炉心の著しい損傷が発生した場

合において格納容器破損～」 

 基準規則第四十七条では「～炉心の著

しい損傷が発生したことに伴い格納容器

の圧力が異常に上昇した場合において

格納容器破損～」となっているので整合

願う。 

 

17 7 Ⅰ 1.10 の内容 

「原子炉設置者において、格納容器

破損を防止するため～」 

基準規則第四十八条では「炉心の著し

い損傷が発生した場合において格納容

器破損を防止するため」と記載しており、

「格納容器破損を防止するため」と記載し

ていないことから整合願う。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

18 7 Ⅰ 1.11 の内容 

「原子炉設置者において、原子炉格

納容器内の水素による爆発～」 

基準規則第四十九条では「炉心の著し

い損傷が発生した場合においても原子炉

格納容器内の水素による爆発」と記載し

ており、「原子炉格納容器内の水素によ

る爆発」と記載していないことから整合願

う。 

 

19 7 Ⅰ 1.12 の内容 

「原子炉設置者において、水素爆発

による原子炉建屋その他の原子炉

格納容器から漏えいする～」 

基準規則第五十条では「炉心の著しい

損傷が発生した場合において～」と記載

しており、本文では当該内容の記載がな

いことから整合願う。 

 

20 7 Ⅰ 1.13 の内容 

「～使用済燃料貯蔵槽の冷却機能

又は注水の機能が喪失し、若しく

は、貯蔵槽から～」 

「使用済燃料貯蔵槽」と「貯蔵槽」の記載

があるので整合願う。 

 

21 7 Ⅰ 1.14 の内容 

「原子炉設置者において、重大事故

に至るおそれがある事故又は重大

事故が発生した場合において～」 

「重大事故に至るおそれがある事故」

とは具体的にどのような事象を想定して

いるのか明確にして頂きたい。 

 

22 7 Ⅰ 1.14 の内容 

「～設計基準対処設備及び重大事

故対処設備へ十分な量の水を供給

するため～」 

基準規則第五十四条は「～設計基準

対処設備及び重大事故対処設備に重大

事故等の収束に必要かつ十分な量の水

を供給するため～」で、本文は「～設計基

準対処設備及び重大事故対処設備へ十

分な量の水を供給するため～」と記載さ

れているので、下線部分の記載の整合

願う。 

 

23 7 Ⅰ 1.15 の内容 

「～重大事故に至るおそれがある場

合において、炉心の著しい損傷、格

納容器破損、貯蔵槽内の燃料損傷

及び停止中原子炉の燃料損傷を防

止するために～」 

基準規則第五十五条では「～重大事

故に至るおそれがある事故が発生した場

合において、炉心の著しい損傷、格納容

器破損(炉心の著しい損傷後に発生する

ものに限る。)、貯蔵槽内の燃料体の著し

い損傷及び運転停止中原子炉燃料体の

著しい損傷を防止するために～」と記載

されているので、下線部分の記載の整合

願う。 

 

24 8 Ⅰ 1.18 の内容 

「原子炉設置者において～故障によ

り原子炉容器の圧力、温度、水位

(ナトリウム冷却型高速炉にあって

は、液体)その他発電用原子炉施設

の必須の情報を計測～」 

基準規則第五十六条では「～必要の

情報を計測」と記載しており、「～必須の

情報を計測」と記載していないことから整

合願う。 

25 頁の 1.18 の

要求事項につい

ても、本文を引

用しているため

修正が必要。 

25 9 Ⅰ 1.19 第一項の内容 

「発電用原子炉施設から放出される

放射性物質及び放射線の状況を監

視、測定及び記録できる～」 

基準規則第五十八条第一項では「発

電用原子炉施設から放出される放射性

物質の濃度及び放射線量の監視及び測

定を実施し、並びに記録できる～」と記載

されているので、下線部分の記載の整合

願う。 

 

26 9 Ⅰ 1.21 の内容 

「原子炉設置者において、重大事故

等が発生した場合において、工場又

基準規則第五十二条では「炉心の著し

い損傷及びそれにより発生する格納容

器破損又は貯蔵槽内燃料体の著しい損
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

は事業所外への放射性物質の拡散

を抑制する～」 

傷に至った場合において」と記載してお

り、「重大事故等が発生した場合におい

て」と記載されていないことから整合願

う。 

27 9 Ⅰ 2.1 第一項の内容 

「～又は意図的な航空機衝突等の

テロリズムなどにより～」 

本文中の「意図的な航空機衝突等の

テロリズムなど」の「など」とは具体的にど

のような事象か明確にして頂きたい。 

 

28 9 Ⅰ 2.1 第一項第五号の内容 

「使用済燃料貯蔵プールにおいて

～」 

「使用済燃料貯蔵槽」(7 項の 1.13)と「使

用済燃料貯蔵プール」の記載があるが区

別していないのであれば整合願う。 

 

29 15 Ⅱ 1.3 解釈第二項の内容 

「第 1 項に規定する～とは、以下に

規定する措置～」 

「以下に規定する」とは具体的に何を示し

ているのか解釈に記載願う。 

 

30 22 Ⅱ 1.13 解釈第一項 解釈文中に『「使用済燃料貯蔵プール

における燃料損傷防止対策の有効性評

価」で定義する想定事故 2』とは、具体的

にどのような事象を示すのか記載願う。 

 

31 25 Ⅱ 1.18 解釈第一項及び第二項 基準規則第五十六条では「～必要の

情報を計測」と記載しており、「～必須の

情報を計測」と記載していないことから整

合願う。 

 

32 26 Ⅱ 1.19 解釈第一項 原子炉施設敷地外(陸上及び海上)の

緊急時モニタリングについては、国、地方

公共団体、事業者で実施することが、環

境放射線モニタリング指針と、これに基

づく地方公共団体の実施要領で定めら

れている。また、実用発電用原子炉の審

査基準において、環境モニタリングの手

順等には「敷地外でのモニタリングは他

の機関との適切な連携体制を構築する」

との記載があるので、本解釈に上記内容

を記載願う。 

 

33 26 Ⅱ 1.19 解釈 陸上及び海上のモニタリング範囲、及

び海上モニタリングの方法を具体的に本

解釈へ記載願う。 

 

34 27 Ⅱ 1.21 表題が「敷地外への～」となっており、

目次の表題が「工場又は事業所外への

～」となっているため整合願う。 

 

35 28 Ⅱ 2.1 解釈第一項  解釈第一項の最後に「（意図的な航空

機衝突により制御建屋等が内部火災に

より機能を喪失した場合、特定安全施設

にて格納容器破損を防止。）」と記載され

ているが、実用発電用原子炉の審査基

準には記載がないので整合願う。 
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パブリックコメント対象文書： 

(27)研究開発段階にある発電の用に供する原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の

審査内規 

№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体  「（22）実用発電用原子炉及びその附属

施設における発電用原子炉施設保安規

定の審査内規」に、パブリックコメントに

より変更を加える場合には、研究開発段

階炉特有の部分を除き、本審査内規に

も同様の変更を反映していただくようお

願いいたします。 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

 

2 1 （略） 

したがって、保安規定の審査にお

ける基準を明確にする観点から、

保安規定の認可の審査に当たって

確認すべき事項等を内規として定

める。 

 

「事項等」の「等」を明確に記載願いま

す。 

【理由】 

用語の明確化のため 

 

3 1 研開炉規則第 87 条第 1 項第 2

号 安全文化醸成のための体制 

○ 安全文化を醸成するための体

制（経営責任者の関与を含む。）

に関することについては、保安

規定に基づき要領書、作業手順

書その他保安に関する文書につ

いて、重要度等に応じて定める

とともに、その位置付けが明確

にされていること。特に、経営責

任者の積極的な関与が明記され

ていること。 

○ 保安の確保を最優先する価値

観を組織の中で形成し、維持し、強

化していく当該組織としての文化を

継続的に醸成するための体制を確

実に構築することが明確となってい

ること 

「研開炉規則第８７条第１項第２号 安全

文化醸成のための体制」は、「研開炉規

則第８７条第１項第３号 発電用原子炉

施設の品質保証」に統合願います。 

【理由】 

発電用原子炉施設の品質保証に安全文

化醸成活動が取り込まれた場合の重複

を避けるため 

 

4 1 

 

 

 

 

 

 

 

研開炉規則第 87 条第 1 項第 3 号 

発電用原子炉施設の品質保証 

○ 作業手順書等の保安規定上の

位置づけに関することについて

は､研開炉規則第 83 第一項第 4

号に規定された要領書､作業手

順書その他保安に関する文書に

ついて､これらを遵守するため

 

 

 

 

第 83 条第 1項第 4号ではなく第 71条と

思われますので修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

に､重要度等に応じて､保安規定

及びその2次文書､3次文書等と

いった品質保証に係る文書の階

層的な体系の中で､その位置付

けが明確にされていること｡ 

○ 発電用原子炉施設の定期的な

評価に関することについては､平

成 20 年 8 月 29 日付け NISA 文

書｢実用発電用原子炉施設にお

ける定期安全ﾚﾋﾞｭｰの実施につ

いて｣(平成20･08･28原院第8号

(NISA-167a-08-1))に基づき､研

開炉規則第 70 条に規定された

発電用原子炉施設の定期的な

評価を実施するための手順及び

体制を定め､当該評価を定期的

に実施することが定められてい

ること｡ 

○ 発電用原子炉施設の定期的な

評価に関することについては､研

開炉規則第 74 条の規定に基づ

く措置を講じたときは､同項各号

に掲げる評価の結果を踏まえ

て､保安活動の計画､実施､評価

及び改善並びに品質保証計画

の改善を行うことが定められて

いること｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 70 条ではなく第 72 条と思われますの

で修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 

 

 

 

 

第 74 条ではなく第 72 条と思われますの

で修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため。 

「保安活動」の定義を記載願います。 

【理由】 

用語の明確化のため。 

5 2 研開炉規則第 87 条第 1 項第 4

号 発電用原子炉施設の運転及び

管理を行う者の職務及び組織 

○ 本店における発電用原子炉施

設に係る保安のために講ずべき

措置に必要な組織及び各職位

の職務内容が定められているこ

と｡ 

○ 発電所における発電用原子炉

施設に係る保安のために講ずべ

き措置に必要な組織及び各職位

の職務内容が定められているこ

と｡ 

 

 

 

本店の定義を記載願います。 

【理由】 

用語の明確化のため。 

 

 

「発電所」を「事業所」に修正願います｡ 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

 

6 2 研開炉規則第87条第1項第5，

6，7 号 発電用原子炉主任技術者

の職務の範囲等 

○ 特に、発電用原子炉主任技術

者が保安の監督に支障をきたす

ことがないよう、上位者等との関

係において独立性が確保されて

いること。なお、必ずしも発電所

 

 

 

「発電所」を「事業所」に修正願います｡ 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

の保安組織から発電用原子炉

主任技術者が、独立していること

が当然に求められるものではな

い。 

○ 発電用原子炉主任技術者、電

気主任技術者及びボイラー・タ

ービン主任技術者が相互の職務

について情報を共有し、意思疎

通が図られることが定められて

いること。 

 

 

 

左記記載について削除願います。 

【理由】 

研開炉規則第８７条第１項第３号で要求

される品質保証計画には、内部コミュニ

ケーションの項目があり、重複するため 

7 2 研開炉規則第 87 条第 1 項第 8

号 保安教育 

○ 従業員及び協力企業の従業員

について、保安教育実施方針に

基づき、保安教育実施計画を定

め、計画的に保安教育を実施す

ることが定められていること。 

 

「及び協力企業」について削除願いま

す。 

【理由】 

研開炉規則第８７条第１項第８号のうち、

当該箇所に関する記載に変更がないた

め 

 

8 4 

 

 

 

 

 

 

 

4,5 

研開炉規則第 87条第 1項第 14

号 線量､線量当量､汚染の除去等 

○ 研開炉規則第2条に基づく､床･

壁等の除染を実施すべき表面汚

染密度の明確な基準が定められ

ていること｡ 

○ 核燃料物質等(新燃料､使用済

燃料及び放射性固体廃棄物を

除く｡) の発電所外への運搬に

関する発電所内の行為が定めら

れていること｡ 

 

 

第2条ではなく第72条と思われますので

修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため。 

「発電所」を「事業所」に修正願います｡ 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

 

 

 

 

 

 

2 箇所ありま

す。 

9 6 研開炉規則第 87条第 1項第 20

号 重大事故､大規模損壊時等に

おける発電用原子炉施設の保全

のための体制の整備 

 (重大事故発生時) 

○ 重大事故等発生時における発

電用原子炉施設の保全のため

の活動を行うために必要な次に

掲げる事項を定め､これを対策

要員に守らせることが定められ

ていること｡ 

 

 

 

 

 

「次に掲げる事項を定め」を「次に掲げる

事項に関する社内規定類を定め」に修正

願います｡ 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

 

10 7 (大規模損壊時) 

○ 大規模な自然災害又は故意に

よる大型航空機の衝突によるテ

ロリズムその他の外部から事象

の発生により発電用原子炉施設

の大規模な損壊が生じた場合

（重大事故発生時の場合を除く。

以下「大規模損壊時」という。）に

おける発電用原子炉施設の保

 

「大規模な自然災害又は故意による大型

航空機の衝突によるテロリズムその他の

外部から事象の発生により発電用原子

炉施設の大規模な損壊が生じた場合」を

「大規模な自然災害又は故意にの大型

航空機の衝突その他のテロリズムにより

発電用原子炉施設の大規模な損壊が生

じた場合」に修正願います。 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

全のための活動を行う体制の整

備に関し、次の各号に掲げる措

置を講じることが定められている

こと。 

○ 大規模損壊時における発電用

原子炉施設の保全のための活

動を行うために必要な次に掲げ

る事項を定め､これを要員に守ら

せることが定められていること｡ 

 

４．使用済燃料貯蔵槽の水位を

確保するための対策及び燃料

の損傷を緩和するための対策

に関すること。 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

「次に掲げる事項を定め」を「次に掲げる

事項に関する社内規定類を定め」に修正

願います｡ 

【理由】 

共通部分に対する実用発電用原子炉と

研究開発段階炉に対する内規の不整合

をなくすため 

「水位」を「液位」に修正願います｡ 

【理由】 

使用済燃料貯蔵槽に、液体金属を満た

す場合もあるため 

11 8 研開炉規則第87条第1項第21号 

記録及び報告 

○ 研開炉規則第64条に定める記

録について､その記録の管理が定

められていること｡(防護措置に係る

ものを除く｡) 

○ 特に､研開炉規則第128条各号

に掲げる事故故障等の事象及びこ

れらに準ずるものが発生した場合

においては､経営責任者に確実に

報告がなされる体制が構築されて

いることなど､安全確保に関する経

営責任者の強い関与が明記されて

いること｡ 

○ 発電用原子炉施設の経年劣化

に係る技術的な評価に関すること

については､平成 20 年 10 月 22 日

付け｢実用発電用原子炉施設にお

ける高経年化対策の実施につい

て｣(平成 20･10･17 原院第 3 号

(NISA-167a-08-2))に基づき､研開

炉規則第 79 条に規定された発電

用原子炉施設の経年劣化に関す

る技術的な評価を実施するための

手順及び体制を定め､当該評価を

定期的に実施することが定められ

ていること｡ 

○ 研開炉規則第78条各号に掲げ

る発電用原子炉施設の保守管理

に関することを変更しようとする場

合(研開炉規則第 79 条の規定に

より長期保守管理方針を策定し､

又は同条第 3 項の規定により長

期保守管理方針を変更しようとす

 

 

第 64 条ではなく第 62 条と思われますの

で修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 

第 128 条ではなく第 129 条と思われます

ので修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 79 条ではなく第 77 条と思われますの

で修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 

 

 

第 78 条ではなく第 87 条第 1 項第 22 号

と思われますので修正願います｡ 

 

第 79 条ではなく第 77 条と思われますの

で修正願います｡ 
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№ ページ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

る場合に限る｡)は､申請書に研開

炉規則第79条の評価の結果を記

載した書類(以下｢技術評価書｣と

いう｡)が添付されていること｡ 

 

第 79 条ではなく第 77 条と思われますの

で修正願います｡ 

【理由】 

記載の適正化のため 

12 9 研開炉規則第 87 条第 1 項第 22

号 発電用原子炉施設の保守管理 

○ 長期保守管理方針及び技術評

価書の内容は、平成２０年１０月２

２日付け「実用発電用原子炉施設

における高経年化対策の実施に

ついて」（平成２０・１０・１７原院第

３号（ＮＩＳＡ－１６７ａ－０８－２））

に基づいていること。 

 

 

今後、「研究開発段階にある発電の用に

供する原子炉施設における高経年化対

策の実施について」も整備されるものと

認識してよろしいか。 

【理由】 

実用発電用原子炉施設と同様に研究開

発段階にある発電の用に供する原子炉

施設についても整備が必要なため 
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原子力規制委員会 宛て 

「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の 

整備等に関する規則（案）等に関連する内規（案）」 

に対する意見提出用紙 

 

住 所   
福井県敦賀市木崎65号20番 

   
氏 名  
独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

     
連絡先 te l：０７７０－２３－３０２１（代表電話） 

fa x：０７７０－２１－８５３３ 

 
意見の対象となる案件 
(28)原子力発電所の火山影響評価ガイド（仮称） 

(29)原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（仮称） 

(30)原子力発電所の外部火災影響評価ガイド（仮称） 

(31)原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド（仮称） 

(32)原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（仮称） 

(36)発電用軽水型原子炉施設における制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく標準評価手法（設

計基準事故を超える事故）（審査ガイド）（仮称） 

(43)発電用原子炉施設の設置許可制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等の規定の

解釈及び運用について（仮称） 

(44)発電用原子炉施設の工事計画認可制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定

の解釈（仮称） 

(45)発電用原子炉施設に係る特定機器の型式証明及び型式指定制度に係る実用発電用原子炉の設置、運

転等に関する規則等の規定の解釈（仮称） 

(46)発電用原子炉施設の溶接事業者検査制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規

定の解釈（仮称） 

(47)発電用原子炉施設の使用前検査、施設定期検査及び定期事業者検査制度に係る実用発電用原子炉の

設置、運転等に関する規則の規定の解釈（仮称） 

 



パブリックコメント対象文書： 

(28)原子力発電所の火山影響評価ガイド（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.2 適用範囲 

本評価ガイドは、実用発電用軽水型

原子炉施設に適用する。 

研究開発段階炉において、当評価ガイド

が準用できない場合は、新たに評価ガイ

ドを策定願う。 

 

 

1



パブリックコメント対象文書： 

 (29)原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.1 目的 

本ガイドは、「実用発電用原子炉及び

その付属施設の～」第 6 条に関連して

～ 

本評価ガイドが、研究開発段階炉におい

て準用できない場合は、新たな評価ガイ

ドを策定願う。 

 

 

2



パブリックコメント対象文書： 

(30)原子力発電所の外部火災影響評価ガイド（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.2 適用範囲 

本評価ガイドは、実用発電用軽水型

原子炉施設に適用する。 

研究開発段階炉において、当評価ガイド

が準用できない場合は、新たに評価ガイ

ドを策定願う。 

 

2 4 4.2.1 火災の規模 

(3)航空機墜落による火災 

 発電所敷地内であって航空機墜

落の可能性を無視できない範囲の

最も厳しい場所～ 

 評価を行うに際して、「発電所敷地内で

あって航空機墜落の可能性を無視できな

い範囲の最も厳しい場所」とはどのような

場所を差すのか明確にしていただきた

い。航空機墜落の可能性を無視できない

範囲となった場合の境界上と解釈しま

す。 

 

３ A-3 2.1 森林火災の想定 

(1)森林火災における各樹種の可燃

物量～ 

 評価を行うに際して、「森林火災におけ

る各樹種の可燃物量」とありますが、各

樹種における可燃物量の具体的な量を

明示していただきたい。 

 

 

3



パブリックコメント対象文書： 

(31)原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.2 適用範囲 

本評価ガイドは、実用発電用軽水型原

子炉施設に適用する。 

本ガイドが、研究開発段階炉に対して適

用できない場合は、早期に評価ガイドの

策定をお願いしたい。 

 

 

4



パブリックコメント対象文書： 

(32)原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 1.2 適用範囲 

本評価ガイドは、発電用軽水型原子

炉施設に適用する。 

本ガイドが、研究開発段階炉に対して適

用できない場合は、新たな評価ガイドを

早期に策定願う。 
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パブリックコメント対象文書： 

（36）「発電用軽水型原子炉施設における制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく標準評価手法（設

計基準事故を超える事故）（審査ガイド）（案）」 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

１ 全体 発電用軽水型原子炉施設における

制御室及び緊急時対策所の居住性

に係る被ばく標準評価手法（設計基

準事故を超える事故）（審査ガイド）

（案） 

本審査ガイドが、研究開発段階炉（ナトリ

ウム冷却型高速炉）においても準用でき

る場合は、被ばく評価のためのソースタ

ームの考え方を提示願います。（コメント

№8、9、10） 

また、準用出来ない場合は、研究開発段

階炉（ナトリウム冷却型高速炉）の評価ガ

イドの策定をお願い致します。 

 

2 4 (原子炉制御室) 

③ 交代要員体制を考慮する 

(緊急時対策所) 

③ ～、交代要員体制、～を考慮す

ること 

交代要員体制を考慮する際の考え方

を示して頂きたい(参 1 に従う等)。実効線

量が最大となる要員について求めるのか

平均値を求めるのかが不明。 

 

3 4 (緊急時対策所) 

② ～マスクの着用なしとして評価

すること 

(特定安全施設) 

～緊急時制御室の居住性につい

て、同様の評価を行うこと。 

緊急時対策所、緊急時制御室ともにプ

ルーム通過時に特別な防護措置を講じ

る場合を除き、「マスクの着用なし」として

評価する根拠を明記して頂きたい。 

 

4 12 (3)線量評価 

全般について 

(1) ガンマ線エネルギー、遮蔽の設定

等、計算方法の全般について、参 1 の

考え方に従う旨を明記して頂きたい。 

(2) 単一故障の考え方(要、不要)を明記

して頂きたい。 

 

5 12 (2)大気拡散 

d. 地表面への沈着 

～地表面物質への乾性沈着及び降

雨への湿性沈着を考慮して地表面

沈着濃度を計算する。 

(1) 降雨への湿性沈着 

→降雨による湿性沈着と誤記修正願

います。 

(2) 湿性沈着を計算するのに必要な降雨

強度(mm/h)の設定方法(例えば、97%

相対濃度を算出した時間帯における

平均降雨強度を用いる等)について明

記して頂きたい。 

 

6 13 （3）線量評価 

d. 中央制御室/緊急時制御室/緊

急時対策所内へ外気から取り込ま

れた放射性物質のガンマ線による

外部被ばく 

～室内の空気中時間積分濃度及び

クラウドシャインに対する外部被ばく

線量換算係数の積で計算する。 

本項目においてクラウドシャインによる

計算は不要と考えますので、表現を修正

して頂きたい。 

 

7 16 (4)大気拡散 

b. 放出源高さ 

「放出エネルギーによる放射性物質の

吹上高さを考慮してもよい。」など具体的
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

放出源高さは、フィルタ・ベントから

の放出を仮定する。その際には、放

出エネルギーを考慮してもよい。 

に記載して頂きたい。 

8 6 (2) 評価の手順 

a. 被ばく評価に用いるソースターム

を設定する。 

 

参２の標準評価手法（審査ガイド）（案）

はナトリウム冷却型高速炉に係る発電用

原子炉施設を対象としたものではないた

め、これに係る事故シーケンスの提示が

別途必要と考えます。 

ナトリウム冷

却型高速炉

特有のコメン

ト 

9 14 

15 

4.3 中央制御室居住性に係る被ば

く評価の主要解析条件等 

(1) ソースターム 

(2) 非常用電源 

(3) 沈着、除去等 

参２の標準評価手法（審査ガイド）（案）

はナトリウム冷却型高速炉に係る発電用

原子炉施設を対象としたものではないた

め、これに係る事故シーケンスの提示が

別途必要と考えます。特に、ヨウ素類の

放出率については、冷却材ナトリウムと

の化学的親和性を考慮した設定が必要

と考えます。また、原子炉格納容器スプ

レイはナトリウム冷却型高速炉に係る発

電用原子炉施設には必要ない設備であ

るとともに、エアロゾルの自然沈着率に

ついては、大量に発生するナトリウムエ

アロゾルの効果を考慮すべきと考えま

す。 

ナトリウム冷

却型高速炉

特有のコメン

ト 

10 16 

17 

18 

4.4 緊急時制御室～主要解析条件

等 

(1) ソースターム 

(2) 非常用電源 

(3) 沈着、除去等 

(4) 大気拡散 

(5) 線量評価 

参２の標準評価手法（審査ガイド）（案）

はナトリウム冷却型高速炉に係る発電用

原子炉施設を対象としたものではないた

め、これに係る事故シーケンスの提示が

別途必要と考えます。特に、ヨウ素類の

放出率については、冷却材ナトリウムと

の化学的親和性を考慮した設定が必要

と考えます。また、原子炉格納容器スプ

レイはナトリウム冷却型高速炉に係る発

電用原子炉施設には必要ない設備であ

るとともに、エアロゾルの自然沈着率に

ついては、大量に発生するナトリウムエ

アロゾルの効果を考慮すべきと考えま

す。 

ナトリウム冷

却型高速炉

特有のコメン

ト 
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パブリックコメント対象文書： 

(43)発電用原子炉施設の設置許可制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等の規定の解

釈及び運用について（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1  全体 

 

①研究開発炉においても、当解釈は準

用できるのでしょうか。 

②準用できない場合は、「研究開発段階

における発電の用に供する原子炉」に

対する規則の規定の解釈及び運用が

定められていないため、実質的な運用

ができない。このため、「研究開発段階

における発電の用に供する原子炉」に

対する解釈及び運用に関する内規を

定めて頂きたい。 

 

 

8



パブリックコメント対象文書： 

(44)発電用原子炉施設の工事計画認可制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定の

解釈（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体 旧保安院内規（「原子力発電設備に

係る工事計画の運用について：平成

17・12・22 原院第 2 号）のＰＷＲとＢ

ＷＲについての内容を基に本解釈

が策定されている。 

旧保安院内規（「原子力発電設備に係る

工事計画の運用について：平成 17・12・

22 原院第 2 号）には、ナトリウム冷却型

原子力発電設備に関する工認記載の解

釈があることから、本内規の継続運用を

お願いしたい。 

 

2 全体 火災防護設備、浸水防護設備、非

常用取水設備、敷地内土木構造

物、補機駆動用燃料設備、緊急時

対策所等の規則の解釈 

新規に、火災防護設備、浸水防護設備、

非常用取水設備、敷地内土木構造物、

補機駆動用燃料設備、緊急時対策所等

が規則の解釈が記載されているため、ナ

トリウム冷却型原子力発電設備について

も、解釈に関する内規を策定願います。 

 

3 25 ２）品質保証に関する説明書 

品質管理監督システムの計画に記

載した設計に係る品質管理の方法

で行った管理の実績について記載

するとともに、工事に係る品質管理

の方法及びその検査のための組織

についての具体的な計画を記載す

るものとする。 

設計に係る記載事項としては、設計

の要求事項として明確にしている事

項とその照査に関する事項、設計の

体制として組織内外の部門間の相

互関係、設計開発の各段階におけ

る照査等に関する事項、外部の者と

の情報伝達に関する事項等を含む

ものとする。 

工事及び検査に係る記載事項とし

ては、工事及び検査に係る要求項 

として明確にする事項とその照査に

関する事項、工事及び検査の体制

として組織内外の部門間の相互関

係（資源管理、物品の状態保持に関

する 

事項を含む。）、工事及び検査に必

要なプロセスを踏まえた全体の工程

と各段階における監視、測定、妥当

性確認、検査等に関する事項（記

録、識別管理、追跡可能性等に関

する事項を含む。）、外部の者との

情報伝達に関する事項等を含むも

のとする。 

「品質保証に関する説明書」において記

載すべき事項に「等」が付されており、解

釈が不明確となっていることから、「等」

の解釈を明確にしていただくか、「等」を

削除していただくよう、お願いいたしま

す。 

【理由】 

各記載事項に「等」が複数書かれており、

要求事項の拡大解釈が懸念されるため。 
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パブリックコメント対象文書： 

(45)発電用原子炉施設に係る特定機器の型式証明及び型式指定制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則等の規定の解釈 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 発電用原子炉施設に係る特定機器の

型式証明及び型式指定制度に係る実

用発電用原子炉の設置、運転等に関

する規則等の規定の解釈 

①本解釈は、研究開発炉においても準

用できるのでしょうか。 

②準用できない場合は、新たに研究開発

炉用の解釈を策定していただきたい。 

 

2 2 2．(4)～「特定機器を使用することが

できる範囲」とは、証明を受けようとす

る特定機器を使用できる原子炉施設

の範囲をいう。 

非常用電源設備の使用できる「原子炉設

備の範囲」を明確にしていただきたい。設

備から給電される設備（負荷）を記載す

ればよいと解釈する。 

 

3 2 2．(7)～「特定機器の使用により発電

用原子炉施設に及ぼす影響に関する

説明書」とは、特定機器を原子炉施設

において使用した場合に、当該原子

炉施設の安全性を損なうことがないこ

とや、当該機器を原子炉施設に使用

した際における安全評価といった当該

機器に期待される安全機能を適切に

果たすことができることを記載した書

類をいう。 

非常用電源設備の場合、「使用した場合

に、当該原子炉施設の安全性を損なうこ

とがない」とは、電源が供給できない場

合、物理的に壊れた場合等の原子炉施

設安全性への影響を記載すればよいと

解釈しているが定義を明確にしていただ

きたい。また、「当該機器を原子炉施設に

使用した際における安全評価」では、当

該機器から供給される電源により機能す

る機器や設備を含めて評価する必要が

ありますが条件（範囲）設定の有無につ

いて明確にしていただきたい。 

 

4 4 3．(6)～「型式設計特定機器を使用す

ることができる範囲」とは、・・・ 

①本解釈は、研究開発炉においても準

用できるのでしょうか。 

②準用できない場合は、新たに研究開発

炉用の解釈を策定していただきたい。 
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パブリックコメント対象文書： 

(46)発電用原子炉施設の溶接事業者検査制度に係る実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定

の解釈（仮称） 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 全体 本解釈は、実用発電用原子炉となっ

ている。 

①本解釈は、研究開発段階炉への準用

は出来ないのか。 

 

②研究開発段階炉への準用は出来ない

場合、溶接事業者検査の実施にあたっ

て溶接検査工程毎の適用規格の規定

が不明確であり検査を実施できなくな

るため、早急に対応策の提示をお願い

したい。 
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パブリックコメント対象文書： 

(47)発電用原子炉施設の使用前検査、施設定期検査及び定期事業者検査制度に係る実用発電用原子炉の

設置、運転等に関する規則の規定の解釈（仮称）  

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 1 発電用原子炉施設（ナトリウム冷却

型原子炉施設に係わるものは、除

く）に関する解釈は、～ 

本解釈は、ナトリウム冷却型原子炉施設

に適用できないことから、今後のもんじゅ

において補助ボイラーの定期事業者検

査が実施できないことになる。 

そのため、早急に対応策の提示をお願い

したい。 
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原子力規制委員会 宛て 

 

「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の 

整備等に関する規則（案）等に関連する内規（案）」 

に対する意見提出用紙 

 

住 所   
福井県敦賀市木崎65号20番 

   
氏 名  
独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

     
連絡先 te l：０７７０－２３－３０２１（代表電話） 

fa x：０７７０－２１－８５３３ 
 

 
意見の対象となる案件 
(37)敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド（仮称） 

(38)基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（仮称） 

(39)基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド（仮称） 

(41)耐震設計に係る工認審査ガイド（仮称） 

 



パブリックコメント対象文書： 

(37)敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド 

 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 ま

え

が

き 

 

1 

4.② 

変動地形学的調査、地質調査、地球

物理学的調査について、それぞれが

独立した視点から行う調査であること

を踏まえ、例えば変動地形学的調査

により、断層の活動を示唆する結果

が得られ、これを他の調査で否定でき

ない場合には、活動性を否定できな

いこと等を念頭に評価を進めること 

【意見】 

「例えば変動地形学的調査により、断層

の活動を示唆する結果が得られ、これを

他の調査で否定できない場合には、活動

性を否定できないこと等」を「総合的に検

討する必要があること」に置き換えるべ

き。 

【理由】 

活断層評価は「それぞれが独立した視点

から行う調査」の結果から総合的に検討

し判断すべきものであるため。 

 

 

2 ま

え

が

き 

 

2 

基準地震動及び基準津波の策定等

に関する調査に当たっては、調査手

法の適用条件及び精度等に配慮し、

目的に応じた調査手法により実施さ

れることが必要であり、可能な限り、

最先端の調査手法が用いられている

ことが重要である。また、第三者の専

門家の評価を受けることにより調査結

果の信頼性と精度が向上することか

ら、調査計画の立案段階から第三者

の専門家の評価を受けるとともに、計

画・調査・評価に係る全ての結果につ

いて公表されていることが望ましい。

その際、一部の整合していないデータ

についても、その整合しない理由とと

もに公開されることが重要である。 

 

【意見】 

「計画・調査・評価に係る全ての結果につ

いて公表されていることが望ましい。」に

ついては、削除することが望ましい。 

 

【理由】 

これらの結果は、安全審査の過程で公表

される情報であるため。 

 

 

3 Ⅰ

編 

 

3 

1.(4) 

地震動評価並びに地震及び津波ハ

ザード評価においては、既存文献の

調査、変動地形学的調査、地質調

査、地球物理学的調査の結果に基づ

く平均変位速度、１回の変位量・変位

量分布及び活動間隔等を活用するこ

とが重要であり、地質・地質構造調査

においてこれらが得られていることを

確認する。 

 

【意見】 

「これらが得られていること」を「これらを

求めるような調査が行われていること」と

すべき。 

【理由】 

平均変位速度や 1 回の変位量、活動間

隔等が必ず得られるとは限らないことか

ら。 

 

4 4 2.1 [解説](1) 

約１２～１３万年前以降の複数の地形

面又は連続的な地層が十分に存在す

【意見】 

基本方針では、「後期更新世以降の活動

性が明確に判断できない場合には、中期
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

る場合は、これらの地形面又は連続

的な地層にずれや変形が全く認めら

れないことを明確な証拠により示され

たとき、後期更新世以降の活動を否

定できる。なお、この判断をより明確

なものとするため、活動性を評価した

年代より古い（中期更新世（約４０万

年前）までの）地形面や地層にずれや

変形が生じていないことが念のため

調査されていることが重要である。 

更新世以降まで遡って評価する」こととさ

れているが、本項では「後期更新世以降

の活動を否定する判断をより明確なもの

とするため、中期更新世の地形面や地層

にずれや変形が生じていないことが念の

ため調査されていることが重要」となって

おり、趣旨が異なっているため、基本方

針と同様の記載とすべき。 

【理由】 

基本方針と趣旨が異なっているため、整

合性を確保した記載が必要と思われるた

め。 

 

【意見】 

後期更新世以降の活動を否定するにあ

たり、「これらの地形面又は連続的な地

層にずれや変形が全く認められないこ

と」のみではなく、「断層面が密着固化し

ていること」等も判断材料とすべき。 

【理由】 

ガイドのままの記載とした場合、露頭調

査においても後期更新世以降（約１２～１

３万年前）の地形面又は地層を確認しな

ければ、活動性を否定できないこととな

り、確認できなければ活動する可能性あ

りとなる。後期更新世以降（約１２～１３万

年前）の地層が残らない場所では、断層

はすべて活動の可能性あり（活断層）と

なってしまう。 

一方、附則には「本ガイドに記載されてい

る手法等以外の手法等であっても、その

妥当性が適切に示された場合には、その

手法等を用いることは妨げない。」と記載

されていることから、後期更新世以降（約

１２～１３万年前）の地層が残らない場所

では、附則に依らないと断層の活動性を

否定できないというおかしなガイドとな

る。 

このようなおかしな状況を避けるために

は、後期更新世以降（約１２～１３万年

前）の地形面又は地層にずれや変形が

認められないことや、断層面が密着固化

しているなど、明確な活動性を否定する

証拠が示されたとき、後期更新世の活動

を否定できるものとする。 

 

5 4 2.1[解説](2) 

約１２～１３万年前以降の複数の地形

【意見】 

「より古い（中期更新世（約 40 万年前）ま
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

面又は連続的な地層が十分に存在す

る場合は、これらの地形面又は連続

的な地層にずれや変形が全く認めら

れないことを明確な証拠により示され

たとき、後期更新世以降の活動を否

定できる。なお、この判断をより明確

なものとするため、活動性を評価した

年代より古い（中期更新世（約４０万

年前）までの）地形面や地層にずれや

変形が生じていないことが念のため

調査されていることが重要である。 

 

での）地形面又は地層にずれや変形が

認められないことを明確な証拠により示

されたとき」については、「より古い（中期

更新世（約 40 万年前）までの）地形、地

質・地質構造及び応力場等を総合的に

検討した上で、明確な証拠により示され

たとき」とすべき。 

 

【理由】 

基本方針と趣旨が異なっているため、整

合性を確保した記載が必要と思われるた

め。 

 

6 4 2.1 [解説](3) 

約４０万年前から約１２～１３万年前ま

での間の地形面又は地層にずれや変

形が認められる場合において、約１２

～１３万年以降の地形面又は地層に

ずれや変形が確認されない場合は、

調査位置や手法が不適切である可能

性が高いため、調査結果を詳細に検

討する必要がある。 

 

【意見】 

「調査位置や手法が不適切である可能

性が高いため、」については「調査位置

や手法が妥当であるか、」とすべき。 

 

【理由】 

必ずしも、調査位置や手法が不適切であ

る可能性が高いとは言い切れない場合

があると考えられます。例えば、高分解

能の海上音波探査（マルチチャンネル方

式のブーマーなど）を実施し、地層層準

の根拠が明確な解釈断面が作成されて

いる場合、12～13 万年以前の地層に断

層が存在しても、12～13 万年以降の地

層には変位・変形が確認されないケース

が有ります。初めから、不適切と捉える

のではなく、調査位置や手法の妥当性を

確認することが、科学根拠に基づいた評

価に繋がると考えられるため。 

 

 

7 5 2.1 (5)② 

地震活動に伴って永久変位が生じる

断層及び支持基盤を切る地すべり面

は、地震活動と常に同時に活動する

とは限らない。このことから、これらの

活動性をもとに活動性評価をすると過

小評価になることがあり得る。 

 

【意見】 

「～は限らない。このことから、これらの

活動性をもとに活動性評価をすると過小

評価になることがあり得る。」を「～限らな

いことに留意すること。」とすべき。 

【理由】 

原文では意味不明のため。 

 

 

8 5 2.1 (5)③ 

上記のような断層等は、様々な構造

を呈することがある。例えば、一つの

地すべり面においても、場所により、

正断層、横ずれ断層、逆断層と似た

形態を呈することがある。 

 

【意見】 

全文削除すべき。 

【理由】 

審査ガイドとして不適。 
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№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

9 5 2.2(1) 

調査結果の精度や信頼性を考慮した

安全側の判断が行われていることを

確認する。その根拠となる地形面の

変位・変形は変動地形学的調査によ

り、地層の変位・変形は地表地質調

査及び地球物理学的調査により、そ

れぞれ認定されていることを確認す

る。 

 

【意見】 

「安全側の判断」を「総合的な判断」に修

文すべき。 

【理由】 

活断層評価は各種調査結果から総合的

に検討し判断すべきものであるため。 

 

 

10 5 2.2(3) 

地球物理学的調査によって推定され

る地下の断層の位置や形状は、変動

地形学的調査、地質調査によって想

定される地表の断層等や広域的な変

位・変形の特徴と矛盾のない位置及

び形状として説明が可能なことを確認

する。 

 

【意見】 

全文削除。 

【理由】前（2）項と矛盾している。 

 

 

11 5 2.2(4) 

将来活動する可能性のある断層等の

認定においては、一貫した認定の考

え方により、適切な判断が行われて

いることを確認する。 

 

【意見】 

全文削除。 

【理由】（5）項で趣旨は包絡されている。 

 

 

12 5 2.2(5) 

将来活動する可能性のある断層等の

認定においては、認定の考え方、認

定した根拠及びその信頼性等が示さ

れていることを確認し、調査結果の精

度や信頼性を考慮した安全側の判断

を行っていることを確認する。 

 

【意見】 

「安全側の判断」を「総合的な判断」に修

文すべき。 

【理由】 

活断層評価は各種調査結果から総合的

に検討し判断すべきものであるため。 

 

 

13 6 2.2 [解説](3) 

将来活動する可能性のある断層等の

認定に当たっては、各調査手法には

適用限界があり、すべての調査方法

で確認されるとは限らないことに注意

し、いずれかの調査手法によって、そ

れらの断層等が存在する可能性が推

定される場合は、調査手法の特性及

び調査結果を総合的に検討する必要

がある。 

 

【意見】 

「すべての調査方法で確認されるとは限

らない」については、「すべての調査方法

で活動性の認定に必要となるデータが確

認されるとは限らない」とすべき。 

 

【理由】 

現状の記載では、何が確認されるとは限

らないのか不明確であるため、主語を追

記すべきと考えられるため。 

 

 

14 6 2.2 [解説](5) 

顕著な海岸隆起によって累積的な変

位が認められる地域では、弾性波探

査って断層が確認されない場合でも、

【意見】 

「海底に顕著な変動地形が認められる場

合にも、それを合理的に説明できる活断

層を想定する必要が有る」については、
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これを合理的に説明する適切な地形

発達過程について検討する必要があ

る。また、海底に顕著な変動地形が

認められる場合にも、それを合理的に

説明できる活断層を想定する必要が

ある。 

 

「海底に顕著な変動地形が認められ、後

期更新世以降の活動性が明確に否定で

きない場合は、更に古い時代の地層によ

る総合的な検討を行うと共に、必要に応

じて変動地形を合理的に説明できる活断

層を想定する必要が有る。」とすべき。 

 

【理由】 

海底に顕著な変動地形が認められた場

合であっても、地質学的な調査・検討を

行った上で活動性評価を行う事が、断層

評価の信頼性向上に繋がると考えられる

ため。 

 

15 10 4.1.2.1.(1) 

調査地域の地形・地質等の特性及び

敷地からの距離に応じて、地震活動、

歴史地震、測地資料、津波、断層等、

変動地形、地質・地質構造、地球物理

学的調査研究等に関する文献・地

図、地震・地震動観測記録等を収集・

整理し、当該地域で発生した、あるい

は発生する可能性のある地震につい

て、断層等との関連、地震発生様式、

発震機構（正断層、逆断層、右横ずれ

断層、左横ずれ断層など）及び地質

構造との関係等が把握されていること

を確認する。 

 

【意見】 

文献調査の範囲について、「おおよその

範囲（半径約 100km 以内）」を規定すべ

き。 

 

【理由】 

範囲を定めておかないと、審査毎に調査

範囲が異なる可能性があるため。 

 

 

16 10 4.1.2.1.(3) 

既存文献の調査を踏まえ、調査地域

の地形・地質等の特性、敷地からの

距離や敷地に与える影響に応じ、以

下の 4.1.2.2～4.1.2.4 の調査を適切に

組み合わせた十分な調査が実施され

ていることを確認する。 

 

【意見】 

文献調査の範囲について、「おおよその

範囲（半径約 30km 以内）」を規定すべ

き。 

 

【理由】 

範囲を定めておかないと、審査毎に調査

範囲が異なる可能性があるため。 

 

 

17 11 4.1.2.2. 解説(4) 

通常の測深調査では判別が困難な海

底面の微細変動地形については、こ

れを把握するための適切な手法での

調査が実施されている必要がある。 

 

 

【意見】 

「これを把握するための適切な手法での

調査が実施されている必要がある」につ

いては、「必要に応じ、これを把握するた

めの適切な手法での調査が実施されて

いる必要がある」とすべき。 

【理由】 

適切な測線及び音源を用いた海上音波

探査が実施され、かつ活動性評価に必

要な精度の解釈断面図が作成されてい
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れば、必ずしも海底面の微細な変動地形

情報は必要無いと思われるため。 

 

18 12 4.1.2.3.(3) 

断層活動の証拠が明確に確認されな

い地域においては、これをもって直ち

に活断層の存在を否定するのではな

く、断層等の存否及び活動性の確認

について追加調査の実施等、特段の

注意を払った検討が行われているこ

とを確認する。 

 

【意見】 

全文削除。 

【理由】 

審査ガイドとして「特段の注意を払った検

討」の具体的基準が示されていないため

不適。 

 

 

19 12 4.1.2.3.[解説](2) 

多くの活断層は中期更新世以前から

活動してきた可能性が高いことから、

鮮新世以降に形成された構造を広域

的に明らかにすることによって、活断

層をより精度良く認定することが可能

となる。 

 

【意見】 

「鮮新世以降に形成された構造を広域的

に明らかにすることによって、活断層をよ

り精度良く認定することが可能となる」に

ついては、基本方針と同様の記載とすべ

き。 

 

【理由】 

基本方針と趣旨が異なっているため、整

合性を確保した記載が必要と思われるた

め。 

 

20 13 4.1.2.3.[解説](7) 

断層破砕物質の性状に関する知見

は、断層の活動性評価に対し、参考

にはなるが、現状では決定的な証拠

にならないことに留意する必要があ

る。 

 

【意見】 

全文削除。 

【理由】 

活断層評価の方法の一つを否定してお

り、「最新の知見を反映」「総合的な検討」

の趣旨と反している。 

 

 

21 20 4.4.1.[参考](2)④ 

断層活動の認定根拠から、場所ごと

かつ活動ごとに断層活動の有無の信

頼度を判断し、記述する。 

 

【意見】 

「断層活動の有無の信頼度」の定義を示

すべき。 

 

 

22 21 4.4.2.(4) 

地震活動に関連した活褶曲、活撓曲

等については、活断層と同様に調査

対象とし、その性状に応じて震源とし

て想定する断層の評価に考慮されて

いることを確認する。 

 

【意見】地震活動に関連したと考えられる

活褶曲、活撓曲については、活断層と同

様に調査対象とし、その性状に応じて震

源として想定する断層の評価に考慮され

ていることを確認する 

【理由】 

活褶曲および活撓曲は、必ずしも地震活

動と1対１に対応するとは限らないと考え

られるため。 

 

 

23 25 5.2.2.(2) 

敷地周辺における地層の傾斜、断

【意見】 

「ボーリング調査に加えて地震基盤相当
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層、褶曲構造等の地質構造・地下構

造を把握するために、ボーリング調査

に加えて地震基盤相当に達する大深

度ボーリング、物理検層、高密度な弾

性波探査、重力探査、微動アレイ探

査等による調査・探査、鉛直アレイ地

震動観測や水平アレイ地震動観測等

を適切な範囲及び数量で実施してい

ることを確認する。 

 

に達する大深度ボーリング、高密度な弾

性波探査・・・」については、「地震基盤相

当に達する、高密度な弾性波探査・・・」と

すべき。また、「水平アレイ地震動観測等

を適切な範囲及び数量で実施しているこ

とを確認する。」については、「水平アレイ

地震動観測等を必要に応じ適切な範囲

及び数量で実施していることを確認す

る。」とすべき。 

【理由】 

地震基盤が数千ｍに達する場合は、ボ

ーリングすることは現実的ではないと考

えられるため。また、敷地周辺の地質構

造・地下構造を把握するためには、どの

ような調査手法が適切であるか精査した

上での対応が必要であると考えられるた

め。 

 

24 Ⅱ

編 

 

30 

3.3(1) 

敷地周辺及び地域特性（津波波源・

海岸付近における山体崩壊等）を考

慮した調査範囲における津波堆積物

調査を行い、津波堆積物の有無、広

域的な分布、供給源、津波の発生時

期、規模（津波高、浸水域等）等につ

いて把握されていることを確認する。 

 

【意見】 

「敷地周辺及び地域特性（津波波源・海

岸付近における山体崩壊等）を考慮した

調査範囲における津波堆積物調査を行

い」については、「必要に応じ、敷地周辺

及び地域特性（津波波源・海岸付近にお

ける山体崩壊等）を考慮した調査範囲に

おける津波堆積物調査を行い」とすべ

き。 

【理由】 

敷地周辺の地形によっては、必ずしも津

波堆積物の情報取得が期待できない可

能性のある地域も想定されることから、

地域特性を考慮した対応が必要と考えら

れるため。 

 

 

25 30 3.3(2) 

津波堆積物の調査においては、地形

の形成過程や周辺の堆積物の分布

条件に応じて適切な手法を組み合わ

せて行うこと。また、深海底の崩壊堆

積物（地震性タービダイト）についても

資料等の調査が行われていることを

確認する。 

 

【意見】 

「また～」以降を削除。 

【理由】 

深海底の崩壊堆積物（地震性タービダイ

ト）についての調査意義が不明確。 

 

 

26 31 3.3 [参考] 1.(2) 

現地調査 

 

【意見】 

「現地調査」記載事項は、「本調査」に含

むべき。 

【理由】 

本記載は必要に応じて本調査で実施す
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ること。 

 

27 31 3.3 [参考] 1.(3)① 

本調査地点として、基本的に、津波堆

積物らしきイベント堆積物が発見され

た地点及び地形（古環境）、堆積環境

場（堆積速度など）、堆積物の供給源

の観点からその分布の可能性が否定

できない地点全てが選定されているこ

とを確認する。 

 

【意見】 

「地点全てが」を「地点の代表性を考慮し

適切に」とすべき。 

【理由】 

「地点全て」を調査するが不可能な場合

があり得る。 

 

 

28 32 3.3 [参考] 2.(3)② 

堆積学的分析、年代学的分析、古生

物学的分析、化学的分析及び鉱物組

成分析を組み合わせて実施されてい

ることを確認する。 

 

【意見】 

冒頭に、「必要に応じて」を加えるべき。 

【理由】 

記載全ての分析が必須と読める。 

 

 

29 33 3.3 4.(4) 

信頼性が高い重要な津波痕跡がある

場合は、波源から痕跡までの範囲に

ついても信頼性の高い地形情報が得

られていることを確認する。なお、発

生当時の地形が現在と異なる場合は

当時の地形が調査されていることを

確認する。 

 

【意見】 

「当時の地形が調査されていること」を

「当時の地形が推定・検討されているこ

と」とすべき。 

【理由】 

「当時の地形の調査」の詳細が不明確。 
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パブリックコメント対象文書： 

(38)基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 

 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 Ⅰ

編. 

 

2 

3.1.(1) 

「敷地ごとに震源を特定して策定する

地震動」の策定においては、検討用

地震ごとに「応答スペクトルに基づく

地震動評価」及び「断層モデルを用い

た手法による地震動評価」に基づき

策定されている必要がある。なお、地

震動評価に当たっては、敷地におけ

る地震観測記録を踏まえて、地震発

生様式、地震波の伝播経路等に応じ

た諸特性（その地域における特性を

含む。）が十分に考慮されている必要

がある。 

 

【意見】 

「・・・、敷地における地震観測記録を踏ま

えて、・・・」は「・・・、敷地における地震観

測記録及び地質・地質構造等を踏まえ

て、・・・」と修正すべきと考える。 

 

【理由】 

地震観測記録を得られない場合でも、別

の評価手法によって地震波の諸特性は

十分に考慮することは可能であると考え

るため。 

 

 

2 3 3.2.2.(2) 

検討用地震による地震動を断層モデ

ル等により詳細に評価した結果、断

層の位置、長さ等の震源特性パラメ

ータの設定やその不確かさ等の評価

においてより詳細な情報が必要となっ

た場合、変動地形学的調査、地表地

質調査、地球物理学的調査等の追加

調査の実施を求めるとともに、追加調

査の後、それらの詳細な情報が十分

に得られていることを確認する。 

 

【意見】 

「・・・、地球物理学的調査等の追加調査

の実施を求めるとともに、・・・」は「・・・、

地球物理学的調査等の見直しあるいは

追加調査の実施を求めるとともに、・・・」

と修正すべきと考える。 

 

【理由】 

評価においてより詳細な情報が必要とな

った場合、ただちに追加調査を求めるの

ではなく、従前の調査等の見直しを求め

ることにも言及するほうが妥当であると

考えるため。 

 

 

3 3 3.2.3.(2) 

震源モデルの長さ又は面積、あるい

は単位変位量（１回の活動による変

位量）と地震規模を関連づける経験

式を用いて地震規模を設定する場合

には、経験式の適用範囲が十分に検

討されていることを確認する。その

際、経験式は平均値としての地震規

模を与えるものであることから、その

不確かさも考慮されている必要があ

る。 

 

【意見】 

「その際、経験式は平均値としての地震

規模を与えるものであることから、その不

確かさも考慮されている必要がある。」は

削除すべきと考える。 

 

【理由】 

経験式によっては不確かさも考慮されて

いるものもあると考えることから、「適用

範囲が十分に検討されていることを確認

する。」ことで十分と考えるため。 

 

 

4 6 3.3.2.⑤2) 

地震動評価において、震源領域から

地震基盤までの地震波の伝播特性に

【意見】 

「特に、検討用地震としてプレート間地震

及び海洋プレート内地震が選定された場
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影響を与える「地殻・上部マントル構

造」、地震基盤から解放基盤までの

「深部地下構造」、解放基盤から地表

面までの「浅部地下構造」を考慮し

て、地震波速度及び減衰定数等の地

下構造モデルが適切に設定されてい

ることを確認する。特に、検討用地震

としてプレート間地震及び海洋プレー

ト内地震が選定された場合には、海

域や海洋プレートを含む海域地下構

造モデル、並びに伝播経路の幾何減

衰及びQ 値（内部減衰・散乱減衰）が

適切に考慮されていることを確認す

る。 

 

合には、海域や海洋プレートを含む海域

地下構造モデル、並びに伝播経路の幾

何減衰及び Q 値（内部減衰・散乱減衰）

が適切に考慮されていることを確認す

る。」は削除すべきと考える。 

 

【理由】 

「地震波速度及び減衰定数等の地下構

造モデルが適切に設定されていることを

確認する。」が重要であり、海洋プレート

を特出して地下構造モデルが適切に考

慮されていることを確認する必要性はな

いと考えるため。 

 

5 6 3.3.2.⑤4) 

地震基盤までの三次元地下構造モデ

ルの設定に当たっては、地震観測記

録（鉛直アレイ地震動観測や水平ア

レイ地震動観測記録）、微動アレイ探

査、重力探査、深層ボーリング、二次

元あるいは三次元の適切な物理探査

（反射法・屈折法地震探査）等のデー

タに基づき、ジョイントインバージョン

解析手法など客観的・合理的な手段

によってモデルが評価されていること

を確認する。なお、地下構造の評価

の過程において、地下構造が水平成

層構造と認められる場合を除き、三次

元的な地下構造により検討されてい

ることを確認する。 

 

【意見】 

「・・・、三次元的な地下構造により検討さ

れていることを確認する。」は「・・・、二次

元あるいは三次元的な地下構造により

検討されていることを確認する。」と修正

すべきと考える。 

 

【理由】 

地震動の適切な評価において三次元的

な地下構造のみを考慮することが最善で

はないと考えるため。 

 

 

6 7 4.2.1.[解説]（1） 

「地表地震断層が出現しない可能性

がある地震」は、断層破壊領域が地

震発生層の内部に留まり、国内にお

いてどこでも発生すると考えられる地

震であり、震源の位置も規模もわから

ない地震として地震学的検討から全

国共通に考慮すべき地震（震源の位

置も規模も推定できない地震（Mw6.5 

未満の地震））である。 

【意見】 

「・・・地震学的検討から全国共通に考慮

すべき地震（震源の位置も規模も推定で

きない地震（Mw6.5 未満の地震））であ

る。」は「・・・地震学的検討を踏まえた敷

地の解放基盤表面までの地震波の伝播

特性及び地下構造の状況に応じて考慮

すべき地震（震源の位置も規模も推定で

きない地震）である。」と修正すべきと考

える。 

 

【理由】 

4.1(2)に「解放基盤表面までの地震波の

伝播特性が反映されている必要がある。

また、敷地及び敷地周辺の地下構造（深

部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性

に与える影響が適切に評価されている必
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要がある。」とあり、これは「収集対象」と

して例示されている地震についても同様

に、各地震記録の観測地点と敷地との伝

播特性・地下構造の差異について検討

の上、考慮すべき地震かどうかを決定す

るべきである。単に観測記録において大

加速度が記録されているというだけでは

なく、敷地のサイト特性を考慮することが

必要と考える。 

また、震源の位置も規模も推定できない

地震は敷地周辺の地質・地質構造や地

震発生状況に応じて考慮されるものであ

り、地震の規模で一律に定めることは適

切ではないと考える。 

7 7 4.2.1.[解説]（2） 

「事前に活断層の存在が指摘されて

いなかった地域において発生し、地表

付近に一部の痕跡が確認された地

震」は、震源断層がほぼ地震発生層

の厚さ全体に広がっているものの、地

表地震断層としてその全容を表すま

でには至っていない地震（震源の規

模が推定できない地震（Mw6.5 以上

の地震））であり、孤立した長さの短い

活断層による地震が相当する。なお、

活断層や地表地震断層の出現要因

の可能性として、地域によって活断層

の成熟度が異なること、上部に軟岩

や火山岩、堆積層が厚く分布する場

合や地質体の違い等の地域差がある

ことが考えられる。このことを踏まえ、

観測記録収集対象の地震としては、

以下の地震を個別に検討する必要が

ある。 

【意見】 

「・・・地表地震断層としてその全容を表

すまでには至っていない地震（震源の規

模が推定できない地震（Mw6.5 以上の

地震））であり、孤立した長さの短い活断

層による地震が相当する。・・・」は「・・・

地表地震断層としてその全容を表すまで

には至っていない地震（震源の規模が推

定できない地震）である。・・・」と修正す

べきと考える。 

 

【理由】 

震源の規模が推定できない地震は敷地

周辺の地質・地質構造や地震発生状況

に応じて考慮されるものであり、地震の

規模で一律に定めることは適切ではない

と考える。また、孤立した短い活断層に

関しては個別に検討する必要がある地

震として①に示されており、記載は不要

であると考える。 

 

8 9 5.2.(4) 

基準地震動は、最新の知見や震源近

傍等で得られた観測記録によってそ

の妥当性が確認されていることを確

認する。 

 

【意見】 

「・・・、最新の知見や震源近傍等で得ら

れた観測記録によって・・・」は「・・・、最新

の知見によって・・・」と修正すべきと考え

る。 

 

【理由】 

「震源近傍等で得られた観測記録」には

基準地震動 Ss の策定地点とは異なる地

震動特性を含むため、適切な記載とは言

えないと考えるため。 

 

 

9 Ⅱ

編 

 

2.1 

原子炉施設の耐震設計の基本方針

については、『発電用原子炉施設のう

【意見】 

「影響を及ぼすおそれがある地震による

加速度によって作用する地震力に対して
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14 ち、耐震設計上特に重要なものは、そ

の供用中に当該発電用原子炉施設

に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震による加速度によって作用する

地震力に対してその安全機能に大き

な影響を及ぼすおそれがないもので

なければならない。』である。この基本

方針に関して、設置許可に係る安全

審査において、以下の要求事項を満

たした設計方針であることを確認す

る。 

 

その安全機能に大きな影響を及ぼすお

それがないものでなければならない。」は

「影響を及ぼすおそれがある地震による

加速度によって作用する地震力に対して

その安全機能に大きな影響を及ぼすお

それがないものでなければならない。 

【理由】 

構造強度や機能確認は、必ずしも加速

度だけではなく、相対変位の評価等もあ

る。また、ここで加速度と限定しなくても、

耐震設計の基本方針の趣旨が変わるこ

とはないと考えられます。 

 

10 16 5.1.1. 

基準地震動による地震力は、基準地

震動を用いて水平２方向及び鉛直方

向について適切に組合せたものとし

て算定すること。なお、建物・構築物と

地盤との相互作用、埋め込み効果及

び周辺地盤の非線形について必要に

応じて考慮すること。 

 

【意見】 

「基準地震動を用いて水平２方向及び鉛

直方向について適切に組合せたものとし

て算定すること。」は「基準地震動を用い

て水平２方向及び鉛直方向について適

切に組合せたものとして算定すること。 

【理由】 

水平方向２つ（ＮＳとＥＷ）を組み合わせ

たもので地震動を策定するような誤解を

導く。たとえば、３次元同時加震解析等

がある。また、建物はＮＳ方向、ＥＷ方向

でそれぞれ剛性を拾い出しモデルを作成

し、それに対して地震動を与えるし、機器

は方向により特徴性がつよければ、その

方向での地震動で評価する等もあるの

で、上記記載は改めるべき。 

 

 

11 17 5.1.3. 

建物・構築物の設置位置等で評価さ

れる入力地震動については、解放基

盤表面からの地震波の伝播特性を適

切に考慮するとともに、必要に応じて

地盤の非線形応答に関する動的変形

特性を考慮すること。また、敷地にお

ける観測記録に基づくとともに、最新

の科学的・技術的知見を踏まえて、そ

の妥当性が示されていること。 

 

【意見】 

「また、敷地における観測記録に基づくと

ともに、最新の科学的・技術的知見を踏

まえて、その妥当性が示されているこ

と。」は「また、敷地における観測記録に

基づくとともに、最新の科学的・技術的知

見、敷地における観測記録を踏まえて、

その妥当性が示されていること。」 

【理由】 

原案の書き方の場合、必ず「基づく」こと

になる。地震観測記録がないか、あった

としても設計に十分足りるような大きな地

震動でない場合もあり得る。観測記録は

「踏まえて」妥当性を確認することが適当

と考えます。 

 

 

12 18 6.2.1（3） 

上記により求まる荷重により塑性ひず

みを生じる場合であっても、その量が

【意見】 

「その量が微小なレベルに留まってひび

割れ限界に十分な余裕を有し、」は「その
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微小なレベルに留まってひび割れ限

界に十分な余裕を有し、その施設に

要求される機能に影響を及ぼさない

こと 

量が微小なレベルに留まってひび割れ

限界に十分な余裕を有し、」 

【理由】 

機器・配管系の許容限界として、ひび割

れ限界に対する評価に特定する必要は

ないと考えます。 

 

 

13



パブリックコメント対象文書： 

（39）基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド 

 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 4 3.3.2(7) 

海溝付近における津波地震の発生を

考慮していることを確認する。 

 

【意見】 

「海溝付近における津波地震の発生を考

慮していることを確認する。」は削除すべ

きと考える。 

 

【理由】 

「海溝付近における津波地震」には海洋

プレート内地震による津波地震も含ま

れ、「3.3.2 プレート間地震に起因する津

波波源の設定」においては記載がそぐわ

ないと考えるため。また、これらの記載に

ついては「3.3.7 津波波源のモデル化に

係る不確かさの考慮」において記載する

方が適切であるとも考えるため。 
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パブリックコメント対象文書： 

(41)耐震設計に係る工認審査ガイド 

№ ﾍﾟｰｼﾞ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 27 4.6.2.(1) 

水平方向の動的機能保持に関する

評価については、必要に応じて、新

規制基準の要求事項に留意して、

機器の地震応答解析結果の応答値

が J E A G 4 6 0 1 の規定を参考に

設定されている評価基準値を超えて

いないこと。 

 

①JEAG4601 に機能確認済み加速度の

記載は無い。具体的な数値があるのは

JEAC4601-2008 版であり、引用図書の

変更が必要と考える。 

②鉛直方向に記載されているような「既

往の試験等により妥当性が確認されてい

る」との記載が抜けているのではないか。 
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原子力規制委員会 宛て 

「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係政令の 

整備及び経過措置に関する政令（仮称）案」 

に対する意見提出用紙 

 

住 所   
福井県敦賀市木崎65号20番 

   
氏 名  
独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

     
連絡先 te l：０７７０－２３－３０２１（代表電話） 

fa x：０７７０－２１－８５３３ 

 
意見の対象となる案件 
(２)研究開発段階における発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則 

 

 



1 

 

 

パブリックコメント対象文書： 

(2) 研究開発段階における発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則 

№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

1 （発電用原子炉の設置の許可の申

請） 

第三条 

第一項第六号 

法第四十三条の三の五第二項第

九号の発電用原子炉施設における

放射線の管理に関する事項につい

ては、次に掲げる事項を記載するこ

と。 

イ 核燃料物質及び核燃料物質に

よって汚染された物による放射

線被ばくの管理の方法 

ロ 放射性廃棄物の廃棄に関する

事項 

ハ 周辺監視区域の外における実

効線量の算定の条件及び結果 

 

第一項第七号 

法第四十三条の三の五の第二項

第十号の発電用原子炉の炉心の著

しい損傷その他の事故が発生した

場合における当該事故に対処する

ために必要な施設及び体制整備に

関する事項については、次に掲げる

事故の区分に応じ、それぞれ次に定

める事項について記載すること。 

イ 運転時の異常な過渡変化 事

故に対処するために必要な施設

並びに発生すると想定される事

故の程度及び影響の評価を行う

ために設定した条件及び評価結

果 

ロ 設計基準事故 事故に対処す

るために必要な施設並びに発生

 設置許可は、発電用原子炉を設置しよ

うとするものに対する許可事項であるこ

とから、既に廃止措置計画の認可を受け

た原子炉施設は、改正に伴う設置許可変

更を除外すること、又は、現行の設置許

可申請書の添付書類の記載内容を再評価

等することなく本文として変更すること

が妥当と考えます。 

 



2 

 

№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

すると想定される事故の程度及

び影響の評価を行うために設定

した条件及び評価結果 

ハ 重大事故に至るおそれがある

事故（運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故を除く。）又は重

大事故 事故に対処するために

必要な施設及び体制並びに発生

すると想定される事故の程度及

び影響の評価を行うために設定

した条件及び評価結果 

2 (工事の計画の認可を要しない工

事) 

第八条 

法第四十三条の三の九第一項の

原子力規制委員会規則で定める発

電用原子炉施設の設置又は変更の

工事は、次に掲げるもの以外のもの

とする。 

（以下、略）  

 

（工事の計画の認可等の申請） 

第九条  

法第四十三条の三の九第一項又

は第二項の認可を受けようとする

者は、次の各号に掲げる事項を記載

した申請書を原子力規制委員会に

提出しなければならない。 

(以下、略) 

・既に廃止措置計画の認可を受けた原子

炉施設は、この廃止措置計画において、

廃止措置期間中に維持する設備と、維持

すべき仕様・性能及び要求される機能を

明記しています。 

また、廃止措置計画の認可を受けた原

子炉施設では、使用済燃料を保有してい

る期間において、維持する設備のうち核

燃料物質の取扱及び貯蔵に係る施設のみ

を施設定期検査の対象としています。 

このため、廃止措置計画の認可を受け

た原子炉施設については、施設定期検査

の対象施設以外について工事計画の認可

を要しないことを明記することが妥当と

考えます。 

 

・廃止措置計画に基づいて、専ら廃止措

置のために使用する装置を導入する場合

や使用済燃料搬出完了後の廃止措置の進

捗状況に応じて設備を改造・更新する場

合に関して、改正案においても除外規定

等がありませんが、上記の設備の導入・

改造・更新は、原子炉の運転や核燃料物

質の取扱い又は貯蔵に係る施設に影響を

及ぼすものではなく、廃止措置計画にお

いて、廃止措置段階における安全対策等
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№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

を考慮して設計することが記載されてい

ることから、工事計画の認可の対象から

明確に除外することが必要と考えます。 

 

・廃止措置計画の認可を受けた原子炉施

設の設備改造等は、現規則の第五条（設

計及び工事の方法の認可の申請）のみの

手続きで実施しています。このため、既

に設工認申請の認可を得ている設備につ

いては、改正案の第九条（工事の計画の

認可等の申請）を適用する旨の読み替え

条文が必要と考えます。 

3 (溶接事業者検査を行うべき発電用

原子炉施設) 

第三十一条 

法第四十三条の三の十三第一項

の原子力規制委員会規則で定める

発電用原子炉施設は、次の各号に掲

げるとおりとする。 

(以下、略)  

 

(溶接事業者検査を要しない場合) 

第三十四条 

法第四十三条の三の十三第一項

ただし書の原子力規制委員会規則

で定める場合は、次のとおりとす

る。 

(以下、略)  

 

廃止措置計画の認可を受けた原子炉施

設は、法第四十三条の三の十三に基づく

除外規定がないため、廃止措置計画に基

づいて供用を終了した設備の解体撤去工

事等において、一時的に溶接で配管等に

閉止板を取り付ける際も溶接事業者検査

が必要と読めます。 

一方、既に廃止措置計画の認可を受け

た原子炉施設では、この廃止措置計画に

基づいて、廃止措置期間中に維持する設

備のうち、設工認の対象となったものの

溶接箇所も含めて使用前検査にて耐圧漏

えい等の確認を受けています。 

また、廃止措置計画の認可を受けた原

子炉施設は、現行の電気事業法において

原子力発電所としての安全規制が外れて

おり、溶接安全管理審査が要求されてい

ません。 

 

したがって、廃止措置計画の認可を受

けた原子炉施設で工事計画の認可の対象

設備について溶接を実施する場合は、現

行の規制の継続性を考慮し、溶接安全管

理審査が必要という解釈が生じないよ

う、溶接事業者検査を明確に除外するこ
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№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

とが必要と考えます。 

 

4 (重大事故発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を

行う体制の整備) 

第七十八条 

法第四十三条の三の二十二第一

項の規定により、発電用原子炉設置

者は、発電用原子炉施設を設置した

工場又は事業所において、重大事故

に至るおそれのある事故（運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故

を除く。） 又は重大事故が発生し

た場合（以下「重大事故等発生時」

という。） における発電用原子炉

施設（法第四十三条の三の三十二第

二項の認可を受けたものであつて、

廃止措置対象施設内に核燃料物質

が存在しないものを除く。以下この

条から第十一条の五までにおいて

同じ。） の保全のための活動を行

う体制の整備に関し、次の各号に掲

げる措置を講じなければならない。 

 

第一項第五号 

重大事故等発生時における発電

用原子炉施設の保全のための活動

を行うために必要な次に掲げる事

項を定め、これを対策要員に守らせ

ること。 

イ 炉心の著しい損傷を防止する

ための対策に関すること。 

ロ 原子炉格納容器の破損を防止

するための対策に関すること。 

ハ 使用済燃料貯蔵設備に貯蔵す

る燃料体の損傷を防止するため

の対策に関すること。 

・改正案に記載の炉心の損傷、格納容器

の破損等については、炉心に燃料がない

ことを条件として廃止措置計画の認可を

受けた原子炉施設では、運転中の原子炉

を想定した第一項第五号イロニの事故が

発生しません。 

したがって、廃止措置計画の認可を受

けた原子炉施設については、第一項第五

号イロニを明確に除外することが妥当と

考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

・下線箇所は、該当条文と文脈と整合が取

れないため誤記と思われます。（第八十一

条が適当ではないかと思います。） 
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№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

二 原子炉停止時における燃料体

の損傷を防止するための対策に

関すること。 

 

5 (大規模損壊時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行

う体制の整備) 

第七十九条 

法第四十三条の三の二十二第一

項の規定により、発電用原子炉設置

者は、発電用原子炉施設を設置した

工場又は事業所において、大規模な

自然災害又は故意の大型航空機の

衝突その他のテロリズムにより発

電用原子炉施設の大規模な損壊が

生じた場合（以下「大規模損壊時」

という。） における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行う体

制の整備に関し、次の各号に掲げる

措置を講じなければならない。 

第一項第五号 

大規模損壊時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行

うために必要な次に掲げる事項を

定め、これを要員に守らせること。 

イ 大規模な火災が発生した場合

における消火活動に関すること。 

ロ 炉心の損傷を緩和するための

対策に関すること。 

ハ 原子炉格納容器の破損を緩和

するための対策に関すること。 

ニ 使用済燃料貯蔵槽の水位を確

保するための対策及び燃料の損

傷を緩和するための対策に関す

ること。 

ホ 放射性物質の放出を低減する

ための対策に関すること。 

改正案に記載の炉心の損傷、格納容器

の破損等については、炉心に燃料がない

ことを条件として廃止措置計画の認可を

受けた原子炉施設では、運転中の原子炉

を想定した第一項第五号ロハは発生しま

せん。 

したがって、廃止措置計画の認可を受

けた原子炉施設については、第一項第五

号ロハを明確に除外することが妥当と考

えます。 
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№ コメント文書箇所 コメント内容 備考 

 

6 (火災発生時における発電用原子炉

施設の保全のための体制の整備)  

第八十条 

法第四十三条の三の二十二第一

項の規定により、発電用原子炉設置

者は、発電用原子炉施設を設置した

工場又は事業所において火災が発

生した場合（以下「火災発生時」と

いう。） における発電用原子炉施

設の保全のための活動（ 消防吏員

への通報、消火又は延焼の防止その

他消防隊が火災の現場に到着する

までに行う活動を含む。以下同じ。）

を行う体制の整備に関し、次の各号

に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(以下、略) 

現規則第三十条の四では、使用燃料を

保有している場合においても廃止措置計

画認可を受けた原子炉施設は、初期消火

活動の体制の整備を除外されており、消

防法に基づき消防活動の体制を整備して

います。 

また、改正案の「研究開発段階におけ

る発電の用に供する原子炉及びその附属

設備の位置、構造及び設備の基準を定め

る規則」第八条においては、火災による

損傷防止は、発電用原子炉の安全性を損

なうおそれがないようにすることが要求

されています。 

したがって、廃止措置計画の認可を受

けた研究開発段階炉の原子炉施設につい

ては、規則に基づく規制の一貫性の観点

から、現行の規制を継続する規則の内容

とすることが妥当と考えます。 

 

 

7 （保安規定） 

第八十七条 

 

第三項第二十号 

発電用原子炉施設の保守管理に

関すること。（溶接事業者検査の実

施に係る体制に関することを含

む。）。 

 

 

 

・下線箇所の「溶接事業者検査の実施に係

る体制」は、第三十四条に記載のとおり、

廃止措置計画の認可を受けた原子炉施設

は要しないと考えます。 

 

8 別表第一（第八条、第十一条関係） 

２ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

扱設備 

(4) 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設

備に係るもの 

 

下線箇所については、別表第二の記載

と同様に、「使用済燃料貯蔵槽（重水減速

沸騰軽水冷却型原子炉施設にあっては使

用済燃料貯蔵プール）」の記載が必要で

す。 

 

 

 



原子力規制委員会 宛て 

「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係政令の 

整備及び経過措置に関する政令（仮称）案」 

に対する意見提出用紙 

 

住 所   
福井県敦賀市木崎65号20番 

   
氏 名  
独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

 
     
連絡先 te l：０７７０－２３－３０２１（代表電話） 

fa x：０７７０－２１－８５３３ 

 
意見の対象となる案件 
(10)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に

係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（仮称） 

(25)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に

係る品質管理の方法及びその検査のための組織の基準に関する規則の解釈（仮称） 

 

 

 



パブリックコメント対象文書： 

 (10)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工

事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則（仮称） 

 

意 見 ／ 理 由 ： 

No. ページ コメント文書個所 コメント内容 備考 

1 5 第三条第２項五 

プロセスを監視及び測定し、分析

すること 

【修正提案】「プロセスを監視し、適

用可能な場合に測定し、分析するこ

と。」 

・測定できない場合も生じる。「監視

及び測定」は監視と適用可能な場合に

行う測定を合わせた表現と理解され

ている。また、「監視及び測定」は名

詞として使用してきた。 

 

2 9 第七条 

発電用原子炉設置者は、この規則

に規定する記録その他要求事項へ

の適合及び品質管理監督システム

の実効性のある実施を実証する記

録の対象を明らかにした上で、当

該記録を読みやすく容易に内容を

把握することができ、かつ、検索

することができるように作成し、

これを管理しなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、前項の

記録の識別表示による区分、保存、

保護、検索、保存期間及び廃棄に

関し所要の管理を定めた手順書を

作成しなければならない。 

【修正提案】「当該記録を容易に識別

することができ、」 

・「容易に識別可能」が要求事項と考

えるが、「内容を把握することがで

き、」は識別を超える要求となる。次

項（２項）の「前項の記録の識別表示

による・・・」との整合を図る。 

 

3 12 第十四条 

経営責任者は、品質管理監督シス

テムを管理監督する責任者（以下

「管理責任者」という。）に、次に

掲げる業務に係る責任及び権限を

【修正提案】「部門及び」を削除し、

「関係法令を順守すること及び原子

力の安全の確保することの重要性に

ついての認識が向上するようにする

こと。」 

 

1



No. ページ コメント文書個所 コメント内容 備考 

与えなければならない。 

三 部門及び職員において、関係

法令及び原子力の安全の確保につ

いての認識が向上するようにする

こと。 

・「部門」の意図が不明確。「職員の認

識が向上する」で十分である。 

4 18 （個別業務の計画） 

第二十五条 

発電用原子炉設置者は、個別業務

に必要なプロセスについて、計画

を策定するとともに、確立しなけ

ればならない。 

３ 発電用原子炉設置者は、個別業

務計画の策定を行うに当たって

は、次に掲げる事項を、適切に明

確化しなければならない。 

一 当該個別業務及び発電用原子

炉施設に係る品質目標及び個別業

務等要求事項二所要のプロセス、

品質管理監督文書及び資源であっ

て、当該個別業務又は発電用原子

炉施設に固有のもの 

 

三 所要の検証、妥当性確認、監

視及び測定、検査及び試験であっ

て、当該個別業務又は発電用原子

炉施設に固有のもの並びに個別業

務及び発電用原子炉施設の適否を

決定するための基準（以下「適否

決定基準」という。） 

 

【要望】 

・「発電用原子炉施設に係る品質目標」

の具体的な解説を望む。 
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パブリックコメント対象文書： 

 (25)研究開発段階における発電の用に供する原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事

に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の基準に関する規則の解釈（仮称） 

 

意 見 ／ 理 由 ： 

No. ページ コメント文書個所 コメント内容 備考 

1 1 第二条（定義） 

２ 第２項第１号に規定する「安全

文化を醸成する活動」には、例えば

以下のような活動がある。 

・原子力安全に対する個人及び集団

としての決意を表明し、実践するこ

と。 

・原子力安全に対する当事者意識を

高めること。 

・信頼、協働、自由なコミュニケー

ションを奨励し、より良い労働環境

条件の改善に努め、人的・組織的問

題の報告を重視する開かれた文化

を構築すること。 

・原子力安全が損なわれることのな

いように、構築物、系統及び機器の

欠陥に関する報告を適切に行うこ

と。 

・特定された問題及び改善提案に対

する迅速な対応を行うこと。 

・組織が、継続的に、安全と安全文

化を高め、改善するための手段を持

つこと。 

・原子力安全に対する組織及び個人

の責任と説明責任を果たすこと。 

・原子力安全に関し、組織のあらゆ

る階層において問い掛ける姿勢及

び学習する姿勢を奨励し、慢心を戒

【要望】 

解説では、「労働安全、労働環境、

職場内安全など」を含め安全文化を

醸成する活動として定義している

が、安全文化は「原子力安全」を目

標にした活動に限定すべきと考え

る。 

 

 

 

・「労働環境条件の改善に努め、」は

安全文化を醸成する活動として、定

義することは疑問であり、再考を望

む。 
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めるための方策を模索し実施する

こと。 

・組織内での安全及び安全文化に関

する重要な要素について共通な理

解を促進すること。 

・自らの業務及び職場環境に関連し

たリスクを認識し、起こりうる結果

を理解すること。 

・全ての活動において慎重な意志決

定をすること。 

 

 

・「組織内での安全」、「重要な要素」

とは何か不明であり、具体的な解説

を望む。 

・「職場環境に関連したリスクを認

識し、」の「職場環境」について安

全文化を醸成する活動として、定義

することは疑問であり除外する。 
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